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まえがき

1991年4月に筆者はアジア経済研究所に入所して社会主義朝鮮に関する研究
に携わるようになった。その頃の日本社会ではベルリンの壁の解放とそれに続く，
東欧社会主義政権とソ連の崩壊の印象が強く，少なからぬ論者が朝鮮労働党の一
党支配体制も近いうちに崩壊する運命にあると予測していた。しかし，朝鮮労働
党はその後の核兵器開発疑惑をめぐるアメリカとの対立，初代最高指導者金日成
の死去，食糧難と動力難といった試練を乗り越え，今日に至るまで，政権党とし
て強固な政治体制を維持しており，一党支配体制が崩壊する兆しはみられない。

筆者は朝鮮半島の政治と経済の動向を分析するなかで，強固な政治体制を構成
する要素のひとつが軍隊にあることに気づき，1998年から党機関紙や政府機関紙
などの記事や最高指導者の著作，重要人物の回想録といった平壌の公式報道およ
び出版物，ソウルなどで刊行された亡命者の著作のなかから朝鮮人民軍に関する
情報を集めてきた。そして，断片的な情報を繋ぎ合わせていくことによって，軍
隊の主要な幹部と最高指導者との関係，主要な部隊の沿革と最高指導者との関係
が徐々に浮かび上がるようになった。この作業には，アジア経済研究所の動向分
析事業によってこの国の新聞が購入されたこと，研究所図書館が多くの平壌の出
版物を所蔵していることが大きな助けとなった。

さらに，筆者は研究所からソウルとモスクワで研究する機会を与えられたこと
で，韓国統一部北韓資料センター，慶南大学校極東問題研究所の図書館，ロシア
の国立図書館，外国文献図書館に所蔵されている朝鮮関連の資料を閲覧し，作業
を補強することができた。そして，研究所の2023年度基礎的総合的研究「朝鮮民
主主義人民共和国の党軍関係」研究会（個人研究）として本書を執筆する運びと
なった。

本書で示されるのは，軍隊の社会的地位の高さ，その軍隊に対する最高指導者に
よる統制する仕組み，現最高指導者による軍隊統制の状況である。民間武装組織の
建設，海外への派兵，海外での軍隊建設支援といった問題はとりあげていない。

著　者　
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体制の維持と軍隊の役割
序　章

朝鮮民主主義人民共和国（以下，朝鮮）では1948年9月9日の建国当初から金日
成が1994年7月8日に死去するまで最高指導者として君臨し，その後，その息子
である金正日が2011年12月17日に死去するまで2代目の最高指導者となり，その
また息子である金正恩が3代目最高指導者となって今日に至る。こうした疑似王
朝的な政治体制が安定して維持されている最大の要因のひとつとして，それぞれ
の最高指導者が軍隊と非常に密な関係にあることが挙げられる。本書は金日成，金
正日，金正恩と軍隊の関係を扱うものである。

朝鮮の政権党である朝鮮労働党が軍隊の重要性を公に内外に強調するように
なったのは1990年代からであった。それは1980年代末の東欧社会主義政権の崩
壊に際して生じた危機感によるものであった。当時，朝鮮では反体制のデモや暴
動などの現象は生じなかったが，冷戦の終焉という世界の力関係の変化のなかで
朝鮮労働党は政治体制の動揺を防止するための生存戦略を構築するようになった。
それは，東欧のような大きな反体制の動きが生じた原因として朝鮮労働党が認識
したものに関連するものであった。

 1 平和的移行戦略論

東欧社会主義政権の崩壊について，朝鮮労働党はその外的な原因は「帝国主義
者の平和的移行戦略」にあるとみていた。この「平和的移行戦略」について，ベ
ルリンの壁崩壊からあまり時間が経っていない1990年の金日成の新年辞や5月
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24日の施政演説で，思想文化的浸透，「援助」を通じた経済的支配，反社会主義
勢力に対する後押しによって社会主義政権を「武装解除」させて崩壊させるとい
うものであると述べている（『労働新聞』1990年1月1日; 1990年5月25日）。そして，
内的な原因について，1993年2月20日に金日成は，政治指導者がソ連に依存して
いたこと，人民に対する「思想教養事業」がうまく行われていなかったこと，経
済建設がコメコン（経済相互援助会議）を通じてソ連に依存して行われていたこと
を挙げていた（『金日成著作集44』1996, 78-81）。

これらの原因を裏返せば，朝鮮労働党が東欧と違って，独自の強力な組織力を
もち，人民に対する思想教育をうまく進めてきたこと，経済的にソ連に依存しな
かったことによって，朝鮮は政権崩壊を免れたため，党の組織力と思想教育の強
化，自給自足的な経済建設の推進が朝鮮労働党の生存戦略の基本部分であるとい
うことになる。ただし，金日成は，「帝国主義者」が「武装解除」をねらっている
とは語ったものの，軍事に関しては明確にしていない。

金日成は社会主義政権の崩壊を防ぐ軍隊の役割について忘却していたわけでは
ない。1989年6月に中国共産党が北京の天安門広場に集結した学生たちを「反革
命」と位置づけて軍隊を使って排除したことについて，同年7月6日に金日成は中
国共産党に対する支持を明確にしていた。それにもかかわらず，金日成が軍隊に
ついて語るのを躊躇していたのは，金日成自身がこれまで朝鮮の人民は本来「平
和を愛する人民」であると強調し，冷戦後も世界の社会主義運動や非同盟運動と
の連帯とともに，平和運動との連帯を重視してきたためであった（『朝鮮中央年鑑

1958』1958, 37; 『労働新聞』1970年10月4日; 1994年5月20日）。
しかし，2代目の最高指導者金正日にとっては，海外の平和運動との連帯はと

るに足らないものでしかなかった。金正日は躊躇なく国内外に軍隊の存在を強調
する行動に出た。1994年7月8日に金日成が死去して事実上の最高指導者となっ
た金正日は最初の公の活動として，翌1995年1月1日に平壌市万景台区域にある
軍部隊を訪問し，以後，さまざまな部隊を訪問して，それを公表するようになっ
た。1997年4月7日付および11月4日付の『労働新聞』は金正日の「軍事重視思
想」，「軍事重視の革命哲学」について言及し，金正日が軍事力を強化し，軍隊に
対する党の強力な統制を維持していくことを明らかにした。こうして党の組織力
と思想教育の強化，自給自足的な経済建設の推進に加えて，軍事力の強化と軍隊
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に対する統制の維持が朝鮮労働党の生存戦略の根幹であることが示された。そし
て，1999年1月1日に党機関紙『労働新聞』，軍機関紙『朝鮮人民軍』，青年団体
紙『青年前衛』の共同社説「今年を強盛大国建設の偉大な転換の年として輝かせ
よう」が発表され，そのなかでこれらは「思想強国」「軍事強国」「経済強国」を実
現するものと表現された（『労働新聞』1999年1月1日）。

 2 軍隊の役割

さらに，1999年6月16日に『労働新聞』，党機関誌『勤労者』の共同論説「我
が党の先軍政治は必勝不敗である」が発表され，「思想強国」「軍事強国」「経済強
国」を実現するための金正日の政治指導が「先軍政治」であるとされた。日本で
は，1997年10月8日に金正日が党総秘書（党総書記）に就任したことと，この「先
軍政治」の宣布に関して，「軍が党を握った」とか，「国際社会での孤立と未曽有
の経済難による非常事態」を乗り切るための「軍事指導体制」であるなどといっ
た見解が示されている（和田 2012, 195, 200; 伊集院 2002, 118）。しかし，「先軍
政治」の内容は党の軍隊に対する指導を否定するものではないし，一時的な措置
でも過渡的な形態でもない。

2000年に平壌出版社から刊行された「先軍政治」の解説書には党の指導につい
て，「党と軍隊のどちらが序列の上位かといえば，党が上であり，それにしたがっ
て軍隊は名実ともに党軍として位置づけられる」と述べられており，党の指導が
大前提になっていることがわかる（金哲佑 2000, 50）。そして，「先軍政治」の概
念は「軍事先行の原則で革命と建設の全般的事業を推進し，軍隊を革命の柱とし
て社会主義偉業を完成させていく政治」とされている（金哲佑 2000, 27）。ここで
いう「軍事」とは軍隊と軍需工業を指す。そして「軍事先行」とは，軍隊の強化
と軍需工業の建設の問題を他のすべての問題よりも重視し，その上で具体的な政
策，対策を立てることである。また，軍隊を「革命の柱」とするというのは，軍
隊を単に戦争遂行のための組織ではなく，最高指導者および党に対する忠誠度，組
織的規律，最高指導者および党の命令に関する遂行能力で社会のすべての組織の
模範にすることを意味した（金哲佑 2000; 朝鮮労働党出版社 2006, 112-129）。
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このうち，軍隊を革命の模範にするというのは，金日成時代にはなかった発想
である。金日成時代には，軍事力の強化と軍隊内の思想教育の強化のほかに，経
済建設への動員，除隊軍人を党や国家の機関や企業に就職させるための教育につ
いて言及されたことはあったものの（『金日成著作集21』1983, 257; 『金日成著作選

集6』1974, 13; 『金日成全集56』2004, 321-323; 『金日成全集63』2006, 297-301），
軍隊や軍人を社会の模範にするという話はなかった。したがって金日成時代は，軍
隊はエンゲルスのいう「国家が攻撃戦争または防御戦争の目的で組織する武装し
た人間の組織集団」にとどまっており（エンゲルス 1964, 5），社会に対する宣伝
や教育とは無縁のものであった。それに対して，金正日は軍隊に対する統制や思
想教育を先に進めて，軍隊や軍人そのものが人々の社会生活の見本になるように
作り上げることをめざした。そして，人民に対して軍隊を模範とする以上，朝鮮
人民が「平和愛好の人民」であると述べることは邪魔なものになったといえる。

 3 抑止力と可視化

3代目最高指導者金正恩は党の指導理念を「金日成・金正日主義」とし，金日
成と金正日の政策の基本である党の組織力と思想教育の強化，自給自足的な経済
建設の推進，軍事力の強化と軍隊に対する統制の維持を続けていくことを示した。
しかし，新たな指導者は先代の「業績」や政策をすべて受け入れていたわけでは
なかった。

そのような姿勢が初めて現れた出来事は2013年12月の張成沢の粛清であった。
張成沢は党中央委員会行政部長であり，政治局員および党中央軍事委員会委員の
肩書をもっていた上，金正日の妹婿であることから党内で特別の扱いを受けてい
たが，「反党反革命宗派行為」を行ったとして死刑判決を受けた。これは張成沢が
権勢を振るう状態に対して金正日が目を瞑ってきたことに対する金正恩の事実上
の批判であった。

その次は，2014年4月25日の軍部隊訪問のときであった。当該部隊は人民軍第
1軍団管下の第681軍部隊1大隊であったが，金正恩の抜き打ち訪問と訓練命令に
うまく対応できなかった。金正恩はその場で強く叱責し，翌日，軍団長と軍団政
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治委員をはじめとして軍団指揮部の成員すべてに2階級降格，大隊の解散という
厳しい処分を下した。この第681軍部隊はもともと砲兵司令部（現：火力指揮局）

直属から第1軍団に移管された連隊であり，先代の金正日が2度訪問したが，後方
供給事業すなわち副業で全軍の模範とされ，金正日が政治思想的にも軍事技術的
にも満足を表明していた部隊であった（『労働新聞』1998年5月6日; 2009年2月12

日; 2014年4月26日）。
先代に対する不満が含まれる演説や談話を収録した文献はこれまでのところ刊

行されていない。しかし，公式報道に表れる3代目の行動からは政策の変化が見
出される。軍事に関して金正恩時代に入って生じた新たな政策の動きは，現段階
では2つみられる。

1つは核抑止力の強化である。すでに2006年10月9日と2009年5月25日に朝鮮
では2度の核爆発実験が行われたが，当時は核兵器を保有すること自体が抑止力
になると考えられていた。核保有国になれば敵から攻撃されないので，軍事に使
われていた資源を経済生産部門に回すことができると期待されていた。これに対
して金正恩は，核抑止力に限らず，抑止力が機能するには敵側にその存在と威力
を印象づける努力が必要であると認識していた。そのため核兵器の小型軽量化，運
搬手段の開発を内外に印象づけながら進めるとともに，通常兵器による戦争に対
してもさまざまな種類や段階の戦闘能力の存在を可視化することになった。

もう1つは軍隊の人事の流動化である。金日成も金正日も信頼が厚い人物にで
きるだけ長い期間同じ職責につけておくことを好んだ。金正恩はこれに対して，積
極的に幹部を異動させるようになった。初代と2代目は幹部にひとつの部署の事
情に精通することを求めていたが，3代目は幹部にさまざまな経験を積ませるこ
とを求めている。それは抑止力を追求するために軍事力を可視化していくという
課題に幹部が適応することを求めているためであろう。

 4 本書の構成

本書は，朝鮮労働党の生存戦略や金正恩体制の安定性について展望するための
基礎作業として，最高指導者と軍隊との関係の形成および変遷の過程を分析し，そ
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の特徴を明らかにしようとするものである。ただし，本書では，最高指導者と軍
隊の関係を議論するための前提として，軍隊の社会的地位を考察するために軍隊
の規模と政治機関での議席数に関する調査，政治指導者の軍隊に対する活動内容
を知るために部隊のコードナンバーと属性および位置に関する調査から議論を始
めることにする。

第1章から第3章までは党と軍隊の関係を分析するための基礎として，軍隊の規
模に関する問題と社会的地位に関する問題，そして軍部隊のコードナンバーに関
する問題を扱う。そして，第4章から第5章までは，金日成，金正日が築いてきた
軍隊統制制度の形成過程を扱い，第6章で金正恩が軍隊をどのように変えていこ
うとしているのかを描く。

第1章では，朝鮮の軍人数を確定する作業を行う。ここでは，国際機関やアメ
リカ，韓国の推定値を用いることの危険性を指摘した上で，朝鮮側が公式に発表
した数値の妥当性を，朝鮮戦争関連の中国，ソ連の資料，そして人口統計，社会
状況などから検証する。このなかで朝鮮の軍人数の人口に対する割合は大東亜戦
争時の日本の根こそぎ動員のそれに近く，軍隊が経済発展の足かせになっている
一方，政治指導者にとって頼もしい社会勢力になっていることを描く。

第2章では，日本の国会に相当する最高人民会議における軍人の議席数の変遷
を議論する。このなかで選挙制度の改変によって軍隊が優遇されていることが見
出され，それが軍隊の社会的地位を向上させるためのものであることを指摘する。

第3章では，軍団級の部隊，師団級の部隊に関してそのコードナンバーを照合，
確定するという作業を行う。朝鮮では，最高指導者の部隊訪問などの政治的に重
要なイベントに関する公式発表の大部分は，部隊の属性や位置を隠してコードナ
ンバーで示される。この作業の結果は以降の章のなかで各部隊の位置，属性を記
述することを可能にした。

第4章では，金日成によって軍隊が建設されるとともに軍隊に政治統制の制度
が構築される過程を分析する。このなかで朝鮮戦争中に政治教育と思想統制のた
めの制度，指揮官を監視するための制度，そして党団体の体系という3種の政治
統制の制度が確立されたことを指摘する。

第5章では，金日成の息子金正日が軍隊に対する権威を確立していく過程を分
析する。ここでは，金正日が後継者に決定するよりも前から軍隊に対するさまざ
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まな活動をしていたことを指摘し，また，最高指導者になってからの「先軍政治」
の内容に関して議論する。

第6章では，金正恩の時代に入ってから生じた政治指導者と軍隊の関係の変化
を論じる。ここでは，金正恩が先代と違って軍隊の作戦指揮に強い関心を示し，抑
止戦略として核兵器およびミサイルの開発を可視化するとともに各種戦闘能力の
存在を誇示する動きに出たこと，頻繁な人事異動により指揮官の能力向上に努め
ていることを描く。
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軍隊の規模
第 1章

権威ある機関が出した数字だからといって，その数字が必ずしも正確なものと
は限らない。意図的に実体よりも大きな数字あるいは小さな数字が発表される場
合もあれば，報告書の作成者が出版物の形式を整えるために大雑把な印象や偏見
によって表を埋めた数字が発表される場合もある。そして，そうした数字が検証
されることなく報道機関や研究者に用いられると，多くの人々はその数字を疑い
なく受け入れてしまうことになる。朝鮮の軍事力に関する数字がその例のひとつ
である。

世界各国の国家安全保障に関連する官庁や研究者の間で，軍事力についての調
査に最も広く利用されている刊行物は，ロンドンにある国際戦略研究所
（International Institute for Strategic Studies: IISS）の『ミリタリー・バランス
（Military Balance）』である。日本でも防衛省などの官庁が朝鮮の軍事情勢を説
明するときも，基本的な軍事情報を『ミリタリー・バランス』に頼る場合が多く，
安全保障問題を扱う研究者やマスメディアも同様である1）。さらに，中国人民解
放軍やロシア連邦軍の出版物でもIISSの数字を利用していることがある2）。この
IISSや韓国国防部などの推定値をもとに，今日，朝鮮民主主義人民共和国は100
万人を超す世界屈指の規模の軍隊をもっているとされている（Bermudez 2001, 1; 

Hoare 2019, 61）。
しかし，日本では，IISSの推定値に関してはその内容に懐疑的な見解も示され

ている。1970年代のカーター政権における在韓米軍撤収計画の挫折とそれに続く
レーガン政権における韓国との軍事関係強化の時期に，IISSの朝鮮民主主義人民
共和国の軍事力に関する推定値が急に膨れ上がったことがあった。このことから，
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1985年に市民運動の立場から，IISSの推定値に「かなり疑問がある」 という評価
が出ており，1987年に市民運動に近い研究者も，IISSの兵員数の見積りが「すこ
ぶる政治的なものであると思われる」と評している（佐藤 1985, 109-111; 和田 

1987, 322）。とはいえ，IISSの推定値がアメリカの軍事関係者や政治関係者から
どのような影響を受けてきたのかということは明らかにされていない。

一方，推定されている朝鮮側からもIISSの数字に強い批判がなされている。朝
鮮労働党は1983年に党紙『労働新聞』で，同年9月に出版された『ミリタリー・
バランス』1983/1984年版の推定値について，「実態と符合しない資料」「無責任
な仕事」であると述べている（『労働新聞』1983年10月2日）。また，後述するよう
に，朝鮮労働党や国防機関は，自国の兵員数について1980年代に「37〜40万の
間」，「42万」などといった数字を兵員数として公式に発表している。

こうした公式発表の数字をIISSが考慮した形跡はない。これはIISSの推定値に
疑問を提起した市民運動家やそれに近い研究者も同様である。むしろ，市民運動
家とそれに近い研究者は，公式発表の数字よりIISSの推定値が実体に近いと感じ
ているようであり，「とりあえず」とか「参考として」，あるいは「正確であると

1） 日本の防衛省（2007 年 1 月 9 日以前は防衛庁）の『防衛白書』各年版では，朝鮮民主主義人民共和
国の兵員数は基本的に『ミリタリー・バランス』によっている。そして，防衛省のみならず外務省も

『ミリタリー・バランス』に強い信頼をおいてきたことは，1984 年 3 月 22 日の参議院予算委員会で，
古川防衛庁参事官（当時）が『ミリタリー・バランス』に関して「かなり信頼度が高いといわれてい
る」，岡崎外務大臣官房調査企画部長（当時）が IISS について「ある程度権威のある研究所」と発言
したことに示されている（参議院 1984）。研究資料に関しても，1970 年代から 1980 年代にわたっ
て刊行された資料集では朝鮮の兵力数は IISS によっている（戦略問題研究会 1972, 632-648; 1973, 
382-391; 1981, 430-444; 1984, 402-418）。その後の研究書に関しても，ソウルの日本大使館に駐
在武官として勤務した経験をもつ塚本勝一元西部方面総監が 1988 年に刊行した著書でもおもに『ミ
リタリー・バランス』の推定値を用いて分析がなされており（塚本 1988, 122-124），また，軍事ア
ナリストとして知られる小川和久が 1994 年に刊行した著書でも IISS の推定値が使われている（小川 
1994, 170-188）。なお，報道機関に関しては，共同通信社の『世界年鑑』は 1966 年版以降，朝鮮民
主主義人民共和国の軍事力に関して『ミリタリー・バランス』の数字を引用しており，出典を明記し
ていない 1975 年版以降も同様である。

2） 中国軍事科学院が刊行した『世界军事年鉴 1988』では，朝鮮の兵力数に関しては『ミリタリー・バラ
ンス』によっていることを明らかにしている（『世界军事年鉴 1988』1988, 15）。ただし，1997 年版
以降ではこの出典が明記されなくなったものの，実際には引き続き IISS の数字が引用されている。ロ
シアについては，旧ソ連軍からの伝統をもつ軍紙『赤い星』1993 年 12 月 14 日に朝鮮半島の軍事力
に関する南北比較が掲載され（『クラスナヤ・ズヴェズダ』1993 年 12 月 14 日），これが日本でも紹
介されたが（松井 1994, 120-129），同記事にある南北の兵員数と戦車数は『ミリタリー・バランス』
1993/1994 年版にあるものである。
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した場合」という条件つきではあるが，IISSの推定値を分析に利用している（佐藤 

1985, 111; 韓桂玉 1990, 163-164; 和田 1998, 214）。したがって，IISSの推定値も
公式発表の数字もこれまでその内容を検証されたことがなく，また，IISSの推定
値は研究者やジャーナリストなどの間で独り歩きをしている状態であるといえる。

本書では，朝鮮の兵員数について，官庁や多くの軍事専門家のみならず市民運
動やそれに近い研究者が依拠しているIISSの推定値，およびIISSに次いで利用さ
れている韓国側による推定値についてその性質を明らかにするとともに，公式発
表の数字についてもその妥当性を検証する3）。そして，公表数字の検証については，
中国やロシアの朝鮮戦争関連資料，センサスおよびそれらを用いた人口学上の研
究成果，そして政治指導者の発言などを用いる。

 1 国際戦略研究所の推定値とアメリカ側の推定値

IISSは1958年に戦略研究所（Institute for Strategic Studies: ISS）として組織さ
れ，アメリカとその同盟国などから多くの情報提供を受けることにより，1959年
から『ミリタリー・バランス』を毎年刊行して各国の軍事情勢に関する情報を継
続的に提供している。研究所の名称が現在のものになったのは1971年である。最
初の『ミリタリー・バランス』1959年版ではソ連と北大西洋条約機構（NATO）

加盟国の軍事情勢のみが掲載され，続いて1960年版ではソ連とNATOに加えて
東南アジア条約機構（SEATO）加盟国の軍事情勢が掲載されるようになり，1961
年版ではその範囲が自由主義圏および共産主義圏全般に拡大して朝鮮半島の軍事
情勢も含まれるようになった。その後，非同盟諸国をはじめ多くの国の軍事情報
が掲載されるようになり，IISS自身，東西陣営のみならず，できるだけ多くの国
の軍事情報を網羅することに努めるようになった。出版の継続性と対象国に関す
る網羅性では，『ミリタリー・バランス』は類書がないため，多くの国の軍事関係
者の間で利用されるようになった。

3） 本章は，筆者が 2012 年に朝鮮史研究会の論文集にて発表した論文の一部を，新たな資料によって加
筆修正したものである（中川 2012）。
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ただし，その情報の正確さについては対象国によってかなりのばらつきがある。
1961年版の編集者は，発表する数字について，「すべての国が当方の情報作成に
等しく協力的であったわけではなかったため，現実のものとのギャップがある数
字もあり，また，推定による数字もある」と述べている（Military Balance 1961, 

1）。その一方で，IISSが収録する対象国を拡大していくにつれて，不正確な情報
を掲載された国がそれを訂正させるべくIISSに積極的に情報提供を行うようにな
ることもあった。しかし，朝鮮民主主義人民共和国の場合，IISSに直接軍事情報
を提供する立場にはなかった。そのため『ミリタリー・バランス』におけるこの
国の軍事力に関する数字はIISS自身の推定値となっている。

IISSは自身の発表する推定値についてその具体的な推定方法を明らかにしてい
ないが，その性質については若干言及したことがある。『ミリタリー・バランス』
1981/82年版の編集者は，「新たな情報の利用が可能になるにつれて，これらの
推定値は変化するものである」と述べている（Military Balance 1981-1982, 5）。
したがって，軍事力に関する推定値の増減はそのときどきに入手可能な情報の性
質によって生じるものであり，実際の軍事力の増減とは異なるということである。
そして，同1983/1984年版の編集者はそれにさらに説明を加え，「『ミリタリー・
バランス』にはそうした時系列的な比較を試みるには限界があると，警告せざる
を得ない」と述べている（Military Balance 1983-1984, 5）。

しかし，逆に時系列的な比較をあえて行うことによって，IISSの推定値の特徴
を見出すことが可能である。また，1986/1987年版の編集者は，IISSが「いかな
る政府および政府の団体，いかなる政治的あるいはその他の組織に対してまった
く従属するものではない」と明記している（Military Balance 1986-1987, 11）。
しかし，IISSが平壌から情報の提供を受けられない限り，基本的に第三国からの
情報提供に頼らざるを得ず，その結果，朝鮮の軍隊に関して『ミリタリー・バラ
ンス』に掲載される推定値が，多くの情報を提供する国，とりわけアメリカの影
響を受けることは避けられなかった。

米軍および国防総省による外国軍隊の推定値は定期的に公表されるわけではな
く，報道機関に対するリークや議会などへの報告書のなかでときどき言及され，ま
た，「地域ハンドブック」シリーズなどの刊行物を通じて発表される場合もある。
こうした形式で発表された推定値は次の公表まで米軍および国防総省の公式見解
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として用いられる。朝鮮民主主義人民共和国の兵員数について，アメリカ側の推
定値が初めて発表されたのは，1958年7月20日に米軍を中心とする在韓国連軍司
令部の「高位情報消息筋」がUPI通信記者に対してリークしたものであった。そ
れによると，1953年7月27日の朝鮮戦争停戦協定調印の頃の兵員数の推定値は27
万5292人，1958年7月のそれは38万3141人であった（『朝鮮日報』1958年7月21

日）。そして，アメリカ陸軍が1964年に刊行した『合衆国陸軍地域ハンドブック 
朝鮮』では40万人となっており，これを継承した「地域ハンドブック」シリーズ
では1969年版に発表された1968年現在の数字も引き続き40万人，1976年版に
発表された1974年現在の数字は47万人となっている（Foreign Area Studies 

Division 1964, 574; Shin et al. 1969, 397; Vreeland et al. 1976, 311）。これに対
して，IISSの推定値は，1964〜1965年は35万2000人，1968年は38万4000人
で翌69年は38万4500人，1974〜1975年は46万7000人となっていた。それぞれ
の数字が異なった動きを示していることから，この頃までは，IISSも米軍および
国防総省も互いの推定値に関心を払った形跡はないといえる。

ところが，1978年のIISSの数字は1977年の米軍の数字と一致している。1977
年に韓国の『中央日報』にリークされた在韓国連軍司令部の調査報告では，陸軍
44万人，海軍2万7000人，空軍4万5000人であり（『中央日報』1977年4月9日），総
数は51万2000人であった。そして，1978年9月に刊行された『ミリタリー・バ
ランス』1978/1979年版にはこうした数字がそのまま掲載された。さらに，その
後のIISSの推定値の変遷を米軍および国防総省のそれと比較してみると，2つの
特徴がみられる。ひとつは，1996年まで，両者のいくつかの数字が一致するほか
は，IISSの数字がアメリカの数字より若干大きくなっていることがわかる。もう
ひとつは，IISSの推定値に，1978年と1979年の間，1980年と1981年の間，1988
年と1989年の間にそれぞれ，10万人以上の増加，すなわちジャンプがみられ，こ
のうち第1および第3のジャンプには，それらに先立ってアメリカの推定値が大き
く増加していることも特徴的である（表1-1）。このことから，1978年から1996
年までIISSの推定値は基本的にアメリカのそれから強い影響を受けてきたといえ
る。

アメリカとIISSの推定値がどれほど実体をとらえているかという問題は，後に
実体そのものを扱うときに論じるが，まず，重要なことは推定をする側の事情で
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IISSの推定値 米軍・国防総省の推定値
1961〜1963年 33万8000人 ―

1964年 35万2000人 40万0000人
1965年 ―

1966〜1967年 36万8000人 ―
1968年 38万4000人 40万0000人
1969年 38万4500人 ―
1970年 41万3000人 ―
1971年 40万1000人 ―
1972年 40万2500人 ―
1973年 47万0000人 ―
1974年 46万7000人 47万0000人
1975年 ―
1976年 49万5000人 ―
1977年 50万0000人 51万2000人
1978年 51万2000人 ―
1979年 63万2000〜67万2000人 ―
1980年 67万8000人 60万0000人
1981年 78万2000人 ―

1982〜1984年 78万4000人 ―
1985年 83万8000人 ―
1986年 84万0000人 ―
1987年 83万8000人 ―
1988年 84万2000人 ―
1989年 104万0000人 100万0000人
1990年 111万1000人 100万0000人
1991年 113万0000人
1992年 113万2000人 ―
1993年 112万7000人 ―
1994年 112万8000人 110万0000人
1995年 105万4000人
1996年 105万4000人 ―
1997年 105万5000人 120万0000人
1998年 ―

1999〜2003年 108万2000人 ―
2004〜2007年

110万6000人
―

2008年 120万0000人
2009〜2010年 ―
2011〜2017年 119万0000人 ―
2018〜2020年 128万0000人 ―

2021年 130万0000人

表1-1　国際戦略研究所（IISS）および米軍の朝鮮の兵員数推定値（1961～2021年）

（出所）IISSは Military Balance （各年版），米軍および国防総省は，議会などへの報告書，「地域
ハンドブック」シリーズ，Washington Postなどから筆者作成。
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ある。第1のジャンプについては，1977年の米軍および1978年のIISSの51万
2000人という数字は当時のカーター政権にとって望ましいものであった。カータ
ー政権は1977年1月の政権発足当初から在韓米軍撤収計画の策定に入っていた4）。
1978年当時の韓国軍が64万2000人であり，朝鮮半島北側の兵員数がこれより小
さければこの計画の障害になることはなかった。ところが，撤収計画に対しては，
1977年5月17日にシングローブ在韓米軍参謀長が公に反対を表明するなど，米軍
にも政府内にも少なからぬ反対の声が上がっていた。

撤収反対勢力にとって都合のいいことに，偵察機や衛星による写真をとりいれ
た情報分析によって推定値が上方修正されることになった（Oberdorfer 1997, 

101-103; オーバードーファー 2002, 127-129）。1979年初め，『ワシントン・ポス
ト』紙は，最近の情報分析で，兵員数が「これまでの推定よりも多い」とされた
こと，陸軍に関してこれまで25個師団とみていたものが40個師団であるという推
定がなされていることを報じた（Washington Post 1979年1月4日）。続いて，1月
25日にブラウン国防長官が議会に提出した報告書でも，兵員数が「我々の考えて
いたよりも大きなもの」であるとの見解が表明された（Department of Defense 

1979, 50; 「1980会計年度アメリカ国防報告（中）」1979, 64）。6月21日に開かれた
下院の軍事委員会軍事調査小委員会で明らかにされたところでは，国防総省国防
情報局と中央情報局が出した数字は，陸上戦力に関して，従来45万人と考えられ
ていたものが，55〜60万人であり，韓国陸軍の1.1〜1.2倍に相当するというもの
であった（United States, Congress, House, Committee on Armed Services, 

Subcommittee on Investigations 1979, 5-6; 「米下院軍事委軍事調査小委員会報告」

1979, 61-67）。兵力数全体の推定値は発表されなかったが，陸上戦力に関する数
字だけでも，カーター政権の在韓米軍撤収計画を挫折させるのに大きな役割を果
たした。

推定値の増加は，IISSが1979年9月に発表した推定値に反映され，それは1978
年の数字より12〜15万人多い63万2000〜67万2000人となった。しかし，1980
年1月29日にブラウン国防長官が議会に提出した報告書では，60万人という控え

4） カーター政権の在韓米軍撤収政策とその経緯については村田晃嗣同志社大学教授（当時）が 1998 年
に刊行した著作のなかで詳細に分析している（村田 1998, 99-248）。
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めな数字が発表され（Department of Defense 1980, 50; 「1981年度米国防報告

（3）」1980, 58），国防情報局と中央情報局の推定がそのまま用いられたわけで
はなかった。これに対して，9月にIISSはこれを上回る67万8000人という推定値
を発表した。IISSは国防長官が発表した推定値よりも，国防情報局や中央情報局
の大きめの数値をとりいれたのであった。このIISSの推定値には在韓米軍撤収反
対勢力の意向が反映されるようになったといえる。

1981年1月に発足したレーガン政権は，2月に韓国の全斗煥大統領を招き，在
韓米軍撤収計画を完全に中止することと韓国軍近代化に関する援助を行うことを
正式に発表した。韓国との軍事関係を強化しようとするレーガン政権にとって，推
定値は大きければ大きいほど都合がよかった。当時の米軍のジョーンズ統合参謀
本部議長は議会に提出した報告書のなかで，朝鮮民主主義人民共和国が1969年か
ら軍事力の拡大と近代化に向けて「大がかりな努力」を続けており，「朝鮮半島に
おける通常戦力のバランスを明白に北側に向けて変えてしまった」との認識を示
した（Organization of the Joint Chiefs of Staff 1981, 42; 「1982年度米軍事情勢報

告（5）」1981, 74）。一方，アメリカ陸軍の1981年版『地域ハンドブック』では，
1980年に前政権の国防長官が発表した60万人ではなく，IISSが発表した67万
8000人が記載された（Bunge 1981, 209）。この数字は1980年現在の韓国軍の兵
員数60万人と在韓米軍陸軍の兵員数3万0400人を合わせたものを凌駕する数字
であった。これ以後，レーガン政権のもとでは米軍および国防総省は自身の推定
値を発表しなくなった。

IISSは1981年9月に，前年の数字よりも10万4000人多い78万2000人という推
定値を発表した。この第2のジャンプに関するIISSの説明はなく，アメリカの情報
関係者や米軍，国防総省が新たな増強やそうした兆候を発見したといった報道は
ない。したがって，この数字は単に当時のレーガン政権の意向が反映されたもの
と推測される。1982年2月に発表されたワインバーガー国防長官による報告書で
は，「北朝鮮は1960年代以来，その軍事的能力をほぼ2倍に増強」と発表した
（Department of Defense 1982, II-20; 「1983年度米国防報告（抜粋）（下）」1982, 
48）。前述のようにアメリカ陸軍の「地域ハンドブック」シリーズでは1964年版
から1974年版にかけて兵員数を40万人としており，IISSの78万2000人という数
字はこれの「ほぼ2倍」に相当するものであった。
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第3のジャンプ，すなわち1988年と1989年の間の推定値の変化については，ア
メリカの情報関係者の推定値が修正されたことが1989年初めに『ワシントン・ポ
スト』紙で報じられた。この報道では，「中央情報局，国防情報局など情報関係
者」が「これまでの推定より16万人以上多いと推定している」ということと，「と
くに陸上戦力についてこれまで75万人とみていたのに対して93万人であると推
定し，総兵力が100万人以上であると見込んでいる」ということが伝えられた
（Washington Post 1989年1月26日）。ここには総兵員数の増加分と陸上戦力の増
加分に若干の矛盾があるが，新たな総兵員数100万人と1988年のIISS推定値の84
万2000人との差が約16万人であることから，アメリカの情報機関，米軍および
国防総省が1988年までIISSの推定値を使っていたことを確認することができる。
また，陸上戦力の75万人は1988年のIISSの推定値との一致し，93万人は1989年
のIISSの数字と一致する。そして，IISSの1989年の兵員数の推定値は前年の84万
2000人より19万8000人多い104万人であった。

この第3のジャンプのもとになった「情報関係者」の推定値は第2のジャンプの
場合とは異なり，政権の意向を必ずしも反映したものではなかった。すでにレー
ガン政権は財政赤字の対策に追われ，その結果，1988年2月18日にカールーチ国
防長官は，国防予算が要求額から325億ドルも削られたことで，大統領と議会に
不満をぶちまけていた（Department of Defense 1988, 15; 「1989年度アメリカ国防

報告（抜粋）（1）」1988, 34）。国防関係者や情報関係者にとって，北側の軍事力を
大きくみせる必要があったという点では第1のジャンプの場合との共通点があっ
た。しかし，兵員数を多く見積ることも，また，米軍および国防総省の数字とIISS
の推定値とを一致させることも，1989年1月20日に発足したブッシュ政権の関心
を引くことはできなかった。

ブッシュ政権では，冷戦終焉によって，在韓米軍削減に関する計画が策定され，
この計画が1990年4月19日に議会に提出された（Department of Defense 1990）。
同4月19日，ウォルフォウィッツ国防次官が上院軍事委員会での証言のなかで述
べた数字は，IISSの104万人ではなく，『ワシントン・ポスト』紙にあった100万
人であった（“Statement of Paul Wolfowitz …” 1990, 6）。

さらに，アメリカでは1991年10月に国防情報局が「北朝鮮――軍事力の基礎」
と題する報告書を発表し，そのなかで陸軍100万人，海軍6万人，空軍8万人との
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推定を発表した（Defense Intelligence Agency 1991）。すると，IISSは1992年に
113万2000人という推定値を発表して，この国防情報局の数字を引き継いだ。し
かし，1993年1月に発足したクリントン政権には，この数字は多すぎると感じら
れたようである。アメリカ陸軍の『地域ハンドブック』1994年版は国防情報局や
IISSよりも控えめな「110万以上」という数字を挙げるようになった（Savada 

1994, 287）。1995年2月に国防総省は「東アジア戦略報告」で在韓米軍削減計画
の終了と東アジアにおける10万人の米軍を維持する方針を明確にしており，もは
や兵員数の見積りは大きな問題になることはなかった。国防情報局は1995年12
月に「北朝鮮――軍事力の基礎（改訂版）」を発表したが，ここでは陸軍92万3000
人，海軍4万6000人，空軍8万5000人とされ（Defense Intelligence Agency 1995），
この合計は105万4000人であった。IISSも1996年にこの数字を引き継いだ。

その後2010年まで，米軍および国防総省の推定値とIISSの推定値との間には相
関関係がみられなくなった。アメリカ海兵隊は1997年5月に発表した「北朝鮮ハ
ンドブック」で120万人という推定値を発表した（Marine Corps Intelligence 

Activity 1997, 34）。その後，陸軍は『地域ハンドブック』2008年版でこの120万
人を引き継いだ（Worden 2008, 245）。この数字は後述する商務省の調査結果を
とりいれたものである。一方，IISSは1997〜1998年に105万5000人，1999〜
2003年に108万2000人，2004〜2010年まで110万6000人と発表しており，
1997年以降，米軍および国防総省の影響を受けた形跡はない。むしろ，2011年
以降は後述するような韓国国防部の推定値が用いられるようになった。そして，ア
メリカ側でも国防情報局が2021年に発表した報告書で130万人という数値を示
したが（Defense Intelligence Agancy 2021, 7），これも韓国国防部が2016年以降
に発表した128万人を反映したものであった。
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 2 韓国側の推定値

IISSの推定値に次いで論者たちが多く引用するのは韓国国防部による推定値で
ある5）。国防部による推定値が初めて発表されたのは1967年版の『国防白書』で
あったが，『国防白書』はそれから1987年まで刊行されなかった。この間，韓国
政府では公報部が1968年に45万人，国土統一院が1978年に56万8000人との推
定値を発表しており，国防部の発表とも整合性がある（公報部 1968, 68; 国土統一

院 1979, 65）。また一方で，中央情報部で北朝鮮情報の蒐集を担当していた康仁
徳局長らによって1968年に刊行された『北韓總覧』および1974年に刊行された
『北韓全書』では，1953年7月27日の朝鮮戦争停戦時で29万4500人，1968年で
39万7000人，1974年で50万人という兵員数が挙げられている（北韓年鑑刊行委

員会 1968, 535-544; 康仁徳 1974, 80）。しかし，この中央情報部関係者の推定を
継承する推定値はその後発表されていない。これらの発表の乏しさから，韓国の
研究機関でも，継続的に発表されているIISSの数値を利用している場合がある6）。

国防部は，IISSと違って，かつての数値との変化の経緯を説明することがある。
たとえば，『国防白書』1988年版は，兵力推定に関して，「62年〔筆者注：66年の

誤植と推定される〕に比べて兵力2.1倍，戦車5.4倍，野砲3.7倍，艦艇3.4倍」と説
明している（『国防白書1988』1988, 75）。それから，1991年から1992年の間に推
定値が1万5000人多くなったことに関して，この増加が1991年から1992年に関
して起こったと説明している（『国防白書1992〜1993』1992, 56）。1992年から
1993年の間に兵員数が2万人増加したことに関して，この間に1個軍団が増設さ
れたことなどがその根拠とされている（『国防白書1993〜1994』1993, 61）。しか

5） 日本では 1978 年に，韓国国防部の推定に基づいて戦力の分析を行った論文が出ている（青田 1978）。
また，2006 年に刊行された研究書にある兵員数は韓国国防部の数字と一致する（清水 2006, 104）。

6） 李世圭陸軍准将による『世界國防年鑑』の 1966 年版と 1967 年版にある朝鮮の兵員数は『ミリタリ
ー・バランス』1965/1966 年版，同 1966/1967 年の推定値と同一である（李世圭 1966, 237; 1967, 
327）。国家安全企画部傘下の北韓研究所から刊行された『北韓總覧』の 1983 年版と 1986 年版でも
IISS の数字が引用されている（社団法人北韓研究所 1983, 1554; 1986, 90）。なお，『世界國防年鑑』
1968 年版に記載されている 41 万 2500 人はその出所が不明である（李世圭 1968, 387）。『北韓總
覧』の 1994 年版では韓国国防部の推定値が引用されている（社団法人北韓研究所 1994, 847-848）。
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し，他の数字に変化に関して，『国防白書』は説明を避けている。
説明のない変化のうち最も大きなものは，1988年と1989年の推定値の間に11

万人の違いがあることである。これは先に述べたIISSの第3のジャンプと時期が
一致する。また，1996年の国防部の推定値105万5000人は，先に述べた1995年
のアメリカ国防情報局の推定値および1996年のIISSのそれである105万4000人
よりわずか1000人しか違わない（表1-1，表1-2）。このことから，国防部の推定値
は1988年以後，アメリカの情報およびIISSの推定値から強い影響も受けてきたと
いえる。国防部の推定値は1997年以後IISSよりもアメリカの数字に近くなり，
2010年からはIISSがむしろ韓国国防部が2008年に発表した119万人の数値をそ
のまま用いるようになった。そして，韓国国防部は2014年に120万人という数字
を発表し，さらに2016年には何の説明もなくその数値を8万人増やして128万人
という数字を発表した。すると，先に述べたとおり，2021年にアメリカ側はこの
数値を反映して130万人という数値を発表した。

1966年 41万0000人
1974年 54万2000人
1988年 87万0000人
1989年 98万0000人
1990年 99万0000人
1991年 99万5000人
1992年 101万0000人

1993〜1994年 103万0000人
1995年 104万0000人
1996年 105万5000人
1997年 114万7000人
1998年 116万0000人

1999〜2006年 117万0000人
2008〜2012年 119万0000人

2014年 120万0000人
2016〜2021年 128万0000人

表1-2　�韓国国防部による朝鮮の兵員数推定
値（1966～2021年）

（出所）『国防白書』（韓国国防部）各年版および『東
亜日報』1974年6月24日から筆者作成。
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なお，韓国にはかつて朝鮮人民軍あるいはその関係部署に勤務した経験をもつ
亡命者がいるが，軍隊全般の状況を知る立場にいたわけでもなく，むしろ，彼ら
の著書では兵員数に関して『国防白書』を引用しているか（イ ジョンヨン 2007, 

218; イム ホングン 2005, 298），あるいはIISSの影響を受けたと思われる数字が書
かれているにすぎない（李忠国 1994, 44）。

 3 人口学的な推計

また，IISSと韓国国防部の推定値の平均値をもとに兵員数の人口に対する比率
を調査した2000年の日本での研究によると，朝鮮の兵員数の人口比は1000人当
たり49.5人であり，韓国の軍隊の14.4人やイスラエルの軍隊の34.3人よりも，ま
た，1941年の対米開戦で根こそぎ動員に入った時の日本の陸海軍の33.4人およ
び1943年時の35.0人よりも大きいとされている。ただ，この調査を発表した研究
者自身，IISSや国防部の推定値が多すぎるのではないかと感じていることも記し
ている（塚本 2000, 168）。

一方で，兵員数もその人口比もこれらより大きくなるという調査結果がアメリ
カ商務省統計局から1991年に発表されている。そして，この調査に当たったN・
エバースタットとJ・バニスターはその詳細をカリフォルニア大学バークレイ校東
アジア研究所から1992年に『北朝鮮の人口』として出版した（Eberstadt and 

Banister 1992; 宮塚 1991）。
エバースタットらは1990年5月に平壌に入り，中央統計局から人口統計資料を

入手した。そして，独自の分析によって朝鮮側の資料に1975年に71万4000人，
1987年に124万9000人の男子の脱漏があることを指摘し，これを当時の兵員数
と判断して，兵員数の人口比が6.1％，1000人当たり61人になると結論づけた
（表1-3）。この推定結果は，これまでおもにIISSの推定値をそのまま使っていた
アメリカ軍備管理軍縮局（U. S. Arms Control and Disarmament Agency: ACDA）

の定期刊行物『世界軍事支出と兵器移転』に反映され，このなかで1991年から兵
員数が120万人，人口比が1000人当たり53〜55人で世界最高であると記載され
るようになった（World Military Expenditures and Arms Transfers 1990, 6; 
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1991-1992, 6; 1993-1994, 7）。そして，先に述べたとおり，1997年から米軍およ
び国防総省の推定値もこの影響を受けた。

しかし，エバースタットらもその著書で示しているように，この兵員数は過大
であるとのクレームが協力者である平壌の中央統計局から寄せられていた。この
クレームは統計で把握されていない人数のなかに居住地を離れて建設労働に従事
した人数などがあるなどの事情を説明したものであった（Eberstadt and Banister 

1992, 90）。そして，それ以上に統計の操作に関して，エバースタットらは1986
年以前の年齢別および性別人口構造に対して韓国側の構造をそのまま適用してい
たことに問題があった（Eberstadt and Banister 1992, 101）。

エバースタットらの分析結果に大きな修正を加えることになったきっかけは，
建国後初のセンサスが1993年に行われ，その結果報告書が1996年に示されたこ
とである（Population Center 1996）。このセンサス結果を用いて人口構造を研究
した在日朝鮮人研究者の文浩一は，1999年に法政大学に提出した修士論文で，
1950〜1953年の朝鮮戦争が年齢別および性別人口構造に及ぼした結果が朝鮮半
島の南北で大きく異なることを明らかにした（文浩一 1999, 25-27）。また，セン
サスの報告書では，中央統計局が総人口を2121万3378人と発表しながら，人口
の分析に2052万2351人という数字を使っており，この差は69万1027人になる。
1999年に平壌の人口研究所研究員が日本の大阪経済法科大学の刊行物で発表し
た論文では，2052万2351人について「軍人を除く」と注記しており（Choi 1999, 

1975年 71万4000人
1980年 90万9000人
1982年 104万人
1985年 113万人
1986年 120万2000人
1987年 124万9000人

表1-3　�アメリカ商務省統計局の調査に
よる朝鮮の兵員数推定値（1975
～1987年）

（出所）Eberstadt and Banister（1992）から
筆者作成。
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96），69万1027人は兵員数であることを平壌側が公認した形になった7）。また，政
府当局者が2003年に国連児童基金に伝えた2000年の地域別人口の総計は2227
万1000人であるが，2000年の総人口は2296万3000人であり（UNICEF DPRK 

2003），この差は69万2000人となる8）。
したがって，1989年以降あるいは1992年以降の兵員数を100万より多くみる

IISSや韓国国防部の推定値は，人口統計から知ることができる実際の兵員数から
かなり離れていることがわかる。なお，1993年の兵員数69万1000人，2000年の
兵員数69万2000人の人口比はそれぞれ1000人当たり32.6人，30.2人となる。

2008年には2回目のセンサスが実施された（Central Bureau of Statistics 2009）。
このセンサスの報告書で「兵営にいる人を含んだもの」と明記された総人口は
2405万2000人，兵営にいる人々を除いた地域別人口の総計は2335万人である。
したがって，70万2000人が兵営にいることになり，兵員数の人口比は1000人当
たり29.2人となる9）。

 4 朝鮮戦争までの兵員数の推移

兵員数について，以下のような数字が公式に発表されている。1981年6月に，朝
鮮労働党傘下機関である対外文化連絡協会の玄峻極副委員長が『朝日新聞』のイ
ンタビューで「37〜40万の間」と述べている。また，1983年9月12日に，同じ
く対外文化連絡協会の金佑鍾副委員長が『毎日新聞』とのインタビューで「30万
余」と述べている（『朝日新聞』1981年6月17日; 『毎日新聞』1983年9月13日）。さ

7） この 69 万 1027 人の存在を最初に指摘したのも文浩一である（文浩一 2000, 9-10）。
8） 文浩一は 2008 年に一橋大学に提出した博士論文で，1993 年の 69 万 1000 人と 2008 年の 69 万 2000

人について，兵員のほかに「朝鮮労働党の一部の幹部」が含まれると述べている（文浩一 2008, 166）。
ただし，ここではこの「一部の党幹部」は無視できるほど少ないと判断する。なお，この博士論文に
加筆修正されたものが 2011 年に明石書店から刊行された（文浩一 2011）。

9） センサスから知ることができる兵員数は兵営にいるものに限られる。そして，本書では兵営にいる兵
員数を総兵員数と同じものとして扱っている。しかしもし，より精密な分析を行うとすれば，軍事部
門に属していて兵営にいない人員もあることに注意しなければならない。日本の場合，2007 年度末の
防衛省職員は 27 万 1615 人，2007 年末の自衛隊各基地の定員の合計は 25 万 0840 人であるため（防
衛省 2008），基地にいない防衛省職員が 2 万 0775 人，職員数の 7.6％に相当する。
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らに，1987年9月10日に人民武力部（現：国防省）は「42万人」と発表している
（『労働新聞』1987年9月11日）。

公式発表の数値は1980年代のものに限られているため，先に述べた1990年代
以降の兵員数だけでそれらの正確さを検証することはできない。それには，過去
における兵員数，そして，その後の兵員数の推移を裏づける資料が必要である。

過去の兵員数に関しては，幸いにして，2000年に中国人民解放軍の新聞『解放
軍報』に朝鮮戦争時の兵員数に関する数字が軍事科学院によって発表され（『解放

军报』2000年10月25日），また，2001年に韓国国防部から，朝鮮戦争時のソ連軍
事顧問団長による報告書が翻訳されて刊行された（國防部軍事編纂硏究所 2001a; 

2001b;  2001c）。さらに，韓国国史編纂委員会もロシア政府から提供された朝鮮
戦争関連の文書を翻訳して刊行しており，とくに2006年に刊行された「海外史料
叢書」の第11巻には，兵員数に関する資料も収録されている（国史編纂委員会 

2006）。中国人民解放軍は，1950年10月19日から朝鮮戦争に参加し，25日には
中国人民志願軍司令部を設置し，1951年1月10日の彭徳懐司令と朝鮮人民軍最高
司令官である金日成首相（当時）との会談によって中朝連合司令部を設置してそ
れを主導しているため，朝鮮戦争時における朝鮮人民軍の状況を現地で把握する
立場にあった10）。そして，ソ連も軍事顧問団を朝鮮においており，顧問団は戦争中
の人民軍の状況を把握する立場にあった11）。朝鮮から戦争時の兵力数について公
式発表がない現在の資料状況では，これらの中国とソ連の資料が最も正確な数値
を示しているといえる。

1950年6月〜1953年7月の朝鮮戦争時の兵員数について，上記の中国側の資料
には，1950年10月に10万8800人，1951年6月に34万0156人，1953年7月に45

10） 志願軍司令部は，当初平安北道昌城郡東倉面大楡洞（現：東倉郡大楡労働者区）に設置され，1950
年 12 月 13 日に平安南道成川郡通仙面君子里（現：成川郡君子里），1951 年 3 月 9 日に江原道金化
郡甘嶺，4 月に江原道伊川郡板橋面龍塘里空寺洞（現：板橋郡龍塘里），10 月までに平安南道成川郡
崇仁面昌仁里（現：桧倉郡桧倉邑）に移転した。連合司令部も当初大楡洞に設置されたが，君子里，
空寺洞，昌仁里に移転しており，両者は同一の位置にあったことがわかる（教育図書出版社 1990, 
386-387, 392-394; 杨凤安·王天成 1993, 224-225）。

11） この戦争にはソ連空軍も第 64 戦闘飛行軍団を組織して，飛行士たちを中国人民志願軍に紛れる形で
秘密裏に戦闘に参加させた。ソ連軍の秘密参戦自体が広く知られるようになったのは，1979 年のカ
ピッツァの著作での記述によってであった（カピッツァ 1979, 5）。そして，2005 年には，参戦した
部隊の状況について言及した書籍が刊行された（ポポフ・ラヴレノフ・ボルダノフ 2005, 259-317）。
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万4168人であったとしている。同じくソ連側の資料にはこれよりも詳しい記録が
ある。一方，1949年9月15日付のシュチコフ駐朝鮮大使の報告書では，1949年8
月1日時点の兵力数について，人民軍が8万人であると記されている（国史編纂委

員会 2006, 34-47）。また，ソ連軍事顧問団長のラズバエフ中将は1951年10月20
日時点の編成で33万1413人，実数29万3684人としている（國防部軍事編纂硏究所 

2001b, 266-267）。これらの数字のうち，1951年6月の中国側の数字がラズバエ
フの同年10月の編制上の数字に近いことから，中国側の数字は編制上の数字であ
ることがわかる12）。

これらの数字に対して，1949年末時点の人口が962万2000人，1953年12月1
日時点のそれが849万1000人であることが発表されているので（朝鮮民主主義人

民共和国国家計画委員会中央統計局 1961），そこから当時の兵員数の人口比を求め
ることができる（表1-4）。1949年から1953年までの間で最も兵員数の人口比が
最も大きいのは，停戦がなされたときである1953年7月の人口1000人当たり
53.5人である。この人口比はこの国で最大限の軍事動員を行うときのものである
といえる。

12） シュチコフ報告書が収録された国史編纂委員会の資料集には，1951 年 12 月 3 日付のソ連軍総参謀
部作戦総局報告書で 1950 年 6 月 25 日時点の人民軍の兵力数が 18 万 8000 人，同年 11 月 21 日付
の同作戦総局報告書で 11 月 14 日時点のそれが 25〜27 万人，1953 年 8 月 25 日付の同作戦総局報
告書で 6 月 15 日時点のそれが 39 万 4121 人，同 53 年 9 月 3 日付の同作戦総局報告書では，いつ
の時点の数値かは明記されずに39万4118人という数字が上がっている（国史編纂委員会 2006, 59-
62, 642-644, 648）。しかし，これらの数字は現地からの報告ではなく，ソ連軍総参謀部作戦総局の
なかで作成されたものであることから，ここでは考察の対象としていない。

兵員数(万人) 人口(万人) 人口比(1000人当たり)
1949年8月1日 8.0

962.2(1949年)

8.3
1950年10月 10.9 11.3
1951年6月 34.0 35.3

1951年10月20日 33.1 34.4
1953年7月 45.4  849.1(1953年) 53.5

表1-4　中国およびソ連の資料に示された朝鮮の兵員数（1949～1953年）

（出所） 朝鮮民主主義人民共和国国家計画委員会中央統計局(1961),『解放军报』(2000年10
月25日),國防部軍事編纂研究所(2001c),国史編纂委員会(2006)などより筆者作成。
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 5 停戦後からこんにちまで

先に述べたとおり，1953年7月の兵員数を米軍は27万5292人，韓国の情報機
関系の研究機関は29万4500人とみており，この頃の米軍や韓国政府は兵員数を
10万人以上過小評価していたことがわかる。

停戦後，戦後復旧にとりくむ朝鮮労働党と政府にとって最も頭の痛い問題のひ
とつに労働力の不足があった。金日成は，1953年8月8日に党中央委員会第6次全
員会議で「戦後人民経済復旧発展のための膨大な需要に対してこんにち我々には
労働力が不足している」と述べている（金日成 1956, 81）。そして，1956年5月31
日には，人民軍を8万人削減するという方針が発表され，8月29日にはその完了が
発表された（『労働新聞』1956年6月1日; 1956年8月30日）。この時期の除隊軍人は，
住宅や食糧の不足から工業部門には配置されず，そのほとんどが農業部門に回さ
れた。金日成は12月17日に「農業生産を保障するために農村に除隊軍人を送り，
農村青年を人民軍にとらないようにするいくつかの対策」を講じたと述べている
（『金日成著作集10』1980, 437）。また，金日成は12月20日に人民軍部隊連合部隊
以上の軍政幹部会議での演説で，「こんにち人民軍を強化するための我が党の方針
は軍隊を量的に拡大するのではなく，質的水準を向上させるところにあります。党
はここ数年間こうした方向で人民軍を指導し，人民軍を現代的武器で装備し，技
術兵種を増やす措置をとりました」と述べ，さらに，1958年10月30日に各級軍
事学校教員大会での演説でもこの方針を強調した（『金日成著作集11』1980, 452; 

金日成 1969, 317）。したがって，停戦時の兵員数40万2000人は1956年に32万
2000人に削減され，しばらくの間，この水準が維持されたといえる。なお，1956
年9月1日の人口は935万9000人であるため，この時点で兵員数の人口比は1000
人当たり34.4人である。

先の述べたように米軍は1958年7月の兵員数を38万3141人とみたが，これは
実体の数字に近くなったものの，それは米軍が考えていたような増加の結果では
なく，実体が減少した結果であった。

1962年12月10日〜14日に党中央委員会第4期第5次全員会議が開かれ，後に
「経済建設と軍事建設の併進」あるいは「党の軍事路線」と呼ばれるようになる
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政策が発表された。ただし，『労働新聞』に発表された「党中央委員会第4期第5
次全員会議に関する報道」をみる限り，正規軍の量的拡大に関係することはその
方針に入っていない。そこで要求されていることは第1に，全人民の武装化，す
なわち民間防衛力の強化であり，第2に，全国土の要塞化，すなわち坑道，地下
軍事施設の建設であり，第3に，人民軍の幹部化，正規軍における指揮能力の強
化であり，第4に，人民軍における軍事技術の強化であった（『労働新聞』1962年

12月16日）。また，金日成は，1963年2月8日に，「人口比でみると，我々は社会
主義諸国のなかで軍隊を最も多くもっている国です」と発言しており，正規軍兵
員数の増強は考えていないことを示していた（『金日成著作選集3』1970, 515）。し
かし，1968年1月23日に人民軍海軍がアメリカの情報収集船プエブロ号を拿捕し
たことによって，朝鮮労働党と政府はアメリカとの戦争を覚悟して正規軍の量的
拡大に入った。

1968年に膨張した兵員数について，それを直接示す資料は発表されていないが，
金日成の言葉と公表された統計のうち直近のものから関連する数字を使うことに
より，その規模を計算することが可能である。金日成は1973年2月21日に，プエ
ブロ号事件を契機に大部分の農村青年が入隊したことについて言及し，「その結果，
農村には青年がいくらもおらず，女性と老人だけが残るようになりました」と述
べている（『朝鮮中央年鑑1974』1974, 9）。そして，この農村からの根こそぎ動員
が食糧生産に重大な影響をもたらしたことは，金日成の1970年12月19日の道・
市・郡党責任秘書協議会での演説，1973年1月8日〜9日の党中央委員会政治委員
会での結論で農業生産がうまくいっていないことに言及していることで裏づけら
れる（『金日成全集45』2002, 381-382; 『金日成全集50』2003, 278-279）。

そこでこの金日成の発言をもとに，いくつかの仮定をおいて，利用可能な直近
の統計からの推計をしてみよう。まず，増員される前の兵員数は1956年段階の32
万2000人がそのまま維持されたと仮定する。第2に，増員分は17〜26歳の農村に
住む男子の数がすべて入隊したものと等しいと仮定する。第3に，1968年当時の
17〜26歳の男子の数はそのまま，直近の統計にある当該年齢の男子の数に等しい
と仮定する。第4に，増員前の兵員数32万2000人のうち軍官（将校に相当）を除
いた人数を16〜26歳の人数と等しいとみなし，軍官の人数とそれを除いた兵員数
の比率については直近の統計にあるそれがそのまま維持されていると仮定する。
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直近の年齢別人口統計と人口の都市化に関する統計については，前述のエバース
タットらに朝鮮中央統計局が提供した資料に，1986年の年齢別人口統計と1953
〜1987年の人口の都市化に関する統計がある（Eberstadt and Banister 1992, 20, 

40）。また，直近の軍官の人数とそれを除いた兵員数の比率については，前述の
ソ連軍顧問団の報告書に統計がある（國防部軍事編纂硏究所 2001c, 266-267）。
1968年当時の17〜26歳の男子の人口は，1986年の年齢別人口統計にある17〜
54歳の男子の人口428万7000人を年齢別に平均して得られる35〜44歳の男子の
人口112万8000人と等しいことになる。このうち，すでに軍隊に入っている人口
は，兵員数32万2000人のうち軍官を除いた人数である。兵員のなかの軍官の割
合は，1953年7月の統計で編制上の兵員数33万1000人のうち4万3000人である
ことから13.0％であり，増員前の兵員のうち17〜26歳の人数は，兵員数32万
2000人から軍官4万2000人を減じた28万人となる。したがって，増員の前，都
市または農村に居住していた17〜26歳の男子の人口は112万8000人から28万人
を減じた84万8000人である。ところで，1970年の都市と農村の人口比率は54.2
対45.8であり，この比率を適用すれば，農村の17〜26歳の男子の人口は38万
8000人となり，これに増員前の32万2000人を加えれば，71万人という増員後の
兵員数となる。そして，1969年の人口が1363万人であるため，この兵員数の人
口比は1000人当たり52.1人となり，朝鮮戦争停戦時のそれに匹敵する。

1968年の大量入隊は実際には秋の収穫期を終えた後に実施されたようである
が13），この兵員数の規模は1969年になっても，4月15日に人民軍が米軍の偵察機
を撃墜したことによる緊張のため，継続したようである。

この拡大について，米軍および国防総省，IISS，韓国国防部は当時，まったく
把握していた形跡がない。

大量入隊者が当時の服務期限である3年間を経る1971年になると14），金日成の

13） 金日成は 1973 年 10 月 31 日〜11 月 1 日に開催された党中央委員会政治委員会で，穀物収穫高が最
も高かったのが 1968 年だと述べている（『金日成全集 53』2004, 130）。このことから農村からの
大量入隊はこの年の収穫が終わってからであるとみるのが自然である。

14） 正規軍の服務期間について，人民軍は志願制の原則をとっているため（実際にはかなりの強制力を伴
うものであるにしろ），服務期限が固定されているわけではないが，目安としての期限が金日成の発
言などに出てくる。金日成は 1971 年 9 月 30 日の演説のなかで「2〜3 年間」，1975 年 2 月 24 日
には「3 年間」と述べている（『金日成著作集 26』1974, 338;『金日成全集 56』2004, 321-322）。
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演説のなかにも除隊軍人の配置に関する言及が現れ始めた。除隊軍人はおもに大
学に送られたが，経済部門に関しても，除隊軍人400人が煕川工作機械工場に配
置されるということも行われた（『金日成著作選集6』1974, 13; 『金日成著作集26』

1984, 338, 415）。そして，1973年1月に金日成は農村での軍隊の徴募を当分見合
わせるよう指示を出した（『金日成著作集28』1984, 61）。除隊を進めながら，最大
の供給源からの徴募がなくなれば，正規軍の兵員数は当然減少していくことにな
る15）。ただし，1975年まで金日成は軍隊を削減して経済部門の労働力に回すこと
に否定的な発言をしていたため（『朝鮮中央年鑑1976』1976, 165），1970年代前半
では正規軍削減の速度は緩慢であったようである。

しかし，戦時同様の動員態勢が継続していることは軍隊内の食糧不足と経済部
門での労働力不足という問題を深刻化させていた。とくに軍隊内の食糧不足につ
いては1976年7月1日と12月20日に金日成がその責任者である人民軍後方総局
長を叱責するほどだった（『金日成全集59』2005, 434-462; 『金日成全集60』2005, 

476-489）。1976年3月3日に金日成は，青年化学総合工場建設に従事している軍
人のうち800人を除隊させて建設企業に配置するほか，大同江発電所建設に動員
されていた「多くの軍人」を除隊させて建設労働者として青年化学総合工場建設
に従事させるよう指示を出した。秋には平安南道徳川地区の炭鉱に除隊軍人2500
人が配置され，翌1977年4月にはさらに600人の除隊軍人が配置された（『金日成

全集58』2005, 364; 『金日成著作集32』1986, 97, 106）。このように1976年には兵
員の削減に躊躇することはなくなった。この年の8月18日には南北共同警備区域
で人民軍と米軍のトラブルが発生したことを機に一時的に危機的な状況が発生し
たため，経済部門からの大量入隊があったが，これは一時的なものに終わった
（『金日成全集61』2005, 71-72）。

なお，2003 年 3 月 26 日の最高人民会議第 10 期第 6 次会議で「軍事服務法」が制定されたが，同
法には服務期限を明確に規定した条文はないことが確認されている（文浩一 2014）。ただし，1996
年 9 月に潜水艦の座礁によって韓国軍の捕虜となり，帰順した人民軍の軍人は服務期限が 10 年間で
あると述べており，それまでに実際に 10 年間という服務期限が適用されるようになったことがわか
る（權榮基 1997, 91）。筆者も複数の 1990 年代以降脱北した軍隊出身の脱北者から「10 年間」と
いう期限を聞いている。

15） 農村での徴募の停止は農業生産の好転につながった。金日成は 1973 年 10 月 31 日〜11 月 1 日に開
催された党中央委員会政治委員会で，この年の穀物生産が前年よりうまくいったことに言及している

（『金日成全集 53』2004, 130）。
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兵員の削減は1977年に加速した。价川地区の炭鉱に700人，平壌火力発電所に
300人といった個々の企業に対する除隊軍人の配置も続けられた（『金日成全集62』

2006, 211, 275）。この上に，8月4日に党中央委員会政治委員会で「建設部隊の正
規化と専門化」という方針が示されたことで（『金日成全集63』2006, 336-357），経
済建設に動員されていた部隊のなかに，部隊丸ごと除隊してひとつの建設企業に
なるケースも現れた16）。1978年までには多くの新たな建設企業が組織されたが，
そのなかにはこのような企業も少なくなかったようである。1978年6月15日に金
日成は，アメリカ，イギリス，日本などの資料で兵員数が40万人とされていると
述べ，そして，自国の人口比からもこれ以上の軍隊はもつことができないと述べ
たが（『金日成著作集33』1987, 278），もはや大量入隊の時期から10年経過してい
るため，兵員数がここまで削減されていてもおかしくはない17）。

1979年にアメリカの国防情報局や中央情報局は陸軍だけで55〜60万人になる
とし，IISSは総兵力を63万2000〜67万2000人とした。この増大は偵察機や衛星
による写真をとりいれた新たな情報分析によってわかったとされているものであ
り，これらの数字は1968年の実体に近いものになっている。しかし，国防総省や
IISSが推定値を増加させた時にはすでに実体はずっと縮小していたのである。

先に述べたとおり，1981年6月に「37〜40万の間」，1983年9月に「30万余」，
1987年9月に「42万人」との公式発表があったが，1978年以降，10年以上の間，
兵員数は40万人を前後していたとみられる。この間，1987年7月30日に，10万
人を除隊させる命令が発せられ，これが12月14日に完了していることから（『労

働新聞』1987年7月31日; 1987年12月14日），1987年末には32万人程度にまで縮小
していたことになる。この10万人除隊命令の前，2月6日〜8日にモスクワでの会
議で，1989年の第13次世界青年学生祝典が平壌で開催されることが決定してお

16） そのひとつの例として第 12 火力発電所建設事業所がある。この企業は 1965 年 11 月 25 日に組織さ
れた建設部隊が，1977 年 8 月 4 日の「建設部隊の正規化と専門化」方針によって，そのまま建設企
業となったものである（『労働新聞』1995 年 11 月 25 日; 2005 年 11 月 21 日）。この企業は火力発
電所建設連合企業所の傘下に入ったが，この連合企業所にはほかにも，第 11 火力発電所建設事業所，
第 13 火力発電所建設事業所，建設機械化事業所，第 51 建設事業所などがある。

17） 先に述べたとおり，この発言の前年である 1977 年に IISS は 50 万人，在韓米軍は 51 万 2000 人と
推定している。IISS の推定が 40 万人台の推定を発表したのは，1970〜1976 年までであり，アメリ
カ陸軍が 40 万人としていたのは『地域ハンドブック』1976 年版までである（Vreeland et al. 1976）。
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り，多くの除隊軍人が建設事業に動員されることになっていた。そして，建設ブ
ームは祝典が終了してからも続き，西海岸での大規模灌漑建設や平壌5万世帯住
宅建設などに労働力の動員がかけられた。

1989年初めにアメリカの情報関係者たちは推定値を増加させて100万人とし，
これに続いてIISSは104万としたが，1980年代を通じて，正規軍の規模がこれほ
ど大きく増加する理由は国内に見当たらない。むしろ，軍隊の規模拡大は1993年
に入ってからのことである。

1993年の兵員数の増大は，1968年のときと同じく，アメリカとの関係が緊張
したためである。1992年1月7日に政府は国際原子力機関（IAEA）と査察に関す
る協定を結ぶ意向を発表し，5月から査察を受け入れた。これを受けて，米軍と
韓国軍は1992年に実施する予定であった合同軍事演習「チームスピリット」の中
止を発表した。しかし，IAEAが朝鮮側の申告に疑念をもち，双方が対立するよ
うになると，10月7日〜8日の韓米年例安保協議会議で米軍と韓国軍が1993年に
「チームスピリット」を再開することを決定した。「チームスピリット93」の実
施に対して，1993年3月8日〜24日に「準戦時態勢」が実施され，正規軍の規模
も拡大された18）。12日に核拡散防止条約からの脱退が宣言されたが，この頃，人
民軍最高司令官である金正日も戦争を覚悟し，人民軍第2軍団（第567軍部隊）を
歩兵部隊のみならず航空部隊，機械化部隊，砲兵部隊で増強して「打撃軍団」と
し，演習を行ったことが，1998年に文学芸術総合出版社から刊行された小説『歴
史の大河』を通じて明らかになっている（チョン ギジョン 1998, 387-393）。また，
1993年3月22日発の朝鮮中央通信によると，全国で150余万名の青年学生が人民
軍に入隊あるいは復隊を志願したと報道された（『労働新聞』1993年3月22日）。こ
の志願者すべてが正規軍の編制に組み入れられたわけではなく，先に述べたとお
り，1993年センサスをもとにした人口学での研究結果で兵員数は69万1000人で
あり，増加分は37万1000人，人口比は1000人当たり32.6人である。

この増加に関して，IISSの推定値は何の反応も示しておらず，米軍および国防
総省も把握していた形跡はなく，韓国国防部も1992年と1993年の間に2万人の増

18） アメリカ側は 1994 年に入っても，寧辺核施設に対する「先制局部攻撃」の実施を検討するなどの動
きをしていた（Perry 2006）。
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加があったとしている程度である。
先に述べたとおり，1993年の軍隊の規模はその後も維持され，兵員数は2000

年に69万2000人，2008年に70万2000人であった（表1-5）。
これに対して，米軍および国防総省，IISS，韓国ともに2000年以降にも100万

を超す推定値を発表している。2008年の米軍および国防総省の推定値と実体の差
は49万8000人，IISSの推定値と実体の差は40万4000人，韓国国防部の推定値と
実体の差は48万8000人であり，これらの推定値は実体よりも57.5〜70.9％多く
見積っていることがわかる。

まとめ

朝鮮民主主義人民共和国の兵員数に関するIISSの推定値は1978年から1996年
まで，米軍および国防総省，あるいはアメリカの政権の影響を強く受けてきた。
1978年にIISSは在韓米軍が1977年に発表した数字をそのまま用い，1979年には，
国防情報局および中央情報局が見込んだ陸上兵力の増加をそのまま反映させた数

兵員数(万人) 人口(万人) 人口比 
(1000人当たり)

1956年5月31日 32.2  935.9 34.4
1968年 71.0 1363.0(1969年) 52.1
1978年 40.0

1729.8(1980年)
23.1

1981年 37.0〜40.0 21.4〜23.1
1983年 30.0以上 1777.4(1982年) 16.9

1987年 42.0(9月)
32.0(12月) 1934.6 21.7

16.5
1993年 69.1 2121.3 32.6
2000年 69.2 2296.3 30.1
2008年 70.2 2405.2 29.2

表1-5　公式発表された朝鮮民主主義人民共和国の兵員数

（出所）  『朝日新聞』1981年6月17日，『毎日新聞』1983年9月13日，『労働新聞』1987年9月11
日，『解放军报』2000年10月25日，國防部軍事編纂研究所（2001c），『金日成著作集』，
Population Center (1996), Central Bureau of Statistics (2009)などにより筆者作成。
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字を発表した。しかし，1980年に国防長官が発表した数字はそれよりも控えめな
ものであり，IISSの数字は国防長官よりも国防情報局および中央情報局の高めの
見積りを優先したことになる。ここには，当時のカーター政権が進めていた在韓
米軍撤収計画に反対する勢力の意向が反映された可能性が高い。1981年に発足し
たレーガン政権は撤収計画を白紙に戻し，IISSの高めの数字を好んだため，米軍
および国防総省の数字はIISSの数字と同一化されるようになった。そして，その
レーガン政権が財政赤字に耐えかねて国防予算を削減するようになると，政権末
期に，国防総省の情報部門がさらに大きめの数字を発表して，次期政権の気を引
こうとし，また，IISSもその数字を用いるようになった。現在のIISSの推定値は
1996年までに米軍および国防総省が発表した数字を基本にそれを若干加工した
ものとなっている。そして，IISSの次に引用されることが多い韓国国防部の推定
値は，1988年から1989年の間に同時期にIISSの数値にみられたジャンプの影響
を受けて1996年にはIISSの数値に接近し，以降は米軍の数値の影響を受けるよう
になったが，2010年からは逆に米軍が韓国国防部の数値を引用するようになった。
すなわち，しばしば引用されるIISSの推定値，米軍の推定値，韓国国防部の数値
は1970年代末から相互に影響しており，しかもこの1970年代末から1980年代の
アメリカ国内の事情によって膨張した数値が3者の数値をそれぞれ拡大させてき
たのである。

こうした推定値の形成に関する力学と推定値がどれほど実体を反映しているか
は別個の問題であるが，残念ながら，この点でも3者の推定は失敗している。そ
の原因は，推定のもとになっている外からの観察には，衛星や偵察機を使ったと
しても，兵員数の把握には技術的限界があるとともに，推定を行う機関が兵員数
の問題をとりまく政治，経済，社会の状況を把握していなかったことや，公開さ
れた歴史資料や人口学での成果を考慮しなかったことにあるといえる。

こんにち，兵員数の実体の一部は，朝鮮戦争の際の中国側およびソ連側資料や
センサス資料で直接示される数字や金日成の発言などによって把握することが可
能である。本書では，それに加えて，朝鮮戦争後の削減，1968年のプエブロ号事
件による増加，1970年代における軍隊内の食糧不足や経済部門での労働力不足に
よる削減，1990年代における核問題での緊張による増加といった，IISS，米軍お
よび国防総省，韓国軍の推定値には反映されていない増減の過程があったことを
指摘した。そのなかで，1970年代に進められた除隊や農村からの徴募の中止など
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の状況からみて，1980年代に公式発表された兵員数「37〜40万の間」，「30万余」，
「42万人」といったものは決して不自然なものではないことが確認された。しか
し，1993年の核問題をめぐるアメリカとの緊張が高まったことによって，兵員数
は再び69万1000人に増加し，2008年でも70万2000人であり，この規模が長期
間維持されている。

なお，1968年の増員と1993年のそれとを比較してみると，1968年に兵員数は
1993年とほぼ同規模の70万人の水準にまで増加したことがわかる。このときの
増加によって，軍隊は70万人程度の収容能力をもつ施設を有するようになり，こ
れが核問題によって1993年に再び70万人に近くなった兵員を収容するのに役
立ったようである。ただし，1968年の増員は人口比が朝鮮戦争停戦時に匹敵する
ものであり，1993年の増員よりもはるかに大きな経済的負担になった。とはいえ，
兵員数の人口比が1993年で1000人当たり32.6人，2003年で同じく30.1人，2008
年で29.2人というのは日本の根こそぎ動員の時期に近く，非常に高い数値である。
それだけにこの国のなかでは軍隊は人々にとって身近な存在であり，また，この
国の経済発展にとって大きな足かせとなっていることを意味している。そして，も
し，軍隊に不利益をもたらすような政策がとられる場合には，軍隊はそれに対す
る強力な抵抗勢力になる可能性がある。一方，政治指導者にとって軍隊は味方に
つけておく限り，頼もしい社会勢力となっているのである。
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最高人民会議における軍人数
第 2章

日本の国会に相当する最高人民会議には，政府の組織や法律の制定，予算の承
認などの機能が定められている。しかし，朝鮮では建国以来，政権党である朝鮮
労働党の支配が貫徹しており，通常これらの機能に関して，最高人民会議で討議
がなされる前に党で該当する決定が下されていることはよく知られている。

最高人民会議の代議員選挙も同様に形骸化している。最高人民会議の代議員は
直接選挙で選ばれるが，候補者はあらかじめ党によって選ばれて各選挙区に1人ず
つ配置され，投票者はその候補者に対して賛成か反対かという2つの選択肢しかな
い。そして実際に，最高人民会議のみならず，日本の県に相当する道の人民会議，
市・郡人民会議の代議員選挙でも，常に投票率と賛成投票率がほとんど100%と
いう選挙結果が発表されており，後者の選択が事実上なされていないことを示し
ている。とくに最高人民会議の代議員候補者については，選挙区に直接縁のない
人物が候補者として配置されている場合も多く，その場合は，投票者は本人を直
接目にすることも話を聞くこともないまま賛成投票をしていることになる。

とはいえ，朝鮮で最高人民会議の代議員であることが社会的に無意味なわけで
はない。代議員になるということは，国家的な地位と名誉を与えられるに値する
人物であると認められたことを意味する。また，代議員は日常的に最高人民会議
に関する仕事をしているわけではなく，通常ほかに常勤の職業をもっているが，逆
にその常勤の機関，団体，企業，農場などは最高人民会議に代議員を出すことに
よってその社会的地位を向上させることができる。そのため軍隊から選ばれる代
議員の数は軍隊そのものの社会的地位を表しているといえる。

ところで，前章で述べたとおり，朝鮮の軍隊は1993年に大きくその兵員数を拡
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大した。最高人民会議の代議員選挙は1990年に第9期の選挙が実施され，1998年
に第10期の選挙が実施されたが，代議員のなかの軍人の数は公表されなかった。
それゆえ1993年の兵員数の増加が代議員のなかの軍人の数にいかに反映された
のか，はっきりしない。また，後述するように，1992年に最高人民会議の選挙制
度が変更されており，この変更が軍人の代議員の選出にいかなる影響を与えたの
かも議論されたことがない。そこで，本章では，第9期以降の最高人民会議の代
議員のなかの軍人の代議員について，その人数上の変化とともに選挙制度上の変
更の影響について明らかにしたい1）。

 1 最高人民会議代議員のなかの軍人

これまで最高人民会議代議員の職業別分類は各期最初の本会議の開催時に資格
審査委員会により発表されてきた。しかし，そのなかで軍人数が具体的に公表さ
れるようになったのは2009年3月8日に選出された第12期代議員以降である。そ
のため，第11期以前の最高人民会議代議員については，当選者名簿の代議員名を
1人1人，党機関紙『労働新聞』や政府機関紙『民主朝鮮』などのそれまでの報道
と照合することで軍人かどうかを確定することによって軍人数を割り出さざるを
得ない2）。この作業の結果，1990年4月22日の選挙で選出された最高人民会議第9
期代議員687人のうち軍人は82人であること，1998年7月26日の選挙で選出され
た代議員687人のうち軍人は118人であることがわかった。そして，最高人民会
議第9期代議員のなかで軍人が占める割合は11.9%，同じく第10期のそれは17.2
％であることが算出される。したがって，1990年3月に選出された最高人民会議

1） 本章は，第 1 章同様，筆者が 2012 年に朝鮮史研究会の論文集にて発表した論文の一部を，新たな資
料によって加筆修正したものである（中川 2012）。

2） 公式発表された最高人民会議代議員名簿に関して，各代議員の職業を特定する作業は一般財団法人ラ
ヂオプレスでも行われている。そこでは，第 9 期の代議員のなかの軍人数が 45 人，第 10 期のそれが
88 人，第 11 期のそれが 83 人といった数字が発表されている（『北朝鮮政策動向』第 277 号; 第 348
号; 第 486 号）。しかし，ラヂオプレスでは，政府機関や報道機関に情報をいち早く伝えることが優先
されるあまり，分析にかける時間が少ないことや組織内で蓄積された情報が政治分野に偏りがちであ
るという性格のため，経済部門から選出された代議員をカウントできていないといったことがあり，正
確さに問題がある。
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第9期代議員と比べて，1998年7月に選出された同第10期代議員のなかの軍人は
人数，割合ともに大きく増加していたことがわかる。

ところで，第12期以降の最高人民会議の代議員の構成については軍人の占める
割合が公表されており，第10期以降，軍人の占める割合は17.0％前後，人数は
116〜119人でほぼ固定されたものになっていることがわかる（表2-1）。

 2 軍隊選挙区の設置

前章で述べたとおり，1993年の核危機の時期に朝鮮の軍隊は32万人から69万
1000人と37万1000人増加した。1998年7月に選出された最高人民会議第10期代
議員のなかの軍人数が1990年4月に選出された第9期代議員のなかのそれと比べ
て大きく増加したのは，軍隊そのものの拡大がその原因のひとつであることは間
違いない。ただし，代議員の増加は選挙制度の変更とも関連したものであること
には注意しなければならない。

最高人民会議代議員選挙では，1948年の建国のときからひとつの選挙区から1
人の代議員が選出されることになっており，選挙区は行政区画の人口をもとに，当
初は5万人に1個を基準に設置された3）。1962年からは8月8日付最高人民会議常

3） 1948 年 8 月 25 日に実施された最初の最高人民会議代議員選挙では，複数の候補者が登録された選挙
区もあった。この最高人民会議代議員は北朝鮮内で選出された 212 人と南朝鮮人民代表者大会で選出
された 360 人で構成されることになったが，このうち北朝鮮内に設置された 212 個の選挙区に 227
人の候補者が登録し，212 人が当選したことが発表された（『朝鮮中央年鑑 1950』1950, 54, 222）。

第9期
（1990年4月

22日投票）

第10期
（1998年7月

26日投票）

第11期
（2003年8月

3日投票）

第12期
（2009年3月

8日投票）

第13期
（2014年3月

9日投票）

第14期
（2019年3月

12日投票）
代議員数（人） 687 687 687 687 687 687

うち軍人数（人） 82 118 119 116 118 118
うち軍人の占め

る割合（％）
11.9 17.2 17.3 16.9 17.2 17.2

表2-1　最高人民会議代議員のなかの軍人数（第9～14期）

（出所）『労働新聞』などの公式発表をもとに筆者作成。
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任委員会政令「最高人民会議代議員選挙に関する規定」によって1個の選挙区を
設置する基準が3万人になった。この基準は1990年4月22日の第9期の選挙まで維
持された。そしてその間，選挙区は各期の選挙に際して当時の人口に合わせて設
置された（表2-2）。そして，軍隊での選挙に関しては，地域別の選挙区のもとに
選挙分区が部隊に設置された。

ところが，以降の最高人民会議代議員選挙では選挙区の数が第9期の687人に固
定されるようになった。しかも，1991年の人口は2096万人となり，687個の選
挙区ではひとつの選挙区に平均3万0500人の人口となってしまい，それまでの3
万人の基準では選挙区の設定に支障が出るようになっていた。1992年に10月7日
付最高人民会議常設会議決定第24号によって制定された選挙法はこの問題を解
決する意味をもっていた。この法律ではそれまで選挙区の設置基準と適用されて
いた3万人という基準がなくなり，選挙区の数を固定して逆に設置基準の人口を
変更することが可能になった4）。

実際に，1998年4月の第10期の代議員選挙では第9期と同じく687個の選挙区
から687人が当選し，以後，第14期までこの687個の選挙区数が維持された（表

2-3）。第10期の選挙において，同年の人口は2255万4000人であり，ひとつの選
挙区当たり平均人口は3万2800人であった。

1992年の選挙法は選挙区設定の基準人口に融通性を与えたことにとどまらず，
選挙制度そのものの変更も定めた。それは，これまでの地方別の選挙区に加えて
新たに軍隊独自の選挙区を設置することであった。そして，軍隊選挙区は，最高
人民会議第10期代議員選挙の選挙委員会を組織したことに関する1998年6月6日
の報道のなかで軍隊にも選挙委員会が組織されたことが発表され，その設置が間
接的に示された（『労働新聞』1998年6月6日）。

軍隊選挙区の数は設置の時点でも，また，選挙が実施されたのちの報道でも秘
匿された。当時の政治指導部は軍事機密などを考慮して軍隊選挙区の詳細を明ら
かにすることをためらったようである。1998年7月27日に発表された代議員当選
者名簿では，選挙区に関してその番号と当選者の名前のみ発表され，選挙区の地

4） 1992 年の選挙法について，当時その条文は公表されなかったが，日本では 1995 年に『統一評論』で
この翻訳と解説が発表された（大内 1995a;  1995b）。
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選挙区（個） 人口（万人） 選挙区当たり人口
（万人）

選挙区設置基準 
人口（万人）

第1期（1948年8月
25日投票） 212 925.6（1946年） 4.4 5.0

第2期（1957年8月
27日投票） 215 935.9（1956年） 4.4 5.0

第3期（1962年10月
8日投票） 383 1078.9（1960年） 2.8 3.0

第4期（1967年11月
25日投票） 457 1240.8（1965年） 2.7 3.0

第5期（1972年12月
12日投票） 541 1461.9（1970年） 2.7 3.0

第6期（1977年11月
11日投票） 579 1596.6（1975年） 2.8 3.0

第7期（1982年2月
28日投票） 615 1777.4（1982年） 2.9 3.0

第8期（1986年11月
2日投票） 655 1906.0（1986年） 2.9 3.0

第9期（1990年4月
22日投票） 687 2000.0（1989年） 2.9 3.0

表2-2　最高人民会議選挙区数と人口（第1～9期）

（出所） 『労働新聞』，『朝鮮中央年鑑』，朝鮮民主主義人民共和国国家計画委員会中央統計局（1961）
などの公式発表をもとに筆者作成。

選挙区（個） 人口（万人） 選挙区当たり人口
（万人）

選挙区設置基準 
人口（万人）

第10期（1998年7月
26日投票） 687 2255.4（1998年） 3.3 ―

第11期（2003年8月
3日投票） 687 2296.3（2000年） 3.3 ―

第12期（2009年3月
8日投票） 687 2405.2（2008年） 3.5 ―

第13期（2014年3月
9日投票） 687 2475.9（2013年） 3.6 ―

第14期（2019年3月
12日投票） 687 2528.7（2017年） 3.7 ―

表2-3　最高人民会議代議員数と人口（第10～14期）

（出所） 『労働新聞』，『朝鮮中央年鑑』，朝鮮民主主義人民共和国国家計画委員会中央統計局（1961）
などの公式発表をもとに筆者作成。
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名は伏せられた（『労働新聞』1998年7月27日）。
しかし，選挙区の地名を隠蔽したとしても，当選者の名前からその所属を割り

出すことや，また再選された当選者の以前の選挙区を比較することなどを通じて，
少なくとも選挙区の位置を道レベルで知ることができる。こうした作業によって，
第10期代議員のなかに軍隊選挙区が，第627号選挙区から第687号選挙区まで都
合61個設置されていることが判明した。したがって，第10期代議員687人のなか
の軍人数は118人であり，うち61人が軍隊の選挙区から出ており，57人が地方ご
とに設置された選挙区から出ていることがわかる。第11期以降は選挙区の地名が
再び公表されるようになり，軍人選挙区は山あるいは川の名前が付けられ，軍隊
選挙区の数を容易に知ることができるようになった。それとともに，第10期以降，
軍人選挙区は61〜62個設置され，これとは別に地方の選挙区でも55〜58人の軍
人が代議員に選出されていることもわかる（表2-4，表2-5）。

 3 軍隊選挙区に対する優遇

先に述べたとおり，1998年の最高人民会議第10期代議員選挙ではひとつの選
挙区の平均人口は3万2800人である。1993年の兵員数増加分37万1000人を
1998年に代議員の軍人数の増加分に反映させたならば，11人増となることにな
る。しかし，実際に，1998年に選出された代議員のうちの軍人は118人であり，
1990年のそれの82人より36人の増加であった。これは兵員数増加分をそのまま
反映した場合に比べて3.3倍である。したがって，1998年の選挙における軍人代
議員の増加は単に軍隊の規模の増加分を反映しただけのものではないといえる。

そこで，地域別の選挙区と軍隊の選挙区について，選挙区内の人口を比較して
みよう。1998年の選挙では，同年の兵員数を除いた人口が2052万2000人であり，
地方選挙区が626個であるため，地方選挙区は平均人口3万2700人につき1個設置
されたことがわかる。これに対して，軍隊選挙区は，人口が兵員数と等しく，兵
員数は直近の2000年で69万2000人と同じであるとみなされ，選挙区が61個ある
ことから，兵員数1万1000人につき1個設置されたことがわかる。したがって，軍
隊選挙区は地方選挙区の3分の1の人口で組織されたのである。
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表2-4　最高人民会議代議員選挙区と軍人数（第9～11期）

（出所）代議員名簿を『労働新聞』，朝鮮中央通信などと照合することにより筆者作成。

第9期
（1990年4月22日投票）

第10期
（1998年7月26日投票）

第11期
（2003年8月3日投票）

行政区域 選挙区 軍人 選挙区 軍人 選挙区 軍人

平壌市 1〜104
（104人） 23人 1〜82

（82人） 19人 1〜82
（82人） 8人

平安南道 105〜193
（89人） 10人 83〜166

（84人） 3人 83〜166
（84人） 6人

平安北道 194〜272
（79人） 11人 167〜243

（77人） 2人 167〜243
（77人） 2人

慈江道 273〜310
（38人） 3人 244〜280

（37人） 2人 244〜280
（37人） 1人

黄海南道 311〜374
（64人） 6人 281〜340

（60人） 1人 281〜340
（60人） 1人

黄海北道 375〜425
（51人） 6人 341〜385

（45人） 6人 341〜395
（55人） 6人

江原道 426〜474
（49人） 7人 386〜425

（40人） 6人 396〜435
（40人） 10人

咸鏡南道 475〜564
（90人） 5人 426〜509

（84人） 6人 436〜519
（84人） 15人

咸鏡北道 565〜629
（65人） 5人 510〜573

（64人） 3人 520〜583
（64人） 8人

両江道 630〜650
（21人） 2人 574〜593

（20人） 2人 584〜603
（20人） 1人

開城市 651〜662
（12人） 2人 594〜603

（10人） 3人 黄海北道に吸収

南浦市 663〜687
（25人） 2人 604〜626

（23人） 4人 604〜626
（23人） 0人

軍事部門 設定されず ― 627〜687
（61人） 61人 627〜687

（61人） 61人

合計 （687人） 82人 （687人） 118人 （687人） 119人
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第12期
（2009年3月8日投票）

第13期
（2014年3月9日投票）

第14期
（2019年3月12日投票）

行政区域 選挙区 軍人 選挙区 軍人 選挙区 軍人

平壌市 1〜82
（82人） 8人 1〜81

（81人） 7人 1〜81
（81人） 8人

平安南道 83〜188
（106人） 2人

82〜104
167〜225
（81人）

5人 82〜163
（82人） 3人

平安北道 189〜266
（78人） 0人 225〜302

（78人） 2人 226〜302
（77人） 3人

慈江道 445〜480
（36人） 4人 427〜461

（35人） 4人 427〜461
（35人） 3人

黄海南道 267〜327
（61人） 5人 308〜364

（57人） 6人 303〜364
（62人） 6人

黄海北道 389〜444
（56人） 4人 365〜426

（62人） 9人 365〜426
（62人） 10人

江原道 481〜517
（37人） 4人 462〜499

（38人） 2人 462〜499
（38人） 4人

咸鏡南道 518〜603
（86人） 12人 500〜579

（80人） 14人 500〜579
（80人） 10人

咸鏡北道 604〜667
（64人） 12人 580〜636

（57人） 5人 580〜636
（57人） 2人

両江道 668〜687
（20人） 4人 637〜656

（20人） 2人 637〜656
（20人） 5人

南浦市 平安南道に統合 657〜682
（26人） 0人 657〜682

（26人） 1人

羅先市 ― 683〜687
（5人） 0人 683〜687

（5人） 1人

軍事部門 328〜388
（61人） 61人 105〜166

（62人） 62人 164〜225
（62人） 62人

合計 （687人） 116人 （687人） 118人 （687人） 118人

表2-5　最高人民会議代議員選挙区と軍人数（第12～14期）

（出所）代議員名簿を『労働新聞』，朝鮮中央通信などと照合することにより筆者作成。
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次に，選挙区内の有権者数で比較してみよう。有権者に関する統計は公表され
ていないため，1993年センサスと2008年センサスから推計するしかない。有権者
は1972年以来17歳以上となっているが，センサスの年齢別構成は1993年センサ
スでは兵員数を含まないものであるのに対して，2008年センサスでは兵員数を含
めたものになっており，兵員数を含まない人口統計は16歳以上のものだけである。
一方，軍隊は1970年代後半に徴募年齢を17歳から16歳に引き下げたが，兵員数
に関する年齢別統計は発表されていないため，1998年の有権者数に関しては少し
複雑な計算で推計せざるを得ない。そこで，まず，1993年から2008年までの16
歳以上の人口について，兵員数を含めた年平均増加率と含めない年平均増加率を
計算し，それらの増加率を17歳以上の人口に適用して，1998年の17歳以上人口を，
兵員数を含めたものと含めないものそれぞれを推計するという方法をとる。

兵員数を含まない16歳以上人口は1993年に1447万6000人，2008年に1736万
7000人であり，この間の年平均増加率は1.22％と算出される。兵員数を含めた
16歳以上人口は1993年に1516万7000人，2008年に1806万9000人であり，こ
の間の年平均増加率は1.17％と算出される。1993年の兵員数を含まない17歳以
上人口は1419万6000人であり，兵員数を含まない16歳以上人口の平均増加率
1.22％を適用すると，1998年の兵員数を含まない17歳以上人口1508万4000人
が算出される。2008年の兵員数を含む17歳以上人口は1730万1000人であり，兵
員数を含む16歳以上人口の平均増加率1.17％から逆算して，1998年の兵員数を
含む17歳以上人口1570万2000人が算出される。これらの数字から1998年の17
歳以上の兵員数61万8000人も算出される。

したがって，17歳以上の有権者で比較すると，1998年選挙に関して，626個の
地方別選挙区は有権者数が1508万4000人であり，選挙区1個当たりの有権者数は
2万4000人である。これに対して，61個の軍隊選挙区では有権者数が61万8000
人であり，選挙区1個に対して有権者は1万人である。したがって，日本でいう「1
票の重み」に相当する代議員1人当たりの有権者数で，軍人選挙区は地方選挙区
の2.4倍の格差が当初から設けられていたといえる。

この優遇は2009年の選挙でも維持されていることを確認することができる。直
近の2008年センサスでは，17歳以上の兵員数を含まない人口が公表されていな
いが，1993年センサスでの兵員数を含まない17歳以上の人口1419万6000人に
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兵員数を含まない16歳以上の年人口増加率1.22％を適用することにより，1703
万1000人が算出される。そして，2008年センサスでの兵員数を含む17歳以上の
人口は1764万6000人であり，17歳以上の兵員数は61万5000人であると算出さ
れる。したがって，626個の地方別選挙区の有権者数は1703万1000人，すなわ
ち選挙区1個当たりの有権者数は2万7000人，61個の軍隊選挙区の有権者数は61
万5000人，すなわち選挙区1個当たりの有権者数は1万人となり，2.7倍の格差が
存在することになる。

まとめ

1993年に軍隊の兵員数は大きく増加し，1998年に実施された最高人民会議第
10期代議員選挙でも軍人の代議員の数が増加したが，その増加分は兵員数の増加
分から計算される軍人の代議員の増加分の3.3倍に相当するものであった。しかも，
1992年に制定された選挙法で軍隊選挙区の設置が定められ，1998年の選挙に際
して，地方ごとの選挙区の3分の1の人口で軍隊選挙区は設置された。これは有権
者数でみても軍隊選挙区と地方ごとの選挙区の格差は1998年で2.4倍，2009年で
2.7倍，軍隊選挙区に有利になっていることが確認される。すなわち，最高人民会
議において，軍人の代議員は数の上でも，選出制度でも際立って優遇されており，
高い地位を与えられているのである。

ただし，地位が高いからといって強い権限をもつとは限らない。最高人民会議
の機能が形骸化している以上，軍人が最高人民会議の代議員になったところで国
家の政策に関する実質的な権限はない。もし，最高人民会議が異なる意見がぶつ
かり合う場となったとしても，軍人の代議員数は多数決で勝つほどのものではな
い。軍人の代議員数の増加は軍隊の社会的な権威を強化したことのみを示してお
り，軍隊のもつ政治的影響力が大きくなったことを意味するのではない。
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朝鮮人民軍のコードナンバー
第 3章

朝鮮中央通信，『労働新聞』，『民主朝鮮』といった朝鮮の公式報道において，最
高指導者が軍隊の部隊を訪問したことが発表される記事や特定の部隊に関する記
事でも，それらの多くは当該部隊のコードナンバーで発表され，当該部隊の編制
上の属性などを示す正式名称が言及される場合は少ない。これは最高指導者の演
説や報告，談話などを収録した『金日成著作集』や『金正日選集』といった書籍
でも同様である。

たとえば，1981年に刊行された『金日成著作集』の第12巻には1958年2月8日
に金日成が「人民軍第324軍部隊」の将兵を前に行った演説「朝鮮人民軍は抗日
武装闘争の継承者である」が収録されている。また，『労働新聞』2017年1月19
日には金正恩が「人民軍第233軍部隊直属区分隊」を視察したことに関する記事
がある。これらの文章を読んだだけでは，その軍部隊の位置や属性はわからない
ようになっているため，最高指導者の視察や演説の背景や政治的意味を知ること
が困難である。第324軍部隊が咸鏡南道方面に駐屯する第7軍団であり，第233軍
部隊が前線西南部に位置する第4軍団であることがわかれば，それらの視察や演
説の内容を文面からだけではなく，時代や地理の背景からも深く把握することが
できる。

そのため，朝鮮の政治に関する研究でも軍事に関する研究でも，人民軍のコー
ドナンバーに関する調査が必要なはずであるが，日本における朝鮮の軍事に関す
る研究は，萩原遼氏の著作を除けば，そこまで及んでいないのが現状である。日
本共産党機関紙『赤旗』の記者であった萩原氏はアメリカの国立公文書館に所蔵
されている朝鮮戦争時の米軍鹵獲資料を分析し，1993年に『朝鮮戦争――金日成
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とマッカーサーの陰謀』，1995年に『朝鮮戦争取材ノート』を出版した。さらに
萩原氏は，1996年に，分析に利用した米軍資料を収めた3巻にわたる『米国・国
立公文書館所蔵北朝鮮の極秘文書』を出版し，自身の研究を誰からでも容易に検
証することができるようにした（萩原 1993; 1995; 1996a; 1996b; 1996c）。そこ
では開戦前後に南進する人民軍部隊のコードナンバーが少なからず明らかにされ
た。ただし，萩原氏の研究の中心は朝鮮戦争にあり，しかも，利用した米軍資料
が1950年9月以前のものがほとんどであるため，それ以降のコードナンバーにつ
いては触れられていない。

そこでここでは，人民軍のコードナンバーについてその目的と付与される対象
を明らかにした上で，これまでのところ知ることができる軍団級と師団級の単位
に付与されるコードナンバーを示してみよう1）。

 1 コードナンバーの目的と付与対象

正規軍において，当該単位の編成や性格を示す正式名称とは別にコードナンバ
ーを付すことは多くの国で行われている。しかし，コードナンバーを付与する目
的，経緯や対象についての説明がなされることは，以下に述べる日本の帝国陸軍，
ソ連軍およびそれを引き継いだロシア軍と中国人民解放軍を除けば，ほとんどな
い。朝鮮の軍隊に関してもそうした説明が公になされたことはない。

コードナンバーを付与する目的に関しては幸いにして日本の帝国陸軍での例を
知ることができる。帝国陸軍で部隊の正式名称とは別の名称を付けることが始め
られたのは，1937年7月の盧溝橋事件がきっかけであった。同年9月に出された
陸軍省の「動員部隊等の称呼名に関する件」では北支派遣部隊および上海派遣部
隊を編成して派遣する際に，派遣部隊の兵力規模を秘匿する目的で外地部隊につ
いて指揮官の姓を用いることが定められた。その例として郵便，電信，荷物の宛
名や差出人名に，上海派遣の第44連隊第1中隊であれば「上海派遣山室部隊気付

1） 本章は，筆者が 2017 年に一般社団法人総合政策研究所の雑誌『インテリジェンスレポート』におい
て発表した文章をもとに新たな資料によって，加筆修正したものである（中川 2017）。
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和知部隊鈴木隊」と書くと挙げられている（軍事課 1937）。このことは軍隊で正
式名称とは別の名称を付す目的は兵力規模など動員計画や作戦行動に関する情報
の秘匿であることを示している。なお，朝鮮人民軍でも単位の責任者の名前を冠
して呼ぶ習慣は存在する。

しかし，指揮官名の使用は当該部隊のほかに同姓の指揮官がいる場合に不便で
あり，指揮官が交代すると名称も変わらざるを得ないという弱点があった。指揮
官の姓から暗号に変わったのは1940年9月10日付の「昭和16年陸軍動員計画令細
則」であり，軍および師団を示す兵団文字符と通称番号が定められた。兵団符号
と通称番号は1941年7月10日の「陸軍平時編制細則」で内地部隊に，同年11月
14日付の「在満部隊通称号規定」で在満部隊に，1944年2月26日付の「南方軍隷
下指揮下部隊の通称号に関する件」で南方軍に拡大された。1945年4月20日「陸
軍部隊戦時通称号規定」で全面改訂され，陸軍全体における番号の重複などの問
題が解消され，全軍的な暗号としての体裁を整えるにいたった（日本陸軍省 1945）。

ソ連軍の場合は日本よりも早く，1932年に正式名称とは別に数字のみのコード
ナンバーの使用が開始された。ソ連軍では「軍部隊」（ヴォインスカヤ・チャスチ）

と呼ばれる連隊および独立大隊以上の単位にコードナンバー（ヴォイスコヴァヤ・

チャスチまたはウスロブノエ・ナイメノバニエ）が付与された。ソ連軍では軍部隊は
「組織上独立した戦術と会計事務管理の単位」であるとされ，正式名称とコード
ナンバーの入った印判と印章一式，および軍旗を有する。この制度はこんにちの
ロシア軍にも継承されている（ロシア国防省軍事史研究所 1994, 231, 257）。

中国人民解放軍でのコードナンバーは「部隊代号」と呼ばれ，ソ連軍と同じく，
連隊および独立大隊以上の単位に付与された。コードナンバーの導入は朝鮮戦争
の始まった1950年であり，1962年に全軍で4桁の数字のコードナンバーとイニシ
ャル1字に3桁の数字の組み合わせによるコードナンバーの2種類のいずれかで形
式が統一され，1975年に5桁の数字に統一改定された。なお，中国人民解放軍で
は連隊および独立大隊以上の単位を「部隊」と呼び，編成や性格を示す正式名称
を「部隊番号」と呼ぶ（中国人民解放军军事科学院 1986, 53-55; 中国军事百科全书

编审委员会 1997, 22）。
1948年2月8日に正式に発足した朝鮮人民軍も軍部隊やコードナンバーに関し

ては，基本的にソ連軍と同じ制度をとっている。人民軍では連隊および独立大隊
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以上の単位である軍部隊は「隊号」と呼ぶコードナンバーと軍旗を有し，会計事
務管理の機能を有する。

一般に軍隊では，編成替えによって各単位の正式名称が変更されることがとき
どき発生する。しかし，コードナンバーは編成替えの影響をできるだけ防ぎ，変
更を避けるのが原則である。たびたび変更された帝国陸軍の通称番号でも，大東
亜戦争後に未帰還兵を探すときに利用された。そして，人民軍に関しては，コー
ドナンバーに関する情報は軍部隊の歴史，政治指導者の軍事政策を分析する上で
の手がかりとなるはずである。

 2 軍団級単位のコードナンバー

前に述べたように朝鮮人民軍では連隊および独立大隊以上を軍部隊と呼ぶが，
これとともに，師団および旅団の単位を連合部隊，軍団級の単位を大連合部隊と
呼ぶ。編成や属性，規模などを秘匿するコードナンバーで軍部隊を示す場合，師
団級であろうが軍団級であろうが，ナンバーを冠して「第〇〇〇軍部隊」とする
のが原則になっているはずである。しかし，朝鮮ではこれに関しておおらかなと
ころがある。1993年3月17日に金正日が軍事部門の芸術公演を観覧した際，翌日
の『労働新聞』1993年3月18日は観覧された公演のひとつが「第337大連合部隊
芸術宣伝隊公演」であると発表された。この表記は，第337軍部隊が軍団級の単
位であることを公にしたものであり，以後，軍団級の単位について，コードナン
バーが大連合部隊に付された表記「第〇〇〇大連合部隊」と表記されることも多
くなった。もちろん第337軍部隊という呼び方も『労働新聞』紙上で健在である。

このおおらかさによって，1993年3月18日付以降，『労働新聞』では都合24個
の大連合部隊が紙面に登場した。それらを数字の順に並べると，第233大連合部
隊，第264大連合部隊，第287大連合部隊，第313大連合部隊，第324大連合部隊，
第337大連合部隊，第380大連合部隊，第488大連合部隊，第526大連合部隊，第
534大連合部隊，第549大連合部隊，第564大連合部隊，第567大連合部隊，第
570大連合部隊，第572大連合部隊，第583大連合部隊，第593大連合部隊，第
597大連合部隊，第604大連合部隊，第630大連合部隊，第639大連合部隊，第
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671大連合部隊，第757大連合部隊，第963大連合部隊，第966大連合部隊となる。
また同時期に『労働新聞』では「第〇〇〇連合部隊」も都合8個登場する。そ

れらは数字の順に並べると，第337連合部隊，第264連合部隊，第375連合部隊，
第478連合部隊，第583連合部隊，第587連合部隊，第837連合部隊，第597連合
部隊となる。この番号を大連合部隊の番号と照合すると，うち，第337連合部隊
は第337大連合部隊とも，第264連合部隊は第264大連合部隊，第583連合部隊は
第583大連合部隊とも呼ばれていることがわかる。このことは，『労働新聞』など
の公式媒体で「第〇〇〇連合部隊」と呼ばれている軍部隊は独立師団など，軍団
に準じた軍部隊であることを意味している。したがって，『労働新聞』などの公式
媒体でコードナンバーを冠して大連合部隊または連合部隊と表記される軍部隊，
すなわち軍団級またはそれに準じる級の軍部隊は合計29個である。

朝鮮人民軍の軍団組織は1950年6月25日の朝鮮戦争開戦の少し前に始まる。開
戦当時の名称は補助指揮所または作戦組であり，第1補助指揮所（第1作戦組）と
第2補助指揮所（第2作戦組）があった。7月13日にそれぞれの補助指揮所（作戦組）

は第1軍集団，第2軍集団に改編された（兪成哲 1991, 79-81; 呂政 1991, 36）。そ
して，11月18日に第1軍集団は第1軍団に，11月末に第2軍集団は第2軍団に改編
された（ヴォルコフスキイ 2003, 166, 168）。これら2個軍団に加えて，1950年10
月から第4軍団，第5軍団，第6軍団，第7軍団，第8軍団が増設された（國防部軍

事編纂硏究所 2001a, 224-225; ヴォルコフスキイ 2003, 165-167）。1953年7月27日
に停戦協定が結ばれ，1958年12月に中国人民志願軍の撤収が完了するが，この
ころまでに前線には東部から西部に向かって第1軍団，第5軍団，第2軍団，第4軍
団の計4個軍団が配置されるようになったようである。

そして，こんにち前線の4個軍団とともに，首都平壌に第91首都防御軍団（別

名：第91訓練所，平壌防御軍団），それを取り囲んだ第3軍団，東海岸に第7軍団，第
10軍団（旧：第1地区司令部），国境地帯に第8軍団，北部地帯に第9軍団，パラシ
ュート部隊である第11軍団，白頭山地区に第12軍団，平壌地区高射砲兵軍団（別

名：逆捕捉高射砲軍団）などが軍団として存在することは閲兵式に関する公式報道
に示されている。したがって正式名称に「軍団」の文字が入っている軍団は13個
あることがわかる。そして，これらともに，空軍司令部（旧：航空・反航空軍司令

部），海軍司令部，戦略軍司令部，護衛司令部，第425機械化歩兵師団（別名：第
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425訓練所），第108機械化歩兵師団（別名：第108訓練所），第815機械化歩兵師団
（別名：第815訓練所），第806機械化歩兵師団（別名：第806訓練所），第518砲兵
師団（別名：第518訓練所），第105タンク師団の計10個が軍団級の軍部隊である
ことも閲兵式に関する公式報道に示されている（『労働新聞』2017年4月16日; 2018

年2月9日; 2018年9月10日; 2020年10月11日; 2021年1月15日）。ただし，第105タ
ンク師団の上級単位として第820訓練所が存在することが亡命者から伝えられて
いる（イ ジョンヨン 2007, 223-224）。

そこで以下，第1軍団から順に先に述べたコードナンバーを当てはめてみよう。
江原道金剛郡周辺の前線東部に配置されている第1軍団は第313軍部隊である。

これは，『労働新聞』1998年12月28日の記事では同軍部隊が前線東部に位置する
ことが記され，また，『労働新聞』2003年2月6日には軍事境界線の沿線地帯にあ
ることが記されていることからわかる。

開城周辺の前線西部に配置されている第2軍団は第567軍部隊である。これは，
『労働新聞』1996年4月26日，『労働新聞』1998年1月28日，『労働新聞』2001
年3月1日などで，1963年2月6日に金日成と金正日が開城南方にある大徳山に位
置する同軍部隊の前方指揮所を訪問したことが記述されていることからわかる。

首都の周りに配置されている第3軍団は第526軍部隊である。『労働新聞』1967
年2月9日により，1967年2月8日に金日成は「鄭炳甲が所属する部隊」を訪問し
たことが発表されたが，1983年に朝鮮労働党出版社から刊行された『金日成著作
集21』では，この訪問は同軍部隊を訪問したことになっており，一方，鄭炳甲が
同軍団長であったことは同軍団にいた亡命者である呂政が著作『赤く染まった大
同江』に記述していることからわかる（『金日成著作集21』1983, 130-134; 呂政 

1991, 24-25, 138-139）。
黄海南道康翎周辺の前線西南部に配置されている第4軍団は第233軍部隊であ

る。これは『労働新聞』2001年5月9日により，2001年5月8日に金正日が康翎を
訪問し，同日に同部隊芸術宣伝隊公演を観覧したことが記されていること，『労働
新聞』2012年2月26日に同部隊が西南前線地区に位置することが記されているこ
とからわかる。

江原道鉄原郡周辺の前線中部に配置されている第5軍団は第549軍部隊である。
これは，2013年6月2日に金正恩が前線中部にある五城山の哨所を訪問した際に
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第549軍部隊の部隊長が迎えに来たことが『労働新聞』2013年6月3日の記事に記
載されていることからわかる。

なお，第5軍団に関しては第327軍部隊というコードナンバーも用いられたこと
がある（リ スニム 1983; 社会科学院歴史研究所 1981, 116）。1951年6月29日に金
日成が同軍部隊を訪問した際に，この軍部隊のなかの英雄としてハン・ゲヨル，カ
ン・ホヨンの名前が挙げられていた。前者は第5軍団6歩兵師団15連隊の所属で
あったこと，後者は同軍団12歩兵師団の所属であったことで，同軍団が同軍部隊
であることがわかる（『金日成著作集6』1980, 390-398; 『労働新聞』1951年7月2日; 

2014年7月26日; 2023年11月7日; 2023年11月9日）。
東海岸の咸興周辺に配置されている第7軍団は第324軍部隊である。これは，『労

働新聞』2008年5月26日と『労働新聞』2008年5月30日，『労働新聞』2016年
10月15日により，2008年5月25日に金正日が同軍部隊を訪問するとともに咸興
医学大学を訪問していること，『労働新聞』2014年7月1日で金正恩が咸鏡南道定
平郡花島を訪問した際に，同軍部隊部隊長が迎えに来たことが報じられたことか
らわかる。

平安北道から慈江道にかけての国境地帯に配置されている第8軍団は第593軍
部隊である。これは，『労働新聞』1998年11月3日で1998年11月2日に金正日が
同軍部隊を訪問したことが発表され，『労働新聞』1999年10月11日と『労働新
聞』2004年1月17日と『労働新聞』2004年5月25日の記事と照合することで同部
隊が平安南道で農村支援をしたり，白馬－鉄山間水路工事に参加したりしている
こと，そして，『労働新聞』2010年6月20日と『労働新聞』2015年5月19日など
により，2010年6月19日に金正日が同軍団を訪問するとともに平安北道の経済部
門を現地指導したことが示されていることからわかる。

咸鏡北道と両江道の北部地帯に配置されている第9軍団は第264軍部隊である。
これは，『労働新聞』2006年5月29日で，1970年5月29日に金日成が同軍部隊を
訪問したことが言及されたが，この日を含む5月25日〜30日に金日成は咸鏡北道
を訪問していること（社会科学院歴史研究所 1991, 423），『労働新聞』2001年11
月7日で金正日が2001年11月6日に同軍部隊の芸術宣伝隊公演を観覧したことが
発表されたが，この日に咸鏡北道清津にある羅南炭鉱機械連合企業所や清津バス
工場を訪問していたことが後に発表されていることからわかる（チェ グァンジュ



60

ン 2002）。
東海岸の元山周辺に配置されている第10軍団（旧：第1地区司令部）は第287軍

部隊である。『労働新聞』2005年7月23日と『労働新聞』2005年7月24日などに
より，2005年7月21日に金正日が元山製塩所を訪問してその翌22日に元山市薪島
にある同部隊所属の防御隊を訪問したことが示されること，『労働新聞』2015年
3月12日で金正恩が薪島を訪問した際に，同軍部隊長が迎えに来ていることが記
されていることからわかる。

パラシュート部隊である第11軍団は第630軍部隊である。これは『労働新聞』
2012年12月18日の記事や『労働新聞』2015年2月15日の記事にある軍団長の名
前と『労働新聞』2017年4月13日の記事にある同軍部隊長の名前が同一であるこ
とからわかる。

白頭山地区の第12軍団は第380軍部隊である。これは『労働新聞』2016年11
月25日で同軍部隊が山岳戦闘を専門にした軍団級部隊であることが示されてい
ることでわかる。

首都を防衛する第91平壌防御軍団は第966軍部隊である。これは，韓国の2011
年2月27日発および12月13日発の聯合ニュースなどでもたらされた情報である
が，2012年10月6日に金正恩が平壌の万景台遊戯場や大城山遊戯場を訪問した際
に，これらの建設に当たった同軍部隊と第3軍団の指揮官たちが迎えに出ている
ことが『労働新聞』2012年10月7日の記事にあることから，この情報の正確さを
確認することができる。

平壌地区高射砲兵軍団は第837軍部隊である。2019年に刊行された『金正日全
集25』には，金正日が1952年10月18日の金日成の同軍部隊管下第379軍部隊中
隊火力陣地の訪問に言及したことが記されており，この軍部隊が平壌で防空任務
に就いている高射砲兵部隊であることを示している。

空軍司令部は第564軍部隊である。これは，『労働新聞』1997年10月10日で
「第564空軍大連合部隊」という表記があること，『労働新聞』2004年5月16日
で5月に金正日が空軍司令部を含む軍人家族芸術小組公演を観覧したことが発表
されたが，2013年に刊行された『金正日選集22（増補版）』のこの公演観覧に関
する談話の文面では空軍司令部がコードナンバーで表記されていることからわか
る（『金正日選集22（増補版）』2013, 81-89）。
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海軍司令部は第572軍部隊である。これは『労働新聞』2014年11月23日の記
事で同軍部隊が軍団級で海軍部隊であること，『労働新聞』2014年12月13日に海
軍司令部の政治委員を「大連合部隊政治委員」と記述して海軍が空軍同様ひとつ
の軍種であると同時に1個の軍団級部隊であることを示していることからわかる。

戦略ミサイルを担当する戦略軍司令部は第639軍部隊である。これは，『労働新
聞』2012年3月3日の記事に1974年8月に金日成が同司令部を，2002年3月に金
正日が同司令部を訪問したことに関する記述があるが，これらの訪問に関する『労
働新聞』2002年3月14日の記事を照合することで確認することができる。

最高指導者および党・政府の要人を守る護衛司令部は第963軍部隊である。こ
れは韓国で2010年4月23日発の聯合ニュースで報じられたが，脱北者に同軍部隊
の出身者が少なくないことは2006年9月19日にソウルの国防部建物の前で軍隊
出身の脱北者101人がデモをした際に，発表された参加者名簿で確認することが
できる（Daily NK 2006年9月19日）。そして，2019年に刊行された『金正日全集
25』には，金正日が抗日パルチザン世代の要人の健康に気を配ることを同軍部隊
長に指示していることが記述されており，この情報を裏づけることができる（『金

正日全集25』2019, 16-18）。
第425機械化歩兵師団は第671軍部隊である。『労働新聞』2015年12月24日に

は同軍部隊が機械化部隊であることが示されている。そして，同師団は2001年4
月に金正日が訪問したとの情報を韓国側が把握しており，平壌の公式報道のなか
でこの時期に金正日が訪問した機械化歩兵師団は同軍部隊だけであることからわ
かる（『労働新聞』2001年4月26日）。

第108機械化歩兵師団は第604軍部隊である。『労働新聞』2021年11月7日には
同軍部隊が機械化部隊であることが示されている。同師団の位置は『労働新聞』
1995年9月21日に，咸鏡南道栄光郡鳳興協同農場の農場員が訪問したことに関す
る記事があり，栄光郡とそれに隣接する咸興周辺であることがわかる。同軍部隊
の位置は一方，1998年に同師団の師団長が前・作戦局長の金明国であることが韓
国側に把握されている。同師団を金正日が訪問したのが1998年4月25日であり
（『労働新聞』2000年12月27日），当時の報道ではこの日に金正日が訪問したのが
同軍部隊であることで（『労働新聞』1998年4月26日），両者が同一のものであるこ
とがわかる。
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第806機械化歩兵師団は第757軍部隊である。『労働新聞』2021年11月7日には
同軍部隊が機械化部隊であることが示されている。同軍部隊の位置は，金正日が
1998年5月3日に同部隊を訪問した時，その日に江原道高山郡にある釋天寺を視
察していることから江原道のなかに駐屯していることがわかる。

第815機械化歩兵師団は第337軍部隊である。『労働新聞』2021年11月7日には
同軍部隊が機械化部隊であることが示されている。同師団の位置は黄海北道沙里
院および瑞興であることが同師団で服務した複数の脱北者により知られている。
『労働新聞』1998年1月2日と『労働新聞』1998年1月3日により，1月1日に金正
日が同部隊を訪問して翌2日に平壌市内の万景台革命学院を訪問したことが報じ
られたことで，同部隊は平壌からの交通の便が良い場所に位置していることがわ
かる。沙里院も瑞興も陸路で平壌からの日帰りが十分可能な場所である。

第105タンク師団は第105軍部隊であり，その上級単位である第820訓練所は第
488軍部隊である。第105タンク師団は当初第9タンク旅団であり，隊号は第105
軍部隊であったことは，萩原氏の資料集と1972年に刊行された社会科学出版社の
戦史などによって知ることができる（社会科学出版社 1972, 156-157; 萩原 1996b, 

163, 175, 224, 227）。そして，第488軍部隊が第105タンク師団を主力とする軍部
隊であることは金正日が1999年12月23日に同軍部隊を訪問した際に言及してい
る（『金正日全集59』2024, 354-361）。

第518砲兵師団は第375軍部隊であると推定される。これは『労働新聞』2008
年2月1日に，同軍部隊が「一当百の区分隊たちをもつ強力な連合部隊」であると
表現されていることによる。「一当百」とは1人が100人の敵を倒す意味で用いら
れるが，これが小隊から大隊までを意味する区分隊の形容詞に用いられているこ
とは同軍部隊が砲兵師団であることを意味するとみられるからである。

このほか大連合部隊または連合部隊と呼ばれていて，閲兵式などの報道では出
てこない軍部隊は以下のとおりである。

第570軍部隊は特殊部隊である教導指揮局である。これは脱北者からもたらさ
れた情報であるが，脱北者に同軍部隊の出身者が少なくないことは2006年9月19
日にソウルの国防部建物の前で軍隊出身の脱北者101人がデモをした際に，発表
された参加者名簿で確認することができる（Daily NK 2006年9月19日）。そして，
2017年に刊行された『金正日全集18』に同軍部隊が特殊部隊を意味する「狙撃・
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軽歩兵部隊」であると述べられていることはこの情報を裏づけている（『金正日全

集18』2017, 20-33）。
第583軍部隊は軍事建設局である。これは，同局に十数年にわたり勤務して小

隊長を数年経験した脱北者である林永宣が述べているものである。林永宣が1994
年にソウルで出版した著作で本人が同局で従事した建設事業の内容が細かく書か
れていることや，2013年に刊行された『金正日選集19（増補版）』で，同軍部隊
が建設に従事していることを示す記述があることで裏づけられる（林永宣 1994;

『金正日選集19（増補版）』2013, 314-321）。
第534軍部隊は後方総局である。『労働新聞』2014年1月12日には金正恩が同

軍部隊指揮部を訪問し，同軍部隊が朝鮮戦争時に後方物資を保障したことやこん
にちまでの軍人生活の向上に貢献したことに言及したこと，金正日や金正恩が同
軍部隊所属の工場や農場，病院を訪問したことが示されている。その工場や農場
の範囲が平壌，平安南道，平安北道，江原道，黄海南道などにわたっていること
が『労働新聞』2001年7月17日，同2001年9月23日，同2001年11月18日，同
2002年6月18日，同2004年1月13日，同2005年7月18日，同2011年11月14日，
同2013年5月26日，同2014年1月7日，同2014年5月9日，同2014年5月28日，同
2014年11月15日，同2015年12月16日，同2017年2月21日などの記事に示され
ている。

第597軍部隊は東海艦隊である。これは，『労働新聞』2014年6月16日にある
同軍部隊長の名前と『労働新聞』2015年1月31日にある同艦隊長の名前が一致す
ることからわかる。

第587軍部隊は西海艦隊である。これは海軍では艦隊より下位の単位を連合部
隊とは呼ぶことはないこと，朝鮮の艦隊は東海艦隊と西海艦隊しかないことから
わかる。

さらに，大連合部隊や連合部隊と呼ばれていないものの，軍事部門の芸術コン
クールなどのイベントの参加状況から，軍団級の扱いを受けていることがわかる
組織に，火力指揮局（旧：砲兵司令部），偵察総局（旧：偵察局），作戦総局（旧：

作戦局）がある。
火力指揮局は第531軍部隊である。これは，同軍部隊が砲兵司令部であったこ

とは先に述べた萩原氏も指摘しており，その資料集で示されている（萩原 1996b, 
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168）。そして，『労働新聞』2014年7月7日で砲兵司令部がこんにちの火力指揮局
であることを確認することができる。

偵察総局は第586軍部隊である。これは，同軍部隊が朝鮮戦争より前から存在
することは萩原氏の資料集で確認される（萩原 1996b, 175, 200）。同軍部隊が旧
偵察局であることは韓国情報で示された。そして，2009年5月10日発の韓国の聯
合ニュースが偵察局の偵察総局への昇格を報じ，偵察総局の存在は『労働新聞』
2013年3月29日の報道で確認されたことからこれらの情報の正確性は裏づけら
れる。

作戦総局は第525軍部隊である。同軍部隊が朝鮮戦争より前から存在すること
は萩原氏の資料集でも確認される（萩原 1996b, 151-152）。同軍部隊が作戦局で
あることは韓国情報で示され，『労働新聞』1991年2月11日が作戦局の存在を示
したことで，この情報の正確性は裏づけられる。そして，作戦局が作戦総局に昇
格したことは『労働新聞』2016年1月5日に示されている。

こうして軍団級の単位にそれぞれコードナンバーを付した結果は表3-1のとお
りである。

 3 師団級単位のコードナンバー

萩原氏は資料のなかの，人民軍内部文書を細かく分析し，朝鮮戦争開戦当時の
軍部隊のコードナンバーを割り出す作業を行っている。作業のポイントは軍部隊
の位置，指揮官の名前，文書に記載された順序などの照合である。その作業の結
果，第1歩兵師団が第115軍部隊，第2歩兵師団が第235軍部隊，第3歩兵師団が第
395軍部隊，第4歩兵師団が第485軍部隊，第5歩兵師団が第615軍部隊，第6歩兵
師団が第655軍部隊，第12歩兵師団が第825軍部隊であることが明らかにされた
（萩原 1993; 1995）。

朝鮮戦争当時のコードナンバーが戦争後も引き継がれていることは朝鮮労働党
や政府の機関紙などで確認することができる。

第115軍部隊すなわち近衛第1歩兵師団の存在は『労働新聞』2010年4月15日
の記事で確認することができる。1951年10月20日時点では第3軍団管下にあった
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表3-1　人民軍軍団級単位のコードナンバー

（出所） 筆者作成。

正式名称 コードナンバー 位置など
第1軍団 第313軍部隊 前線東部
第2軍団 第567軍部隊 前線中東部
第3軍団 第526軍部隊 平壌周辺西側
第4軍団 第233軍部隊 前線西南部
第5軍団 第549軍部隊/第327軍部隊 前線中部
第7軍団 第324軍部隊 咸鏡南道咸興地区
第8軍団 第593軍部隊 平安北道・中朝国境
第9軍団 第264軍部隊 北部・咸鏡北道方面
第10軍団 第287軍部隊 東海岸・元山地区
第11軍団 第630軍部隊 特殊作戦軍
第12軍団 第380軍部隊 白頭山地区

第91首都防御軍団（平壌防御軍団, 
第91訓練所） 第966軍部隊 平壌

平壌地区高射砲軍団 第837軍部隊 平壌
第108機械化歩兵師団（108訓練所） 第604軍部隊 咸興・栄光地区
第815機械化歩兵師団（815訓練所） 第337軍部隊 黄海北道沙里院・瑞興
第806機械化歩兵師団（806訓練所） 第757軍部隊 江原道淮陽付近
第425機械化歩兵師団（425訓練所） 第671軍部隊 （未詳）

第518砲兵師団（518訓練所） 第375軍部隊 （未詳）
第820訓練所 第488軍部隊 （未詳）

第105タンク師団 第105軍部隊 （未詳）
空軍司令部 第564軍部隊 （未詳）
海軍司令部 第572軍部隊 （未詳）
東海艦隊 第597軍部隊 東海岸
西海艦隊 第587軍部隊 西海岸

戦略軍司令部 第639軍部隊 （未詳）
護衛司令部 第963軍部隊 （未詳）
教導指導局 第570軍部隊 （未詳）
軍事建設局 第583軍部隊 （未詳）
後方総局 第534軍部隊 （未詳）

火力指揮局 第531軍部隊 （未詳）
偵察総局 第586軍部隊 （未詳）
作戦総局 第525軍部隊 （未詳）
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（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。『労働新聞』2002年12月12日の記事と
朝鮮中央テレビ2014年8月7日の報道で現在は平安南道に位置し，引き続き第3軍
団管下にあることがわかる。

第235軍部隊すなわち近衛姜健第2歩兵師団の存在は『労働新聞』2008年11月
17日および『民主朝鮮』2007年4月8日の記事で確認することができる。1951年
10月20日時点では第2軍団管下にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。
『労働新聞』1997年4月16日，『労働新聞』2005年11月24日の記事で現在は前
線東部に位置していることがわかり，前線東部の第1軍団管下にあると推定され
る。

第395軍部隊すなわち近衛ソウル第3歩兵師団の存在は『労働新聞』2000年12
月28日で確認することができる。1951年10月20日時点では第7軍団管下にあっ
た（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。同じく『労働新聞』2000年12月28
日で現在は黄海北道・開城方面の前線に位置することがわかり，前線西部の第2
軍団管下にあると推定される。

第485軍部隊すなわち近衛ソウル金策第4歩兵師団の存在は『労働新聞』2003
年10月30日の記事で確認することができる。1951年10月20日時点では第4軍団
管下にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。『労働新聞』1999年5月
29日で現在は前線中部の第5軍団の管下にあることがわかる。

第615軍部隊すなわち第5歩兵師団の存在は『労働新聞』2005年8月3日の記事
で確認される。1951年10月20日時点では第4軍団管下にあった（國防部軍事編纂

研究所 2001b, 155-267）。同じく『労働新聞』2005年8月3日で現在は前線中部の
第5軍団管下にあることがわかる。

第655軍部隊すなわち近衛第6歩兵師団の存在は『労働新聞』2012年4月28日
の記事で確認される。1951年10月20日時点で第5軍団管下にあった（國防部軍事

編纂研究所 2001b, 155-267）。『労働新聞』同2001年2月8日で現在は開城付近に
位置し，前線西部の第2軍団管下にあることがわかる。

第825軍部隊すなわち安東第12歩兵師団については，『労働新聞』1998年8月3
日の写真で存在を確認することができる。1951年10月20日時点では第5軍団管下
にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。1975年3月5日に同師団所属
の少尉が脱北して，同師団が第5軍団管下にあることを明らかにした（『朝鮮日報』
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1975年3月22日）。そして，同じく『労働新聞』1998年8月3日の写真で引き続き
前線中部の第5軍団の管下にあることがわかる。

このほか朝鮮戦争開戦初期に存在した師団でコードナンバーがわかるものに，
第7歩兵師団，第8歩兵師団，第9歩兵師団，第10歩兵師団，第13歩兵師団，第15
歩兵師団がある。

第7歩兵師団は第595軍部隊である。同師団はもともと内務省管下に組織された
38警備第7旅団であり，黄海道市邊里付近に駐屯し，1950年7月20日に第7歩兵
師団への改編が開始された（朱栄福 1979, 172-174; ヴォルコフスキイ 2003, 87）。
1951年10月20日時点では第7軍団管下にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 

155-267）。同師団には「柿の木中隊」との別名をもつ女性海岸砲中隊があり，『労
働新聞』2006年11月6日に同軍部隊の管下にこれがあることが示されていること
から，同師団と同軍部隊は同一のものであることがわかる。そして，2017年4月
15日の閲兵式で第10軍団が「柿の木中隊」を有することが紹介され，同師団は現
在東海岸元山付近の第10軍団の管下にあることがわかる。

第8歩兵師団は第851軍部隊である。同師団はもともと内務省管下に組織された
38警備第1旅団であり，江原道杆城付近に駐屯し，1950年6月25日の開戦時には
江陵への攻撃に参加した。同年7月1日から38警備第1旅団は第8歩兵師団に改編
され，8月2日〜4日に慶尚北道安東から洛東江に到着して渡河作戦を開始した。
1952年9月18日に始まった戦術反撃作戦で第8歩兵師団は江原道高城郡の351高
地戦闘に参加した（朱栄福 1979, 172-174; 军事科学院军事历史研究部 1990, 170-

172; 中央日報特別取材班 1993, 76-77; ヴォルコフスキイ 2003, 61, 70, 89-90）。こ
の戦歴は，1980年に刊行された『金日成著作集6』に収録されている金日成の
1951年4月28日の同軍部隊における演説のなかで洛東江渡河戦闘に言及されて
いること，同軍部隊の看護員が，同軍部隊が38警備隊として組織され，洛東江渡
河戦闘にも参加したと述べていること（『金日成著作集6』1980, 371-382; キム ジ

ンソン 2013），『労働新聞』2001年5月19日には，同軍部隊は351高地戦闘に参加
した師団であると書かれていることとまったく一致しており，同師団と同部隊が
同一のものであることがわかる。1951年10月20日時点では第1軍団管下にあった
（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。同師団は『労働新聞』2002年10月15
日および『労働新聞』2014年12月30日で現在前線東部の海岸に配置されている
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ことが示されており，前線東部の第1軍団管下にあるものと推定される。
第9歩兵師団は第315軍部隊である。同師団ももともと内務省管下に組織された

38警備第3旅団であり，黄海道竹川付近に駐屯し，第1旅団と同じく1950年7月1
日から第9歩兵師団に改編された（朱栄福 1979, 172-174; 中央日報特別取材班 

1993, 76-77; ヴォルコフスキイ 2003, 70）。萩原氏の資料集にはこの改編途中の軍
部隊の史料が収録されており，そのなかにある軍部隊長の名前などから同師団が
同軍部隊であることがわかる（萩原 1996b, 239-240）。1951年10月20日時点では
第6軍団管下にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。同師団は『労働
新聞』1972年4月9日に出ているため存続は確認されるが，配置状況などは現在
の資料状況では不明である。

第10歩兵師団は第756軍部隊である。萩原氏の資料集にある1950年1月17日付
の民族保衛相・総参謀長による命令書と5月17日付の砲兵指揮長の指令書を照合
することで同軍部隊と第2民青訓練所が同一のものであることがわかり，また，当
時工兵局にいた朱栄福の著書で，同訓練所が第10歩兵師団に改編されたことがわ
かる（朱栄福 1979, 207; 萩原 1996b, 147-148, 151-152）。1952年6月時点で同師
団は第4軍団管下にあった（朝鮮労働党出版社 1998, 296）。2008年6月12日で金正
日が同師団を訪問したことが発表されたことで存続は確認されるが，配置状況な
どは現在の資料状況では不明である。

第13歩兵師団は第246軍部隊である。これも萩原氏の資料集にある1950年1月
17日付の民族保衛相・総参謀長による命令書と5月17日付の砲兵指揮長の指令書
を照合することで同軍部隊と第1民青訓練所が同一のものであることがわかり，
また，当時工兵局にいた朱栄福の著書で，同訓練所が第13歩兵師団に改編された
ことがわかる（朱栄福 1979, 207; 萩原 1996b, 147-148, 151-152）。1951年10月
20日時点では第2軍団管下にあった（國防部軍事編纂研究所 2001b, 155-267）。
1977年1月6日に同師団の兵士1人が韓国側に帰順したことで同軍部隊が当時第1
軍団管下にあることが知られるようになった（『朝鮮日報』1977年2月18日）。『労
働新聞』2011年6月10日で同師団が軍人家族芸術公演に参加していることが報じ
られ，同師団の存続は確認されるが，配置状況などは現在の資料状況では不明で
ある。

第15歩兵師団は第766軍部隊である。これも第10，第13歩兵師団と同様，萩原
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氏の資料集にある1950年1月17日付の民族保衛相・総参謀長による命令書と5月
17日付の砲兵指揮長の指令書を照合することで同軍部隊と第3民青訓練所が同一
のものであることがわかり，また，当時工兵局にいた朱栄福の著書で，同訓練所
が第15歩兵師団に改編されたことがわかる（朱栄福 1979, 207; 萩原 1996b, 147-

148, 151-152）。1951年10月20日時点では第3軍団管下にあった（國防部軍事編纂

研究所 2001b, 155-267）。1978年7月28日に同師団の兵士1人が韓国側に帰順し
たことから，同師団が当時第2軍団管下にあることが知られるようになった。
2002年2月19日に帰順した同師団の兵士1人が記した著作では同師団は開城市長
豊郡に配置されているとされ，引き続き同地を含めた前線西部にある第2軍団の
管下にあることがわかる。

以上の朝鮮戦争開戦時から存在する人民軍各師団のコードナンバーは表3-2の
とおりである。

正式名称 コードナンバー 現在の位置など
第1歩兵師団 第115軍部隊 平安南道, 第3軍団管下

近衛姜健第2歩兵師団 第235軍部隊 前線東部, 第1軍団管下

近衛ソウル第3歩兵師団 第395軍部隊 前線西部（黄海北道・開城方面の前線）， 
第2軍団管下

近衛ソウル金策第4歩兵師団 第485軍部隊 前線中部, 第5軍団管下
第5歩兵師団 第615軍部隊 前線中部, 第5軍団管下

近衛第6歩兵師団 第655軍部隊 前線西部, 第2軍団管下
第7歩兵師団 第595軍部隊 東海岸元山付近, 第10軍団の管下
第8歩兵師団 第851軍部隊 前線東部, 第1軍団管下
第9歩兵師団 第315軍部隊 （不明）
第10歩兵師団 第756軍部隊 （不明）

安東第12歩兵師団 第825軍部隊 前線中部, 第5軍団管下
第15歩兵師団 第766軍部隊 前線西部, 第2軍団管下

表3-2　人民軍師団のコードナンバー

（出所）筆者作成。
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まとめ

人民軍のコードナンバーは，基本的にソ連軍の方式が導入されたものである。帝
国陸軍の場合，「通称号」あるいは「通称番号」と呼ばれたコードナンバーは，制
度の改変によって幾度かの変更があったが，人民軍の場合はこうした改変がな
かった。そのため，軍部隊にはその組織された時点から将来的に変更がない原則
でコードナンバーが付与されたといえる。

コードナンバーを付与する目的は当該部隊の規模，属性，作戦行動に関する情
報を秘匿することにある。表3-1，表3-2にみられるとおり，軍団級の単位，師団
級の単位のいずれをみても数字に規則性がみられず，乱数であることがわかる。し
たがって，数字そのものから規模，属性，作戦行動に関する情報を得ることは不
可能である。しかしながら，コードナンバーに関する具体的な情報を蒐集して積
み上げていくと，その秘匿されている部分につながる手がかりを掴むことが可能
になることは本章の作業で示したとおりである。

たとえば，本書第4章で金日成が戦争中に政治統制機関である人民軍総政治局
に指示して展開させた模範中隊運動に関して，それが最初に開始された部隊は公
式の史料では第825軍部隊としか示されていないが，これは第12歩兵師団である
ことがわかる。そして，この第4章で示された建軍の過程をみると，この師団は
中国人民解放軍から開戦前に引き渡された部隊であることもわかる。

同じく1960年に金日成が展開を指示した赤旗中隊運動が開始された部隊は公
式文献では第109軍部隊とか，第478軍隊と表記されている。これも第478軍部隊
が軍団級の第105タンク師団であることがわかれば，この運動が始まった部隊が
第105タンク師団管下の部隊であることを知ることができる。

また，本書第5章で金正日が学生時代や党中央委員会の平職員であった頃に訪
問した部隊のうち，第567軍部隊は西部前線の第2軍団，第597軍部隊が東海艦隊，
第526軍部隊が平壌をとりまく第3軍団であることがわかるだけでも，金正日が各
地のさまざまな部隊を訪問して軍事に課する見聞を深めてきた事実を知ることが
できる。

以下，本書で党軍関係を論じるなかで，公式報道や公式文献でコードナンバー
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金日成の軍隊建設と 
政治統制制度の構築

第 4 章

政治指導者の軍隊に対する影響力の及ぼし方はそれぞれの軍隊によって異なる。
朝鮮の正規軍である朝鮮人民軍はその成立の当初から金日成が強くかかわってき
た。

そもそも朝鮮の軍隊に関する研究は，政治的，軍事的な必要性が高い韓国で多
くなされてきた。しかし，韓国では，とくに民主化以前は，共産主義や共産圏に
関する資料の閲覧などに関する法的あるいは社会的制約が強く，人民軍に関する
研究をすることができる研究者は少数の人々に限られており，そうした研究者に
よる研究は，おもに情報機関や国防部が収集した情報や「帰順者」の証言によっ
ていた。このため，1980年代末の民主化までの研究成果は，資料の出典が明記さ
れていない場合が多く，正確な情報に基づく記述とそうでない怪しい情報に基づ
く記述を区別することが難しいという欠点があった（金昌順 1961; 大韓民国国防部

戦史編纂委員会 1967; 社団法人北韓年鑑刊行委員会 1968; 康仁徳 1974）。そして，日
本における研究も長い間こうした韓国側の2次資料に依拠せざるを得なかった（青

田 1979; 塚本 1988; 韓桂玉 1990）。
1990年代以降，韓国社会の民主化が進んだこととともに，アメリカで朝鮮戦争

時の鹵獲文書など新たに公開された資料が利用されるようになったこと，冷戦の
終焉によって中国や旧ソ連地域に住むかつての人民軍関係者からの証言が得られ
るようになったことで，朝鮮の軍隊に関する研究は大きな進展をみせるように
なった。韓国では，1991年に人民軍創建過程に関する本格的な研究書が刊行され，
また，報道機関も旧ソ連地域在住の関係者たちの多くの証言を得るようになった
（張浚翼 1991; 中央日報特別取材班 1992; 1993）。日本でもこれらの資料を活用し
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た朝鮮戦争に関する研究が進められた（萩原 1993; 1995; 1996a; 1996b; 1996c; 

和田 1995）。
これらと並行して，金正日時代以降の朝鮮での歴史研究の進展も重要である。と

くに1996年に刊行が始まった『偉大な首領 金日成同志の不滅の革命業績』シリ
ーズによって，金日成時代の歴史の新たな体系化が進められ，とくにその第4巻
と第9巻では軍事に関するこれまで知られていなかった事実も明らかにされるよ
うになった（朝鮮労働党出版社 1998a; 1998b）。さらに金正恩時代に入ってからも，
2013年から『金日成逸話集』シリーズの刊行が始まり，また，社会科学院などで
も軍隊建設に関する書籍が刊行されるなど，平壌での歴史研究は軍隊建設の過程
で起こった諸事実を明らかにしている（社会科学院金日成同志革命歴史研究所 2013; 

ハン ウンギョン 2018）。本章では，こうした1990年代後半以降に平壌で出版物な
どにより明らかにされた諸事実をふまえ，金日成時代の人民軍の建設過程を分析
して，人民軍のなかにどのような政治統制の制度が形成されてきたかを明らかに
することを試みる。

 1 人民軍の創設

一般に正規軍の建設は，幹部（将校）の養成と部隊の編成によって始まる。朝
鮮人民軍の創設準備はソ連軍政下で行われた。

1945年8月6日にソ連軍が満州（現：中国東北地方）と朝鮮に侵攻し，17日に日
本軍との戦闘が終結すると，北朝鮮各地にソ連軍が進駐した。ソ連ハバロフスク
州ヴャツコエ村の基地でソ連極東軍傘下の独立88旅団1大隊長として朝鮮人部隊
を率いていた金日成は，9月19日にソ連艦船で元山港に入り，22日に平壌に到着
した。翌23日には，軍隊創設の準備にとりかかり，平安北道新義州にいた朝鮮人
飛行士のリ・ファルを平壌に呼び出し，空軍建設の準備としてその航空隊を創設
することを指示した（リ ファル 1979; リ サンジュン ほか 2015, 58-64）。また，金
日成は，11月17日に軍事幹部を養成する平壌学院（後に，第2政治中央軍官学校，金

策政治軍官学校，金日成政治大学に改称）を建設するための敷地を平壌中心部から少
し離れた柳岡郡多美面智蔚里（現：南浦市港口区域建国洞）の旧：昭和電工技術院



77

第4章　金日成の軍隊建設と政治統制制度の構築

養成所の建物に定めた。院長は抗日パルチザンに参加して金日成とともに帰国し
た金策が務めた。11月下旬には平壌学院の学生募集要項が作成された（テ ビョン

チョル・オ チャンボク 1997, 64-65）。
リ・ファルによる空軍建設の準備は進み，1945年11月29日に新義州で航空隊

が結成され，結成式に金日成が出席した。この航空隊が基本となり，12月15日に
朝鮮航空協会が結成され，この会長に金日成が，副会長にリ・ファルが就任した
（柳文華 1948, 4; リ ファル 1979）。

平壌学院のほうは1946年1月に門を開き，2月13日に開院式とともに正式に講
義を始めた。開院時，平壌学院の学生数は575人で4つの班にわかれていた（朝鮮

労働党出版社 1998b, 210）。さらに3月17日には金日成は平壌学院を訪問して学院
のなかに航空班を組織するよう指示を出し，新義州航空隊から113人を選抜して
ここに入学させることで6月7日にこの航空班が航空科に拡大された（『金日成全集

3』1992, 217-220; パク スンロク 1997, 65-66）。
平壌学院に続いて，各軍種，兵種の専門幹部の養成機関も準備された。1946年

4月7日に金日成は平安南道城岩面大安里（現：南浦市港口区域大安洞）の旧：朝鮮
製鐵江西工場に歩兵，砲兵，北朝鮮保安幹部学校（別名：中央保安幹部学校，後に

第1中央軍官学校，陸軍軍官学校，姜健軍官学校，姜健総合軍官学校に改称）の敷地を
定めた（教育図書出版社 1990, 468; キム チョルジュン ほか 2015, 313）。7月8日に
はこの学校の設置に関する北朝鮮臨時人民委員会決定第35号が出され，教員をソ
連軍司令部所属人員から招聘することも明記された（『法令公報』1947年1月15日）。
そして，北朝鮮保安幹部学校は20日に開校した。校長には中国延安からの帰国者
である朴孝三が就任したが，8月に金日成の抗日パルチザンに参加していた金京
石と朴成哲がそれぞれ文化担当副校長と教務部長に任命された（『金日成全集4』

1992, 109-112; 朴成哲 2004; キム チョルジュン ほか 2015, 332-334）。
幹部養成の機関が始動する頃，部隊の編成の準備も進められた。1946年8月に

保安幹部訓練所が平安南道价川，平壌，咸鏡北道羅南に設置された。これらの保
安幹部訓練所は平壌の保安幹部訓練大隊本部の指揮下におかれ，それぞれ参謀部，
文化部，砲兵部，後方部があり，傘下に3個の分所，各分所のもとに大隊，中隊，
小隊が組織されるようになった（社会科学院歴史研究所 1981a, 128; 朝鮮労働党出

版社 1998b, 212-214）。保安訓練大隊本部の司令官は金日成の抗日パルチザンに
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参加していた崔庸健であり，9月に同じく金日成の抗日パルチザンに参加してい
た安吉が参謀長に就任した（『労働新聞』1967年12月13日）。保安幹部訓練大隊本
部とそれぞれの保安幹部訓練所は人民軍の陸上戦力の母体となった。

海軍に関しては，1946年6月に東海水上保安隊が，7月に西海水上保安隊が設
置され，1947年4月にいずれも大隊級にまで拡大し，それぞれ傘下に3個中隊を
おくようになった（朝鮮労働党出版社 1998b, 215-216）。金日成は6月5日に西海水
上保安隊の隊長に金日成の抗日パルチザンに参加した金成国を任命した（『金日成

全集3』1992, 461-462; キム チョルジュン ほか 2015, 321-322）。幹部養成に関し
ては，1947年7月8日に金日成が水上保安幹部学校（後の海軍軍官学校，金正淑海

軍大学）の敷地を選定して建設に入った（『労働新聞』1977年8月28日; ホ モラン・

カン ウンヒャン 2016, 38-40）。
空軍に関しては，リ・ファルが組織した朝鮮航空協会が創設後半年ほどで2500

余人の会員を有するようになり，1946年12月にはそれが13万9500余人に拡大し，
6個の道，6個の都市，48個の郡に下部組織をもつようになった。そして1947年
8月20日には最初の飛行隊として平壌学院飛行隊が組織された（社会科学院歴史研

究所 1981a, 130-131）。
陸海空の戦力の母体ができあがると，1948年2月4日に民族保衛局（後に，民族

保衛省，人民武力部，人民武力省，現：国防省）が当時の政府である北朝鮮人民委員
会に設置された。その局長は，平壌学院院長から北朝鮮人民委員会副委員長兼産
業局長になっていた金策が兼任することになった（柳文華 1948, 43）。そして，2
月8日に人民軍は閲兵式を挙行して，その成立を公に宣言した。保安幹部訓練大
隊本部の責任者の崔庸健は人民軍の総司令に就任し，价川にあった保安幹部訓練
所第1所は第1歩兵師団，羅南にあった保安幹部訓練所は第2歩兵師団に，元山に
あった保安幹部訓練所第3所は第3歩兵独立旅団に改称し，平壌学院は第2中央政
治軍官学校に，北朝鮮保安幹部学校は第1中央軍官学校に改称した。うち，第3歩
兵独立旅団は10月16日に第3歩兵師団に拡大された（パク スンヒ 1948）。

正規軍として公に姿を現した人民軍は急速に規模を拡大した。陸上戦力につい
ては，1946年8月10日に，金日成が抗日パルチザンに参加していた第2歩兵師団
4連隊長柳京守に戦車部隊の組織を指示し，11月14日には平壌美林で初の戦車部
隊として第15タンク連隊の結成式が挙行された（崔龍雲 1968; 黄鉄山 1979;『金日
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成全集8』1994, 204-205; キム チョルナム・カン ウンヒャン・ホ モラン 2017, 143-

145）。この戦車部隊は拡大を続け，1949年5月までに第9タンク旅団（別名：第

105タンク旅団）に改編された（朱栄福 1979, 165-166; 朝鮮労働党出版社 1998b, 

236; 國防部軍事編纂硏究所 2001, 10-11）。さらに，朝鮮戦争が始まってから，1950
年7月1日に第105タンク師団になった。

空軍については，飛行隊が1948年9月28日に第25飛行連隊に拡大し，さらに，
1949年8月16日に第11飛行師団となった（パク スンロク 1997, 69-71）。また，
1949年12月18日の金日成の指示によってこの飛行師団から航空教導隊が分離し
て，後に空軍軍官学校，金策空軍大学となった（『金日成著作集5』1980, 327-331; 

チョン クムヒ・キム チュンイル・パク ホンス 2017, 209）。
海軍については，1949年8月28日に江原道元山で初の海軍艦隊である魚雷艇艦

隊が組織された。そして，9月20日の金日成の指示により，民族保衛省海軍局（艦

隊司令部）が海軍司令部に改編され，艦隊のほか，省直属の海岸歩兵連隊，海岸
砲兵連隊，海軍軍官学校をその傘下に収めた（朝鮮労働党出版社 1998b, 233; チョ

ン クムヒ・キム チュンイル・パク ホンス 2017, 93-93）。11月には水上保安幹部学
校が海軍軍官学校に改編され，また，12月には，海事技術訓練所が組織された
（朝鮮労働党出版社 1998b, 232）。

陸上戦力のうち砲兵については，1945年5月までに民族保衛省直属の予備砲連
隊と高射砲連隊が新設され，東西両海岸に海岸砲兵区分隊（大隊または中隊）が配
置された。砲兵は1949年末までに1兵種として確立した（朝鮮労働党出版社 1998b, 

236-237）。
こうした既存の部隊の拡大とともに，1949年から人民軍は民族保衛省外に設置

された武装組織や現役軍人による軍事訓練機関の編入，中国からの引き揚げ部隊
の編入などにより，規模を拡大した。

内務省には武装組織として1947年7月に38警備保安隊が組織されており，48年
1月に独立保安旅団に拡大されていた（『金日成著作集4』1979, 316-322; 中央日報

社特別取材班 1993, 76-77）。9月にこの旅団は人民軍に第4独立歩兵旅団として編
入され，1950年3月に第4歩兵師団に改編された（朱永福 1979, 207; 朝鮮労働出版

社 1998b, 228）。
このほか，内務省には1948年8月に38警備第1旅団と第3旅団が組織され，1949
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年7月中旬に第7旅団が組織された（『金日成著作集4』1979, 399-405; 『金日成全集

8』1994, 263-269; チョン クムヒ・キム チュンイル・パク ホンス 2017, 98）。これ
ら3個旅団は戦争が始まってから，1950年7月にそれぞれ人民軍に第8歩兵師団，
第9歩兵旅団，第7歩兵旅団として編入された（中央日報社特別取材班 1993, 76-77）。

人民軍の歩兵師団の現役の指揮官が訓練を施してきた民青訓練所は平安北道新
義州に第1所，平安南道粛川に第2所，咸鏡北道会寧に第3所の都合3個が設置され，
1950年3月〜5月にそれぞれ第13歩兵師団，第10歩兵師団，第15歩兵師団として
改編された（朱永福 1979, 207; 朝鮮労働党出版社 1998b, 231）。

中国からの引き揚げ部隊の編入は，中国での国共内戦における共産党側の勝利
が確定的になるとともに進んできた。1949年7月に中国東北の中国人民解放軍第
4野戦軍第166師（師団）が帰国して人民軍第6歩兵師団に，同第164師（師団）が
帰国して人民軍第5師団に改編された。1950年4月には，解放軍47軍独立4団（連

隊）が帰国して人民軍第4歩兵師団18連隊に改編され，中南軍区独立15師が帰国
して人民軍第12歩兵師団に改編された（朱永福 1979, 172-174, 207; 呂政 1991, 

14-15; 吉在俊・李尚典 2008, 59, 251, 301-304）。
こうした人民軍の拡大の過程は図4-1に示すとおりである。人民軍は1950年6

月25日の朝鮮戦争開戦時には，師団級の軍部隊だけでも10個の歩兵師団，1個の
戦車師団，1個飛行師団，海軍があり，内務省の3個旅団も含めて，質量ともに相
当の戦争準備が整えられていた。

 2 政治指導制度の設置

正規軍の建設に並行して，金日成は党の建設を進めてきた。1945年10月10日〜
13日に以北5道党熱誠者大会が開かれ，朝鮮労働党の起源となる朝鮮共産党北朝
鮮分局が設置された。12月17日に開催された分局中央第3次執行委員会で金日成
はそのトップである責任秘書（責任書記）に選出された。1946年3月に実施され
た土地改革事業はこの分局によって進められた。分局は土地改革事業によって勢
力を拡大し，4月19日から北朝鮮共産党と名乗るようになり，さらに8月29日〜
30日に中国からの帰国者を中心とした朝鮮新民党と統合して北朝鮮労働党と
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保安幹部訓練所第1所　第1歩兵師団
（1946 年 8月） （1948 年 2月） 

保安幹部訓練所第2所　第2歩兵師団
（1946 年 8月） （1948 年 2月） 

保安幹部訓練所第3所　第3独立歩兵旅団　第3歩兵師団
（1946 年 8月） （1948 年 2月） （1948 年 10 月） 

内務省38警備保安隊　内務省独立保安旅団　　      第 4歩兵師団
（1947 年 7月） （1948 年 1月） （1949 年 9月） 

中国人民解放軍164師　　第5歩兵師団
（1949 年 7月） 

中国人民解放軍166師　　第6歩兵師団
（1949 年 7月） 

中国人民解放軍独立15師 第 12歩兵師団
（1950 年 7月） 

民青訓練所第1所 第 13歩兵師団
（1950 年 5月） 

民青訓練所第2所　　　　第10歩兵師団
（1950 年 5月） 

民青訓練所第3所 第 15歩兵師団
（1950 年 5月） 

内務省38警備第1旅団 第 8歩兵師団
（1948 年 8月） （1950 年 7月） 

内務省38警備第3旅団 第 9歩兵師団
（1948 年 8月） （1950 年 7月） 

内務省38警備第7旅団 第 7歩兵師団
（1949 年 5月） （1950 年 7月）

第 15タンク連隊 第 9タンク旅団 第 105 タンク師団
（1948 年 11 月） （1949 年 4月） （1950 年 6月） 

平壌学院飛行隊 第 25飛行連隊 第 11飛行師団
（1947 年 8月） （1948 年 9月） （1949 年 10 月） 

東・西水上保安隊 海軍司令部
（1946 年 6月） （1949 年 9月） 

図4-1　人民軍師団級単位の変遷（1946�年�8�月～1950�年�7�月）

（出所） 筆者作成。
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なった。北朝鮮労働党は1949年6月30日〜7月1日に南朝鮮労働党と統合して朝鮮
労働党となった。それとともに党が軍隊を統制する仕組みが形成されるように
なった。

軍事幹部の養成機関にはすぐに党団体が組織された。最初の幹部養成機関であ
る平壌学院には金日成の抗日パルチザンに参加していた趙政哲が開院当初は政治
部長として，1946年2月からは政治副院長として党団体の組織に当たった（朝鮮

革命博物館第1学習研究部 2010, 310-314; 『民主朝鮮』2011年3月18日）。北朝鮮保安
幹部学校については，1946年8月16日に，金日成の抗日パルチザンに参加してい
た金京石が文化副校長（政治副校長）に任命され，党団体の組織に当たった（『労

働新聞』1962年9月9日; 『金日成全集4』1992, 109-112）。これらの学校内に組織さ
れた党部は中隊に党細胞，小隊に党分組をおき，1946年10月8日付の北朝鮮労働
党中央常務委員会決定により，党中央委員会直属とされ，市・郡党委員会と同格
にされた（国史編纂委員会 1998b, 12-13）。

軍部隊を編成する保安幹部訓練所では様子が違い，党団体は組織されなかった。
1946年10月21日付の党中央常務委員会決定では，保安幹部訓練所に党団体を組
織することのみならず，隊内の党員から党員証を回収することも隊内の党員が党
費を納入することも禁じられた。その理由は，保安幹部訓練所は「北朝鮮人民の
民主改革を保障する全人民の軍隊」であるため，「党軍化を防止して軍隊の統一的
統率権を保障するため」であるとされていた（国史編纂委員会 1998b, 37-38）。ま
た，正規軍の成立を宣言した1948年2月8日の閲兵式では，金日成は人民軍が「反
日武装闘争に一生を捧げてきた真正な愛国者たちを根幹として創設」され，「長い
革命伝統と闘争経験と愛国精神で輝く歴史的軍隊」であると述べたものの，党の
軍隊であるとはいわなかった。崔庸健総司令も金日成の抗日武装闘争を継承して
いることに触れただけであった。一方，閲兵式には統一戦線を代表して青友党党
首の金達鉉が出席して祝辞を述べていた（北朝鮮人民委員会宣伝局 1948）。そして
総司令の崔庸健は当時，形式上民主党の党首であった。この時点では人民軍は党
の軍隊ではなく，統一戦線の軍隊の形式をとっていた。

党軍化に制動をかけた目的は部隊の量的拡大を優先するためであるが，金日成
は実際には軍隊を将来的に党の指導下におく制度を整えていた。保安幹部訓練大
隊本部の文化部長には金日成の抗日パルチザンに参加していた金日が就き，それ
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ぞれの保安幹部訓練所には発足とともに学校と同じく，政治教育と宣伝を担当す
る文化部が設置された。そして1946年10月21日付の党中央常務委員会決定に
よって，党傘下の青年団体である民青団体を文化部の下に設置することになった
（国史編纂委員会 1998b, 37-38）。そして，保安幹部訓練大隊本部文化部は1948
年9月9日の共和国政府樹立とともに民族保衛省文化訓練局に改編され，さらに，
1949年5月27日付の内閣決定「文化副中隊長制度を実施することについて」に
よって師団級から中隊に及ぶ体系を整えるようになった。

文化幹部は，師団に文化副師団長，文化部長，文化副部長，上級指導員，指導
員，宣伝員，民青指導員，敵工指導員，連隊に文化副連隊長，大隊に文化副大隊
長，宣伝員，民青指導員，文化指導員，中隊に文化担当副中隊長としておかれた
（図4-2）。1949年12月15日時点の民族保衛省文化訓練局幹部部の統計では，人
民軍の文化幹部の総数は編制上2542人，実数1892人，欠員650人であった（アン 

ヨン 1949）。

図4-2　文化幹部の体系（1949�年�12�月）

（出所） 筆者作成。

民族保衛省文化訓練局

文化副師団長

文化部長

文化副部長 上級指導員 指導員 宣伝員 民青指導員 敵工指導員

文化副連隊長

宣伝員 民青指導員 文化指導員

文化副大隊長

宣伝員 民青指導員 文化指導員

文化担当副中隊長
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この統計では実数1892人のうち1881人について党歴，軍歴，学歴が示されて
いる。このうち党員は1766人であり，非党員は115人であった。党員のうち党歴
が，朝鮮共産党北朝鮮分局が組織された1945年10月以前に遡る者もいるが，こ
れは中国共産党などの党歴を加算したものであるようである（表4-1）。文化幹部
のなかには「革命軍」としての軍歴を認められた者が442人いるが，このうち422
人は中国共産党の八路軍出身者であり，これは「革命軍」全体の95.5%，文化幹
部全体の22.4%である（表4-2）。

学歴でも中国などでの経歴が認められていた。ただし，文化幹部全体の過半数
である1004人は第2中央政治軍官学校で教育を受けた幹部であったとなってい
る。文化幹部は平壌学院およびその後身の第2中央政治軍官学校出身者が優勢で
あったことがわかる（表4-3）。

文化幹部の配置は部隊編成の進行に比べて遅く，1950年3月3日の時点で，師
団級で7人の文化部長が欠員，連隊級で5人の文化副連隊長が欠員，大隊級で12人
の文化副大隊長が欠員，中隊級で571人の文化副中隊長が欠員という状態であっ
た（表4-4）。ただし，軍隊内で朝鮮労働党の影響力が強くなってきたことは，と
ある大隊で総員768人のうち132人が党員であり，674人が党傘下の団体である民
青同盟のメンバーまたは元メンバーであることから確認される（表4-5）。

 3 指揮官監視体系と党委員会制度の成立

平壌での公式の説明では，1950年6月25日に朝鮮戦争が始まり，6月30日にト
ルーマン大統領が陸軍部隊の派遣をするなどアメリカの介入が強化されたことに
よって，7月4日に金日成を司令官とする最高司令部と戦闘を指揮する前線司令部
が組織され，翌5日に，内閣副首相兼商業相の金策がその司令官に，人民軍総参
謀長の姜健がその参謀長に，民族保衛省文化訓練局長の金一がその軍事委員に任
命されたことになっている（社会科学院歴史研究所 1981b, 162; 朝鮮労働党出版社 

1998a, 305; 1998b, 91）。公式の説明のなかに軍事委員が出てくるのはこの時が
最初である。しかし，開戦直後から公に「最高司令部報道」が発表されていた。ま
た，当時の人民軍作戦局長だった人物などの証言によって，前線司令部は開戦時
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6カ月
以下

6カ月
〜1年

1〜1
年半

1年半
〜2年

2〜3
年

3〜4
年

4〜5
年

5〜
10年

10年
以上 無所属 計

（党員）
3級 2 2 7 36 1 18 48
4級 2 20 16 22 128 384 11 34 583
5級 14 21 26 69 266 1 27 397
6級 6 16 7 38 260 13 16 340
7級 5 6 6 27 216 18 1 1 19 280
8級  1 65 19 1 85
9級 10 7 1 2 20
10
級 1 5 3 2 11

11
級 1 1

12
級 1 1

計 2 47 61 61 270 1238 76 5 6 115 1766

（注）  等級は，3級は小隊長級，4級は副中隊長級，5級は中隊長，6級は副大隊長級，7級は大隊長
級，8級は副連隊長級，9級は連隊長級，10級は副師団長級，11級は師団長級，12級はそれ
以上。以下の表も同様。

（出所）アン・ヨン（1948）より。

表4-1　文化幹部の党歴別構成（1949年12月15日）

抗日連軍 八路軍 地方運動者 その他 計
3級  9 9
4級 148 148
5級 116 116
6級 85 6 1 92
7級 39 1 40
8級 18 1 19
9級 2 4 1 7
10級 2 3 1 3 9
11級 1 1
12級 1 1
計 5 422 9 6 442

比率 1.1 95.5 2 1.4 100

表4-2　文化幹部の革命軍歴（1949年12月15日）

（出所）アン・ヨン（1948）より。
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1949年12月8日 1949年12月15日 1950年2月9日 1950年3月3日
欠員総数 384 650 452 1022

うち師団級文化部長 3 — 1 7
うち文化副連隊長 1 — 1 5
うち文化副大隊長 19 — 18 12
うち文化副中隊長 117 — 174 571

表4-4　文化幹部の欠員状況（1949年12月15日～1950年3月3日）

（出所） アン・ヨン（1949）「文化幹部欠員統計表1949年12月8日」；「文化幹部欠員統計表1950年
2月9日」；「文化幹部欠員統計表1950年3月3日」より筆者作成。

表4-5　人民軍第249軍部隊5大隊の隊員成分（1950年6月25日）

（出所）朝鮮人民軍第249軍部隊5大隊文化部（1950）より筆者作成。

政党別 宗教別 民青同盟関係
労働党 民主党 青友党 天道教 基督教 仏教 メンバー 元メンバー メンバー外 計
132 1 1 0 1 0 655 19 94 768

第一軍校 その他軍
官学校1） 第二政校 中央党 

学校 寺洞学校 その他2） 隊内 
登用者3） 計

3級 2 1 8 55 66
4級 1 24 419 1 13 10 149 617
5級 20 236 16 13 139 424
6級 7 22 192 6 30 6 100 356
7級 11 131 21 43 1 85 299
8級 7 18 12 29 3 17 86
9級 1 4 7 1 7 20
10級 2 1 2 6 11
11級 1 1
12級 1 1
計 10 88 1004 54 139 36 560 1881

比率 0.05 4.7 53.4 2.9 7.4 2.0 29.8 100

表4-3　文化幹部の専門学歴（1949年12月15日）

（注） 1）東北軍政学校，抗日学校，革命軍政学校。2）義勇軍学校，ソ連学校。3）未就学者。第1軍学
校は第1中央軍官学校，第2政校は第2中央政治軍官学校の略称。1人が複数の専門学歴をも
つ場合があるため合計が異なるものもある。

（出所）アン・ヨン（1948）より。
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にはすでに平安南道大同郡林原面西浦（現：平壌市兄弟山区域西浦）に設置されて
おり，金策，姜健，金一もその任務に就いていたこと，前線司令部のもとには2
個の軍団級の補助指揮所（別名：作戦組）が組織されて，西部の第1補助指揮所で
は金雄が司令官，金宰旭が軍事委員，東部の第2補助指揮所では金光侠が司令官，
林海が軍事委員として配置されていたことがわかっている（兪成哲 1991, 79-81; 

呂政 1991, 36; 朱永福 1979, 232-235, 295-296）。したがって，最高司令部と前線
司令部，補助指揮所が実際に組織されたのは公式発表の7月4日ではなく，6月25
日の開戦時より前のことであり，軍事委員の活動も同時に始まったといえる。な
お，補助指揮所は7月4日に軍集団に改称され，さらに11月に軍集団は軍団に改称
された。

軍事委員は，後の1951年2月20日の金日成の発言によれば，最高司令部に直属
する「党と政府の代表」であり，「軍団長の第1補助者」とされ，そのおもな任務
は軍団の戦闘準備，軍人の政治思想および道徳の教育，管下軍部隊への物質的保
障とともに，軍団の命令書に軍団長とともに共同署名することであった（『金日成

全集13』1995, 152-158）。軍事委員は軍団長と同等の立場にあり，とくに共同署
名の制度を通じて，指揮官の作戦行動が党の方針と違うことがないかどうかをチ
ェックするという，指揮官に対する監視を実施するものであった1）。なお，軍事委
員は1960年代に政治委員と改称されたことが，1966年7月の金正日の軍部隊訪問
に関する公式資料の記述で確認される（『労働新聞』1992年4月27日;『金正日全集9』

2014, 258-259）。
1950年9月15日の米軍の仁川上陸と10月19日から中国人民志願軍が鴨緑江を

超えて朝鮮に入り，戦争が新たな段階を迎えると，従来からの政治指導制度も大
きく変更されることになった。10月2日の党中央委員会政治委員会で軍隊内の文
化部を政治部に改編することが決定され，7日に民族保衛省文化訓練局が党中央
委員会直属の人民軍総政治局に改編された。21日にはこれに引き続き，党中央委

1） 筆者は 2001 年に発表した論文において，朝鮮戦争開戦時の軍事委員を文化副司令官と同一とみなし，
戦争時には指揮官監視制度はなかったように論じていた（中川 2001）。また，聖学院大学の宮本准教
授（当時）も 2013 年に刊行された書籍で，戦争時の軍事委員に指揮官監視の権限はなく，「軍隊を統
制するには大きな役割を果たせなかった」としている（宮本 2013, 88）。しかし，これらは当時の資
料状況から出した認識であったが，平壌で新たに刊行された資料により，本文に述べるように，開戦
時には軍事委員による指揮官監視制度が始まっていたことが明らかになった。
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員会政治委員会で人民軍のなかに中隊から連隊まで党団体を組織することが決定
された（朝鮮民主主義人民共和国科学院歴史研究所 1961, 130; 『金日成著作集6』1980, 

145-153; ヴォルコフスキイ 2003, 305）。こうして，政治指導の担当者は，師団政
治部長，連隊では連隊政治部長，大隊では政治副大隊長，中隊では政治副中隊長
になった。また，党員登録事業も進められ，連隊党委員会，大隊初級党委員会，中
隊党細胞が組織されるようになった（朝鮮労働党出版社 1998b, 263）。また，12月
から翌51年1月にかけて人民軍部隊では，党の各級指導機関も選挙が実施された
（朝鮮民主主義人民共和国科学院歴史研究所 1961, 171）。こうして，人民軍のなか
に，軍団級以上の軍事委員による指揮官監視体系と師団から中隊までの政治部に
よる政治指導体系，連隊から中隊までの党委員会制度という3種の統制体系が確
立した（図4-3）。これによって，人民軍の部隊が中国側の指揮下に入っても，部
隊のなかでは金日成の党が政治統制を維持することができるようになった。

中国との協同作戦が進むなか，実際に人民軍部隊の一部は中国側の指揮下に入
ることになった。1950年12月3日に北京で金日成は毛沢東と会談して，両軍の統
一指揮を行う中朝連合司令部を設置することに合意した（解力夫 1993, 343-347）。
7日に金日成は平安北道昌城郡東倉面大楡洞（現：東倉郡大楡労働者区）に設置さ
れた中国人民志願軍司令部で連合司令部の設置について討議した。1951年1月25
日〜29日に，成川郡通仙面君子里（現：成川郡君子労働者区）で開かれた志願軍と
人民軍の高級幹部連席会議で人民軍第1軍団が志願軍側の直接指揮下におかれる
ことが決定された（杨凤安·王天成 1993, 228）。

連合指揮体系が整うと，人民軍では部隊と幹部の教育と訓練に力が入れられた。
部隊に対しては，1951年10月29日に金日成が人民軍総政治局に対して，戦闘力
の強化と政治思想教育の水準向上を目的とした「模範中隊運動」の準備を指示し
た。その指示には，模範中隊の判定基準に関して，政治思想教養，任務遂行状況，
軍事規律，戦闘技術機材の保管状況，財産管理状況，軍人の物質生活保証，防御
工事など細かい項目が挙げられていた（『金日成著作集6』1980, 464-470）。そして，
翌1952年初めにいくつかの師団からいくつかの中隊が選ばれ，模範中隊の育成事
業が開始された。そして，第12歩兵師団（第825軍部隊）から14個の中隊が模範
中隊と判定されて，そのなかでも1連隊（第827軍部隊）2中隊が全軍で一般化する
べき見本とされた。この第12歩兵師団は先に述べたように中国からの帰国部隊で
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図4-3　人民軍の政治統制体系（1950年10月）
最高司令官

総政治局長

前線司令官 前線司令部軍事委員

軍団長 軍団軍事委員

師団長

師団政治部長

連隊長

連隊政治部長 連隊党委員会

大隊長

政治副大隊長 大隊初級党委員会

中隊長

政治副中隊長 中隊党細胞

（注）実線は日常的な統制，破線は非日常的な統制を示す。
（出所）筆者作成。



90

中国での国共内戦での戦歴もあり，開戦時におもに西南部の戦線を開いて洛東江
に進み，米軍の仁川上陸後の後退でも比較的損害が少なく，士気の高い軍部隊で
あった。3月26日に金日成はこの運動の全軍での展開を命令した（朝鮮労働党出版

社 1998a, 324-325; 1998b, 294; 『金日成著作集7』1980, 116-118）。この運動は1
年間で398個の模範中隊を生み出すという成果を上げた（朝鮮民主主義人民共和国

科学院歴史研究所 1961, 261）。
幹部に対しては，1951年11月に金日成が，人民軍軍種・兵種司令官および局

長会議において，各軍種・兵種司令部と前線部隊に指揮官再教育のための短期講
習所の開設を指示した。これによって1952年からすべての在職指揮官は再教育を
受けることになった（朝鮮労働党出版社 1998b, 283）。また，1952年10月28日に
は高級軍官を養成するための高級軍事学校（後に，金日成軍事大学，金日成軍事総

合大学）が新たに設置された。
教育と訓練に力が入れられるなか，もうひとつの政治指導制度の改編が行われ

た。1952年7月7日に党中央委員会政治委員会決定として，師団政治部長が政治
副師団長に格上げされ，軍事委員が総政治局のもとで「党団体の指導者」として
の役割を果たすことが強調され，日常的に部隊管理や政治指導にかかわるよう要
求された。そして，8〜9月に中隊党細胞，大隊初級党委員会，連隊党委員会の事
業総括と指導機関の選挙が実施されることになった（国史編纂委員会 1998a, 183-

190）。この改編では連隊政治部長も政治副連隊長に格上げされた（図4-4）。

 4 粛清と政治統制の強化

1953年7月27日に停戦協定が締結されると，人民軍は戦時態勢から平時態勢に
移行し，多くの人員が経済建設に動員された。人民軍では，除隊や建設動員の一
方で，幹部の教育機関の改善が進められた。1954年8月には高級軍事学校が拡張
されて金日成陸軍大学になり，さらに1958年8月8日に金日成軍事大学（後に，金

日成軍事総合大学）に改称した。1956年8月には歩兵指揮官養成専門の姜健軍官学
校（旧：第1中央軍官学校）が各種兵科を備えた姜健総合軍官学校になった。砲兵
学校，戦車学校，海軍軍官学校，空軍軍官学校も指揮官のみならず技術幹部を育
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図4-4　人民軍の政治統制体系（1952年7月）
最高司令官

総政治局長

前線司令官 前線司令部軍事委員

軍団長 軍団軍事委員

師団長

政治副師団長

連隊長

政治副連隊長 連隊党委員会

大隊長

政治副大隊長 大隊初級党委員会

中隊長

政治副中隊長 中隊党細胞

（注）実線は日常的な統制，破線は非日常的な統制を示す。
（出所）筆者作成。
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成するよう総合化された（朝鮮労働党出版社 1998b, 352-354）。
新たな軍事幹部の養成基地が整う半面，党では，金日成に反対するかあるいは

反対するとみなされた人々に対する粛清も進行していた。1953年8月から旧・南
朝鮮労働党の指導者たちが裁判にかけられた2）。また，中国やソ連からの帰国者た
ちが，1956年8月の党中央委員会全員会議で金日成の政策に反対したことをきっ
かけに粛清された。こうした粛清は軍隊にも及んだ3）。軍隊における粛清に関する
おもな罪状のひとつに，軍隊内で「人民軍が『統一戦線の軍隊』であるといって
抗日遊撃隊の伝統を破壊しようとした陰謀策動」があったとされている（ラ ミョ

ンヒ 2009）。1958年2月8日に，金日成は咸鏡南道に駐屯する第7軍団（第324軍

部隊）将兵の前で演説して，人民軍が党の軍隊であることを強調し，「統一戦線の
軍隊」と主張する者が人民軍総政治局のなかにいると述べ，人民軍の伝統のなか
に農民運動を加えることを主張した金乙奎総政治局宣伝局長を批判し，また，崔
鍾学総政治局長に関しても反党宗派分子に甘い態度をとったとして批判した（金

日成 1969, 220-259）。
その1カ月後である1958年3月8日に平壌で党中央委員会全員会議が開かれた

が，ここでは崔鍾学に対する批判が行われるとともに，金日成によって人民軍全
体の人民軍党委員会と軍団，師団に党委員会を設置することが指示された（呂政 

1991, 92-98; 『金日成著作集12』1981, 159-179）。この会議から1年の間に，総政
治局長，総参謀長をはじめ，軍団長級の多くの幹部がその職を追われた。その一
方で，人民軍には，人民軍の日常的な指導機関である総政治部，総参謀部，民族
保衛省の活動をチェックする非常設機関である人民軍党委員会が組織された（図

4-5）。
こうして金日成は，日常的な政治指導の体系と指揮官監視の体系のほかに，党

委員会という非日常的な統制体系を確立したが，この人民軍党委員会の開催状況

2） 旧・南朝鮮労働党の指導的地位にあった朴憲永，李承燁らの裁判に関しては，公判記録の全文が 1974
年に刊行されたソウルの高麗大学校アジア問題研究所の出版物に収められている（金南植 1974, 382-
632）。

3） 1956 年 8 月の党中央委員会全員会議で金日成を批判した崔昌益副首相，尹公欽商業相らの粛清に関
しては，公式の党史にも記されており，また，同会議に出席し後に亡命した呂政の手記に会議に様子
やその後軍隊で粛清された人物について記されている（朝鮮労働党出版社 1991, 346-352; 呂政
1991, 80-217）。
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図4-5　人民軍の政治統制体系（1958�年�3�月）
最高司令官 人民軍党委員会

民族保衛相 総参謀長 総政治局長

軍団党委員会

軍団長 軍団軍事委員

軍団政治部長 師団党委員会

師団長

政治副師団長

師団政治部長 連隊党委員会

連隊長

政治副連隊長 大隊初級党委員会

大隊長

政治副大隊長 中隊党細胞

中隊長

政治副中隊長

（注）実線は日常的な統制，破線は非日常的な統制を示す。
（出所）筆者作成。
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について，公式の出版物にわずかな報道しかなく，構成メンバーや活動状況など
は不明なところが多い。形式上の位置づけとして，1958年3月8日の金日成の指
示では，人民軍党委員会は，第1に，党中央委員会常務委員会の指導下にある，第
2に，総政治局がその事業部署である，第3に，メンバーは集団軍，軍団，総政治
局などから選出されるということになっている（『金日成著作集12』1981, 159-

179）。また，1960年9月8日に金日成が人民軍党委員会拡大会議で行った演説で
は，人民軍党委員会，師団党委員会，連隊党委員会に関して，「軍事問題，政治問
題にかかわらずすべての問題について党委員会を通じて決定しなければならな
い」と述べている（金日成 1969, 396-434）。

メンバーについては，1976年7月1日に金日成が，総参謀長が人民軍党委員会
のトップである党責任秘書を兼ねていることに言及したことがある（『金日成全集

59』2005, 434-462）。当時の総参謀長は呉振宇であり，呉振宇は人民武力部長
（旧：民族保衛相）も兼任していた。また，2012年4月11日の党代表者会で金正
閣人民武力部長が人民軍の党組織代表として討論しており，人民軍党委員会のト
ップであることを示していた。この2つの例から，人民軍党委員会のトップは軍
政あるいは軍令の最高位にある者かそれと同格の総政治局長が兼任する役職であ
ることがわかる。

このほか，これまで2度，公式発表のなかに一部の人民軍党委員会の執行委員
の名前が挙げられたことがある。ひとつは，2016年1月4日に実施された人民軍
の軍団間の砲射撃競技に関する報道で，人民軍党委員会執行委員として，徐洪賛，
努光哲，趙南進，廉哲成，趙京哲の名前が挙がったことがある（『労働新聞』2016

年1月5日）。当時，徐洪賛は人民武力部第1副部長，努光哲は人民武力部第1副部
長，趙南進は総政治局組織副局長，廉哲成は総政治局宣伝副局長，趙京哲は軍隊
内部の政治警察組織のトップである人民軍保衛局長である。もうひとつは，2017
年4月25日に実施された建軍85周年慶祝軍種合同打撃示威に関する報道であり，
ここでは，趙南進，廉哲成，趙京哲とともに金元洪と李永吉が挙がっている（『労

働新聞』2017年4月26日）。当時，金元洪は，ソ連の国家保安委員会（KGB）に相
当する政治警察のトップである国家保衛相，李永吉は第1副総参謀長兼作戦総局
長である。これらの例から，人民軍党委員会の業務は日常的にはおもに人民武力
部，総参謀部，総政治局の人員が担っているといえる。
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人民軍党委員会の開催状況については，公式の報道や文献に出ているものは，前
述の1960年9月5日〜8日の全員会議拡大会議のほかに，1961年12月22日〜26日
の第2期第2次全員会議，1969年1月1日〜14日の第4期第4次全員会議，1979年
12月18日〜21日の第6期第20次全員会議拡大会議である（『労働新聞』1961年12

月28日; 1979年12月24日; 朝鮮労働党出版社 1998b, 320-321）。それぞれの期で何
回の全員会議が開かれたのかも不明ではあるものの，非公開の会議として継続し
て開かれているものとみられる。

 5 思想統制の強化と指揮官監視制度の拡大

前述のように人民軍では1950年代末に総参謀長，総政治局長をはじめとして中
央部署の要職にある軍人や多くの軍団長および軍団政治委員が入れ替えられた。
そして，新たな組織のもとで，部隊の訓練と教育が進められた。1960年8月25日
に金日成は平安南道粛川郡双雲里にある第105タンク師団管下の第109連隊（第

109軍部隊）を訪問し，その管下の中隊に戦争中に開始された模範中隊運動の延長
として，「赤旗中隊運動」を始めるよう指示した（崔龍雲 1968; 金日成 1969, 359-

395; 『労働新聞』1968年6月28日）。第105タンク師団は朝鮮戦争でソウル占領の戦
闘に参加し，第109軍部隊は韓国政府庁舎に一番乗りを果たしたことを誇りにし
ている士気の高い部隊であった。

赤旗中隊運動は戦闘力の強化と政治思想教育の水準向上を目的としている点で
模範中隊運動と基本的な違いはない。相違点は順序であり，それまでの模範中隊
運動が師団から選ばれた中隊が開始するものであったのに対して，赤旗中隊運動
はそれぞれの中隊が自分でその運動を発起して開始するものであった。金日成か
ら運動の発起を指示されたタンク師団の中隊は同1960年12月12日に軍人集会を
開いて運動を開始し，翌1961年2月22日に赤旗中隊の称号を受けた（リ ゲソプ 

1967）。そして，多くの中隊のみならず連隊でも運動が開始され，1963年には赤
旗連隊も報道にみられるようになった（『労働新聞』1963年2月7日）。

赤旗中隊運動は軍隊での政治教育と思想統制で大きな成果をもたらした。1967
年3月3日〜8日に開かれた人民軍政治活動家会議に関する報道では，人民軍には
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「党と革命に無限に忠実で党の路線と政策を積極的に擁護して貫徹する党的思想
体系」が確立されていると発表された（『労働新聞』1967年3月9日）。人民軍での
政治教育と思想統制とそれによって築かれた金日成に対する忠誠心は模範にされ，
金日成は，17〜24日に開かれた道・市・郡および工場責任活動家協議会での演説
で，人民軍で確立している「唯一思想体系」を党内でも確立するべきだと述べた
（『金日成著作集21』1983, 137）。5月4日〜8日の党中央委員会第4期第15次全員
会議では，党内の「ブルジョワ修正主義者」が粛清されるとともに，党内におけ
る「唯一思想体系の確立」が課題として定められた（朝鮮労働党出版社 1991, 430-

436）。1967年6月8日に呉振宇人民軍総政治局長は人民軍総合軍事競技大会の開
催に当たって演説し，人民軍のなかで「金日成同志を首班とする党中央委員会と
心をひとつにする党の唯一思想体系」が確立していると強調した（『労働新聞』1967

年6月9日）。1968年6月27日〜29日に人民軍赤旗中隊軍人熱誠者大会が開催され，
金日成も出席した（『労働新聞』1968年6月28日; 1968年6月29日; 1968年6月30
日)。

軍隊の政治教育と思想統制が強化されたことに伴い，指揮官監視制度も強化さ
れた。金日成が指揮官監視制度の強化を指示したのは1969年1月6日〜14日の人
民軍党委員会第4期第4次拡大会議であったが，この会議は指揮官たちの粛清に関
連するものでもあった。

「軍閥官僚主義者」とされた金昌奉副首相兼民族保衛相，許鳳学党対南事業担
当秘書の粛清に関する公式の説明では，金日成が1968年の秋に人民軍所属のとあ
る鉱山で働く除隊軍人から不当な扱いを受けているという訴えの手紙を受け取っ
たことに始まり，党組織指導部の調査や金日成自身で民族保衛省副部長級以上の
幹部たちから事情を訊くと，「反党反革命的罪行」が明るみになったとされている
（朝鮮労働党出版社 1998b, 315-324）。そして，韓国側に伝わって公開された人民
軍党委員会第4期第4次全員会議拡大会議の金日成演説では，具体的な罪状として
多くの幹部を「教育隊」という実質労働に駆り出したことも言及されており，こ
のほか，民族保衛省が入る坑道に大理石や玉石を敷いたことがあげられている（中

央情報部 1974, 327-329）。しかし，金昌奉や許鳳学は金日成の抗日パルチザンに
参加していた人物であり，これらが粛清に値するほどの重大な行為とは考え難い。

亡命した高位官吏からの情報として伝えられるところでは，金奉昌と許鳳学は
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人民軍の特殊部隊から精鋭を選って武装遊撃隊として韓国側に送り込む「南朝鮮
解放と統一戦略計画」を立案していたという（ファン イルホ 1993）。実際に，許
鳳学は1967年4月に人民軍総政治局長から党中央委員会で対南工作を担当する
秘書（書記）に昇格した。翌1968年には，1月21日に武装ゲリラがソウルの青瓦
台を襲撃する事件をはじめとして，8月に済州道西帰浦に武装ゲリラが侵入する
事件，11月には東海岸側の慶尚北道蔚津で武装ゲリラが侵入するなどの事件が起
こり，いずれも韓国側の軍隊や警察によって討伐された。とくに青瓦台襲撃事件
は民族保衛省偵察局管下の第124軍部隊によって実施されたことは逮捕された軍
人の証言でわかっている（『東亜日報』1968年1月23日; リム イル 2019, 14-15）。一
方，同年8月24日に韓国中央情報部は，摘発した「統一革命党地下間諜団」に関
する捜査結果を発表し，そのトップの金鍾泰が平壌で金日成に面談し，許鳳学の
指令を受けていたことを明らかにした（『朝鮮日報』1968年8月24日）。また，1972
年5月4日に金日成は秘密訪問中の韓国中央情報部長に対して，青瓦台襲撃事件に
ついて「大変すまないこと」であったと謝罪し，「内部の左傾分子たちがした仕
業」であったと述べた（金忠植 1992, 351-354）。これらのことから，民族保衛相
と対南担当党秘書の粛清は実際にはこれらの作戦失敗の責任をとらされたものと
みることができる。

一方，人民軍党委員会第4期第4次全員会議拡大会議で出された政治統制に関す
る金日成の指示は，それまで軍団級の単位に指揮官監視のためにおかれていた政
治委員制度を，師団，連隊にまで拡大し，師団，連隊の命令書にも師団長，連隊
長の署名とともにそれぞれの政治委員の署名を発効の要件とするようにした。ま
た，金日成は，連隊の政治組織に新たに組織担当と宣伝担当の上級指導員を加え
て，組織を拡張させた。大隊，中隊の政治担当副大隊長，政治担当副中隊長はそ
れぞれ大隊政治指導委員，中隊政治指導員に改称された（図4-6）。それとともに，
軍隊の幹部人事に関して，軍事幹部すなわち指揮官は党中央委員会の軍事部が担
当し，政治幹部は党中央委員会の組織指導部が担当することにした。さらに，人
民軍内の青年団体について，人民軍社労青委員会を設置して，党中央委員会組織
指導部が直接指導するようにした（中央情報部 1974, 333-335）。これらの制度改
編によって，人民軍に対する党中央委員会の部署，とりわけ党組織指導部の権限
が強化された。なお，当時の党組織指導部長は金日成の弟である金英柱であった。
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図4-6　人民軍の政治統制体系（1969�年�1�月）
最高司令官 人民軍党委員会

民族保衛相 総参謀長 総政治局長

軍団党委員会

軍団長 軍団軍事委員

軍団政治部長 師団党委員会

師団長 師団政治委員

政治副師団長

師団政治部長 連隊党委員会

連隊長 連隊政治委員

政治副連隊長 大隊初級党委員会

大隊長

大隊長政治指導員 中隊党細胞

中隊長

中隊政治指導員

（注）実線は日常的な統制，破線は非日常的な統制を示す。
（出所）筆者作成。
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まとめ

人民軍に構築された政治統制の制度は，政治教育と思想統制のための制度，指
揮官を監視するための制度，そして党団体の体系の3種である。

政治教育と思想統制のための制度は文化部として，正規軍建設の当初から，平
壌学院や北朝鮮保安幹部学校といった幹部養成機関と保安幹部訓練所といった部
隊におかれた。この制度は1949年12月に文化副中隊長をおいたことで，中央の
文化訓練局から末端の中隊までの体系を整えた。一方，党団体は幹部養成機関に
組織されたものの，部隊には組織されなかった。部隊に党団体が組織されなかっ
た理由は，量的拡大を優先したためであった。そしてこの段階では，指揮官の監
視のための制度はなかった。

指揮官監視のための制度が初めて設置されたのは，朝鮮戦争の開戦のときであ
り，当時は軍事委員と呼ばれ，前線司令部と軍団級の補助指揮所におかれた。そ
して米軍の仁川上陸後に戦況が一変して南側に進出していた部隊が後退し，人民
軍が立て直しに入っているなかで，部隊での党団体の組織が始まり，連隊から中
隊まで党団体が組織されるようになった。党団体の組織を担当したのが，文化部
が改編された政治部であった。この段階で，3種の制度の原型が整い，人民軍の
党軍化が大きく進んだといえる。

党団体は1958年3月の金日成の指示で，軍団，師団級にまで組織され，中央の
人民軍党委員会から中隊党細胞までの全軍的な体系を整えた。指揮官を監視する
制度は，1969年1月の金日成の指示で，師団，連隊にまで組織されたことにより，
中央の総政治局から連隊政治委員までの体系を整えた。人民軍では連隊級単位が
作戦行動上の意思決定の最小単位であり，行政管理上も最小単位であることから，
この体系も全軍的な体系になったといえる。したがって，人民軍の政治統制制度
の骨格は1969年にその完成をみたといえる。

この制度改編のなかでとくに1958年3月と1969年1月の改編は党内または軍
内での粛清を伴っていた。このことはこの雁字搦めの制度形成は党の軍隊に対す
る影響力強化とともに金日成への権力集中の過程でもあったということを意味し
ている。
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金正日の軍隊掌握過程
第 5章

本章は前章に引き続き朝鮮の党軍関係を論じるものであり，2代目最高指導者
である金正日の軍隊掌握の過程の分析を通じて，金正日時代の党軍関係の特徴を
明らかにすることを試みる。

金正日は1974年2月13日に党中央委員会第5期第8次全員会議で金日成の後継
者とされ，1980年10月の党第6次大会で初めて公式の席に姿を現し，1994年7月
8日に金日成が死去すると3年の喪の期間をおき，1997年10月8日に党秘書の地位
に就き，形式的にも最高指導者となった。この権力継承の過程に関して，日本で
は，1992年に金正日の党の掌握の過程を示した研究が発表された（鐸木 1992）。
しかし，金日成の職責のうち金正日が最初に引き継いだのは人民軍最高司令官の
地位であったことからも，権力継承の過程における金正日の軍隊に関する活動は，
党に対する活動と同様あるいはそれ以上に，重要で核心的な意味をもつはずであ
る1）。

本章では，金正日の軍隊掌握に関して，後継者決定の前と，後継者決定から金
日成の死去，それ以降の金正日自身の死去までの軍隊に関する活動を分析して，そ
の特徴を明らかにすることを試みる。

1） 2001 年に刊行された筆者の論文では，金正日がすでに 1965 年から軍部隊を単独で訪問するなど軍隊
に対する活動をしていたことを指摘したが，当時の資料状況ではそうした活動の内容と意義を充分に
論じることができなかった（中川 2001）。
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 1 後継者決定以前の金正日

1950年6月に朝鮮戦争が始まったとき金正日は満8歳であり，7月10日〜9月21
日に平安南道大同郡西浦里（現：平壌市兄弟山区域西浦1〜3洞）で生活したこと，10
月2日〜24日に慈江道長江郡にある将子山に疎開していたこと，満10歳になって
から1952年6月に父親の金日成に再会し，父親に連れられて平安北道新義州でい
くつかの軍部隊や楽元機械製作所，亀城紡織工場などを訪問し，25日から8月16
日にかけて父親と最高司令部で生活したことが知られている。そのなかで7月10
日，金日成は金正日におもちゃ代わりに家紋の入った拳銃を与えた（『民主朝鮮』

2002年7月2日; 『金正日全集1』2012, 1-3）。11月22日に，金正日は軍事学校のひと
つに位置づけられている万景台革命家遺児学院（現：万景台革命学院）に編入した
が，翌1953年9月1日に普通小学校である三石人民学校に編入学し，結局軍人の
道には進まなかった。ただし，金日成は翌1954年7月に金正日を連れて咸鏡北道
羅津の海軍部隊を訪問した（『労働新聞』2012年2月7日; 教育図書出版社 1990, 453）。
その後，金正日は南浦高級中学校を経て1960年9月1日に金日成総合大学に入学
するが，その直前である8月25日に金日成は金正日を連れて平安南道粛川郡双雲
里にある人民軍第105タンク師団第109連隊（第109軍部隊）を訪問した（『労働新

聞』1998年12月27日; 『労働新聞』2005年8月25日）。そして金日成は引き続き，咸
鏡南道への現地指導に金正日を同行させ，29日に咸興で海岸防御と工場建設に当
たっている第63歩兵師団（第507軍部隊）を金正日とともに訪問した。大学入学後
も，1961年5月の金日成の咸鏡南道への現地指導に同行した金正日は再び第63歩
兵師団（第507軍部隊）を訪問した。

父親の教育の甲斐があったようで，大学生の金正日は1962年8月20日〜10月4
日の平安南道順安郡西里（現：平壌市龍城区域御恩洞）で行われた軍事野営訓練に
参加した（パク ボンミョン 1999, 90-103; 朝鮮労働党出版社 1999, 61-64）。金日成
は，訓練で鍛錬された金正日を1963年2月6日〜7日に前線西部の第2軍団（第567

軍部隊）の訪問に同行させた（『労働新聞』1998年1月28日; 1999年4月16日; 2001年

3月1日）。金正日のほうは7月28日に単独で飛行師団である第855軍部隊を訪問し
た（『労働新聞』1987年4月24日; 1988年4月24日; 1988年8月20日）。さらに金正日
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は，8月3日に咸鏡北道羅津の東海艦隊（第597軍部隊）管下潜水艦部隊（第167軍

部隊）を金日成とともに訪問した（『労働新聞』1980年8月28日; 『民主朝鮮』2002年

4月23日;『金正日全集7』2014, 13-18）。したがって，金正日は軍隊と無縁の学生時
代を過ごしたのではなかった。

金正日は1964年6月19日から党中央委員会で働き始め，1970年から副部長，
1973年から部長を務めた。就職してから軍隊訪問も多く，訪問先も陸海空のそれ
ぞれの軍種，地域も西部，東部，各前線にわたった（表5-1）。『金正日選集』『金正
日全集』には1964年6月から総参謀部，12月から総政治局の要員との「談話」が
収められているように，人民軍の中央部署とも直接話をする間柄であった。

人民軍に対して，金正日が最高司令官である金日成の代理人として行動したの
を確認することができるのは，党および軍での粛清と戦争の危機においてである。
金日成が1967年5月4日〜8日の党中央委員会第4期第15次全員会議で「ブルジョ
ワ修正主義者」を批判して党内での「唯一思想体系の確立」を課題として打ち出
したのに際して，金正日は29日，人民軍総政治局で勤務していた玄哲海を党中央
委員会庁舎に呼び出し，党中央委員会第4期第15次全員会議文書に関する討議を
進めるよう，金日成に代わって指示を出した。また，1968年6月初めに，金正日
は玄哲海を呼び出し，金昌奉や許鳳学によって軍人が除隊させられた件を「反党
的な行為」であると位置づけるなど，「軍閥官僚主義者」に関する調査の指示を，
金日成に代わって出した（玄哲海 1992）。そして，1969年1月6日〜14日の人民
軍党委員会第4期第4次全員会議拡大会議で「軍閥官僚主義者」に対する粛清が総
括されると，19日に金正日は党中央委員会の組織指導部と人民軍総政治局に対し
て金日成の決定を改めて伝達した（『金正日選集1』1991, 415-425）。

戦争の危機は1968年1月23日に人民軍海軍がアメリカ海軍の情報収集艦プエ
ブロ号を拿捕したことで訪れた。翌24日に金正日は民族保衛省に出向き，情勢報
告を受け，指揮成員たちと話し合った（『金正日全集10』2015, 389-397）。これは
この段階で金正日が人民軍の指揮官たちに対する金日成の代理人の役割を果たし
ていたことを意味する。そして，2月2日に金正日は党中央委員会宣伝煽動部と軍
事部に対して戦闘準備を整えることに関する指示を出した（『金正日選集1』1992, 

323-333）。
このように党中央委員会に就職して4〜5年の間に人民軍の中央部署と党中央
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1964年 7月初め 平安北道の通信区分隊哨所
10月18日 第855軍部隊（空軍飛行部隊）

1965年 2月7日 金日成に同行, 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）
5月8日 金日成に同行, 東海艦隊（第597軍部隊）魚雷艇

5月10日〜12日 金日成に同行, 第1軍団（第313軍部隊, 東部）, 第527軍部隊
タンク連隊

5月19日 第535軍部隊
5月23日 第535軍部隊
6月13日 第526軍部隊直属16海岸砲兵大隊1中隊
7月3日 第219軍部隊（空軍）
7月5日 第219軍部隊（空軍）, 第746軍部隊
7月22日 第523軍部隊8月29日工場
7月26日 第465軍部隊
８月17日 第11号中央病院
8月20日 第219軍部隊（空軍）
8月25日 第219軍部隊（空軍）
9月1日 第219軍部隊（空軍）

10月12日 金日成とともに第834軍部隊
1966年 2月8日 金日成とともに第865軍部隊1中隊

3月13日 金日成とともに護衛司令部（第963軍部隊）管下女性中隊
5月1日 姜健総合軍官学校
6月12日 第3軍団（第526軍部隊, 西部）直属16海岸砲兵大隊
6月24日 第3軍団（第526軍部隊, 西部）直属16海岸砲兵大隊

7月1日〜4日 第219軍部隊（空軍）
7月7日 第219軍部隊（空軍）

7月9日〜10日 第3軍団（第526軍部隊, 西部）, 軍団直属海岸砲兵大隊
7月11日 第219軍部隊（空軍）
7月14日 第219軍部隊（空軍）
7月23日 第3軍団（第526軍部隊）
8月14日 第523軍部隊8月29日工場（平安北道）
8月25日 第219軍部隊（空軍）
8月26日 第152軍部隊1大隊3中隊（平安北道）
9月6日 軍事建設局（第583軍部隊）2月6日企業所

9月12日〜13日 第219軍部隊（空軍）

9月24日 第3軍団（第526軍部隊, 西部）直属16海岸砲兵大隊1中隊, 第
219軍部隊

表5-1　金正日の人民軍部隊訪問（1964年7月～1974年2月）
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9月29日〜10月1日 第219軍部隊（空軍）
10月3日 第3軍団（第526軍部隊, 西部）直属海岸砲兵大隊
10月18日 偵察局（第586軍部隊）
10月20日 第483軍部隊（空軍）
10月25日 第219軍部隊（空軍）
11月3日 金策政治軍官学校（現・金日成政治大学）
11月7日 リ・ムングァン所属部隊

1967年 2月8日 第3軍団（第526軍部隊）
7月24日 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）管下海岸砲中隊
11月5日 リ・ジョングン所属部隊

1968年 6月12日 海軍大学, ハン・ドサン所属部隊（咸鏡北道）
8月16日 チェ・ジュンヒ所属区分隊高射砲陣地
10月30日 リ・ヒョンファン所属部隊

1969年 5月15日 第11号中央病院
8月5日 東海艦隊第155軍部隊

1970年 2月19日 第884軍部隊（空軍）
6月 キム・チャンブ所属区分隊（海軍）

6月22日 第8歩兵師団（前線東部）
12月28日 チョン・ビョンサン所属部隊

1971年 7月29日 第164軍部隊（海軍）高速輸送艇第6252号
11月21日 第60追撃機連隊（第447軍部隊）

1972年 6月 海軍司令部の大規模戦闘訓練
7月19日 板門店

1973年 2月8日 金日成軍事総合大学
8月23日 リ・ソンロク所属区分隊（海軍, 東海岸）

8月25日 第1軍団（第313軍部隊, 前線東部）管下8月25日水産事業所, 
東海艦隊第155軍部隊1編隊2中隊

10月中旬 第3軍団（第526軍部隊, 西部）直属16海岸砲兵大隊
1974年 2月2日 ユン・ソンマン所属部隊（海軍）

2月10日 第330軍部隊2大隊

（出所）『労働新聞』『民主朝鮮』『金正日選集』『金正日全集』などより，筆者作成。
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委員会の関連部署を，形式的には指導員あるいは課長に過ぎなかった金正日が掌
握することができたのは，金日成の強い信頼とともに金日成の息子であるという
立場があったためであることはいうまでもない。

 2 後継者決定から金日成の死去まで

金正日は1974年2月13日に金日成の後継者の地位が決定したが，このときには
すでに実質的に党の軍事部門，人民軍の総政治局を指導する立場にあった。以降
も部隊を訪問することはあったが，その回数は減っており（表5-2），金正日の軍
事に関する活動の重点は軍隊の中央機関のほうに移り，宣伝煽動部門の役割を強
化することに移った。

最初に宣伝煽動部門に下された課題は「全軍を金日成主義化しよう」というス
ローガンを広めることであり，1975年1月1日の人民軍総政治局に対する金正日
の指示によって開始された（『金正日選集5』1995, 1-9）。そして，次に金正日が進
めた課題は，金日成の模範中隊運動，赤旗中隊運動の延長としての「三大革命赤
旗争取運動」の展開であった。この運動は12月1日に咸鏡南道剣徳鉱山で起こっ
た生産革新運動であったが，軍隊にも政治教育と軍事技術の向上のための運動と
して21日に金正日がまず，第6歩兵師団15連隊（第661軍部隊）から開始させ，同
日，人民軍総政治局に軍隊内での展開を指示した。そして，この運動とともに
1976年1月1日に金正日は，党中央委員会と人民軍総政治局，人民軍政治委員た
ちにこの運動の展開とともにスローガン「金日成同志のために命をかけて戦おう」
を人民軍に広めるよう指示を出した（カン ソン 1997; 外国文出版社 1998, 67; 『金

正日選集7（増補版）』2011, 333-338, 391-398）。
こうして，金正日の指示を人民軍政治局，各級部隊の政治委員と組織指導部門，

宣伝煽動部門が遂行するという体系が成立した。そしてこの体系を明確にしたの
が，1979年2月14日の金正日が軍団級，師団級の宣伝煽動部長会議および講習会
参加者に宛てた書簡「人民軍隊のなかの宣伝煽動事業を改善強化することについ
て」であり，このなかで宣伝煽動事業に対して政治委員が責任をもつことを指示
した。この指示によって，それまで政治委員には従来からの指揮官に対する監視
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1974年 5月14日 金策空軍大学
7月6日 板門店
10月2日 昌麟島防御隊（西部前線）
11月17日 第330軍部隊砲兵中隊

1975年 1月5日 第5492軍部隊管下女性砲中隊（西海，島嶼部）
3月 平壌高射砲司令部管下第214軍部隊訓練場（平壌市東大院区域）

3月13日 平壌高射砲司令部（第837軍部隊）管下第379軍部隊中隊火力陣地
7月4日 東海艦隊（第597軍部隊）

9月 平壌高射砲司令部（第837軍部隊）管下第379軍部隊中隊火力陣地
10月15日 東海艦隊第155軍部隊
10月19日 姜健総合軍官学校射撃場

1976年 2月20日 人民武力部住宅工事現場
3月22日 姜健総合軍官学校射撃場
3月30日 姜健総合軍官学校射撃場

11月 第720軍部隊
1977年 5月15日 軍事訓練場

7月3日 板門店
1979年 8月3日 金日成とともに東海艦隊第155軍部隊
1980年 11月 部隊機動訓練
1982年 4月25日 金日成とともに金格植所属区分隊

8月23日 人民軍第1521号企業所
1983年 4月25日 金日成とともに李徳龍所属タンク区分隊
1984年 4月25日 金日成とともにキム・チョンシク所属区分隊
1985年 4月25日 金日成とともに第770軍部隊
1986年 4月25日 金日成とともに第105タンク師団, 第60追撃機連隊（第447軍部隊）

10月 ハン・ゲファ同務所属部隊（砲兵）
1987年 4月27日 金日成とともに第1歩兵師団（第115軍部隊）
1988年 4月 金日成とともに海軍部隊

4月25日 金日成ともに第813軍部隊（空軍）
8月17日 金日成とともに第1017軍部隊（空軍，両江道）

1989年 4月26日 金日成とともに第763軍部隊
10月 金日成とともに軍事訓練場

1990年 4月25日 金日成とともに平壌高射砲司令部（第837軍部隊）
1991年 4月26日 金日成とともに第499軍部隊
1993年 3月 打撃軍団訓練
1994年 4月35日 金日成とともに空軍司令部（第564軍部隊）

表5-2　金正日の人民軍部隊訪問（1974年5月～1994年4月）

（出所）『労働新聞』『民主朝鮮』『金正日選集』『金正日全集』などより，筆者作成。
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とともに宣伝煽動部門の事業の遂行が加わり，部隊の政治部を直接統制すること
になった（金正日 1987, 145-162）。したがって，これまで別々であった指揮官に
対する統制の体系と部隊の政治指導の体系が一体化したのである（図5-1）。

金正日の政治統制体系の一体化には金日成の後押しがあった。1979年2月に金
日成は党中央軍事委員会で，人民軍を金正日の周りに固く団結させるよう指示を
出した（朝鮮労働党出版社 1998b, 433）。さらに金日成は，12月18日〜21日に人
民軍党委員会第6期第20次全員会議拡大会議を開き，軍内で「唯一的領導体系」
を確立することを指示した。この「唯一的領導体系」は金正日の指示を指揮官，政
治委員を含む党委員会で遂行することを意味しており，すでに，金正日が政治統
制体系の一体化によって作り上げていたものであった。

一方で，金正日の影響力は政治統制の領域からさらに作戦指揮や訓練の領域に
まで拡大した。1979年12月には，金正日が「各級参謀部の役割を向上させる対
策を立てて全般的指揮系統を強化し，指揮通信系統を現代化するようにした」と
いう（外国文出版社 1998, 66）。そして，1982年春に金正日は，とある戦術訓練
場で「実践，経験を多く組織することについての綱領的教示」を行ったという（カ

ン ソン 1997）。これらの話は，具体的な内容は公開されていないものの，金正日
が作戦指揮や訓練に関する指示を出し始めたことを示している。1982年6月に金
日成は，党中央軍事委員会を開き，金正日が人民軍の政治的指導のみならず軍事
的指導を行うように指示したが（『労働新聞』1993年12月25日; 朝鮮労働党出版社 

1998b, 430-431），金正日はすでに軍事的指導に踏み込んでいた。
金正日は1982年10月5日に金日成の各級軍事学校教員大会参加者との会見に

同席したことを皮切りに，人民軍の各種公式会議に出席するようになった（表5-3）。
1984年に金正日は人民軍の主要な幹部を前にして演説し，人民軍に対して党との
団結を「代を継いで」維持しなければならないと述べた（金正日 1984, 3）。1985
年7月26日の『労働新聞』に金日成の抗日パルチザンに参加した人民武力部の白
鶴林副部長の寄稿文が掲載され，金正日が人民軍の強化発展のための指導を行っ
ていると発表されたことにより，党機関や軍事機関とは縁遠い人々も金正日の軍
事的指導を知ることになった。1985年4月13日に，抗日パルチザンに参加してい
た呉振宇人民武力部長ほか8人の軍指導幹部に対する昇格および勲章授与式に金
正日は出席して「人民軍を無敵の隊伍にいっそう強化しよう」と演説した（金正
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最高司令官 人民軍党委員会

民族保衛相 総参謀長 総政治局長
軍団党委員会

軍団長 軍団軍事委員

軍団政治部長 師団党委員会

師団長 師団政治委員

政治副師団長

師団政治部長 連隊党委員会

連隊長 連隊政治委員

政治副連隊長
大隊初級党委員会

大隊長 大隊長政治指導員 中隊党細胞

中隊長 中隊政治指導員

図5-1　人民軍の政治統制体系�1979�年�2�月）

（注）実線は日常的な統制，破線は非日常的な統制を示す。
（出所）筆者作成。
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日 1988, 254-255）。1991年12月24日に金正日は人民軍最高司令官に就任して公
式的な作戦指揮の権限を獲得し，1992年4月20日に共和国元帥の称号を授与され
軍人の身分をもつようになったが，すでに実質的には抗日パルチザン参加者とい
う年長の人々を含めて人民軍のなかでの金正日の権威は確立されていたのである。

 3 金日成の死去と先軍政治の開始

金正日が作戦指揮や訓練に関与することに関して，古参の軍人たちにほとんど
抵抗がみられなかった背景には，金正日が革命第1世代すなわち金日成の抗日パ
ルチザンに参加した世代の主要軍人と良好な関係にあったことがある。これを示
す例として，李乙雪，呉振宇，崔光の例を挙げることができる。

李乙雪は金日成ともに帰国して建国期から戦争時に金日成の副官を務めており，
1953年9月に金日成がソ連訪問に出発する際，金正日とその妹金慶喜を飛行場に
送りに連れていったこともある（李乙雪 1997）。また，金正日は1979年12月に人
民軍内で「呉仲洽同志に学ぶ運動」の展開を指示したが，これに関して当時軍団
長であった李乙雪は『労働新聞』にそれに積極的に賛同する寄稿文を寄せた（『労

働新聞』1979年12月25日）。そして，李乙雪は1980年10月に党中央軍事委員会委
員に選出され，1984年2月から人民軍護衛総局長に栄転し，1990年に国防委員会
委員に名を連ねた。1994年7月の金日成死去後は，護衛総局長の職を尹正麟に
譲ったが，2010年9月まで党中央軍事委員会委員の肩書きを維持し続け，2015年

表5-3　�金正日が参加した人民軍の大会（1982年11月～1992
年12月）

（出所）『労働新聞』により筆者作成。

1982年11月12日〜13日 人民軍砲兵大会
1983年 4月18日〜20日 人民軍第8次煽動員大会
1985年 9月 2日 人民軍指揮官・政治活動家大会
1989年12月23日 人民軍第2次社労青活動家大会
1992年10月17日 人民軍士官長大会

11月12日 人民軍中隊長大会
12月25日〜26日 人民軍中隊政治指導員大会
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11月に死去した。
呉振宇は，第1集団軍司令官であった1963年8月に，咸鏡南道にある休養所で

金正日と直接話をするほど近い関係であった（『金正日全集7』2014, 21-26）。呉振
宇はその後民族保衛省副相を経て，1967年4月から金正日が影響力を拡大してい
るときの人民軍総政治局長の職に就いていた。「軍閥官僚主義者」の粛清が総括さ
れると，呉振宇は総参謀長に栄転し，1976年5月に人民武力部長となった。1986
年9月7日に呉振宇が交通事故で致命傷を負ったところ，金正日が自ら警護員も連
れずに平壌市第1人民病院に運び込み，金亨稷軍医大学外科学部長を呼び出して
執刀させるという出来事があった（ムン ヨングン 1994; リ ドンギュ 1998）。呉振
宇は1995年2月に死去するまで人民武力部長の職にあった。

崔光は空軍司令官から総参謀長に就任して間もない1962年10月に金正日と直
接話をするほどの関係であった（『金正日選集1（増補版）』2009, 274-279）。しか
し，崔光は「軍閥官僚主義者」の罪行に連座する形で人民軍の編制を解かれ，地
方に左遷された。金正日は1976年12月に地方にいる崔光に安否の使いを送り（崔

光 2002），1980年7月までに黄海南道人民委員会委員長に昇格させた。崔光は副
総理の職を経て，1988年2月に人民軍総参謀長に復帰し，1995年2月に呉振宇が
死去したことで，10月に人民武力部長に昇格し，1997年2月に死去するまでその
職にあった。

こうした例にみられるとおり，金正日は金日成の死去後もできるだけ抗日パル
チザン世代の軍人を要職に据えたままにした。これは建国の功臣に礼を尽くすと
いう儒教的な考えによるところもあったであろうが，軍事に関する金日成の政治
理念，政策を継承することが重視されたためであった。金正日は抗日パルチザン
の軍人や朝鮮戦争を戦った軍人に戦略や戦術，作戦指揮の基本部分を任せ，自身
はおもに軍隊での政治教育と思想統制，軍隊の社会的地位の向上に力を注ぐよう
になった。

軍隊での政治教育と思想統制に関して，金正日は三大革命赤旗争取運動を軍隊
で進めてきたが，1979年2月からこの運動のなかで「呉仲洽同志に学ぶ運動」を
進めてきた。呉仲洽とは1939年に戦死した金日成の部下であるが，抗日パルチザ
ン活動のなかで示した金日成に対する忠実性，高い規律や組織能力を示したとさ
れている。金正日はこの運動を1996年1月1日に，「呉仲洽7連隊称号争取運動」と
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して，赤旗中隊運動，三大革命赤旗争取運動に続いて各部隊で進めるよう総政治
局長の趙明禄に指示した（趙明禄 1999）。

軍隊の社会的地位の向上に関して，金正日は軍事力の強化を最優先に進めると
いう「先軍政治」「先軍思想」を自身の政治指導の基本理念として定立した。

先軍政治は初めからこの用語で語られたわけではなかった。金正日は1997年3
月17日に党中央委員会の責任幹部たちに対して，党員のみならずすべての部門，
すべての単位で，建設現場のような厳しいところで働く軍人の姿や軍人の芸術公
演などを通じて「革命的軍人精神」を学ばせるよう指示した（『金正日選集14』2000, 

292-266）。この指示の内容は，『労働新聞』1997年4月7日や同11月4日の論説に
よって「軍事重視思想」として紹介された。

一方で，金日成時代の歴史を新たに記述する『偉大な首領 金日成同志の不滅の
革命業績』シリーズが，社会科学院，金日成総合大学，金日成高級党学校，金日
成政治大学，金日成軍事総合大学，人民経済大学，社会安全部政治大学，金星政
治大学，国際関係大学，祖国統一研究院，朝鮮労働党出版社の研究者たちによっ
て1996年から刊行され始めたが，1998年に刊行された第9巻では金日成の革命指
導が真っ先に軍隊を建設することによって始まった「先軍革命領導」であると規
定された（『労働新聞』1998年11月19日; 朝鮮労働党出版社 1998b, 7）。これによっ
て，金正日の政治指導の基本理念はこの先軍革命領導を引き継ぐものとして位置
づけられるようになった。

先軍革命領導という用語ともに「強盛大国」というスローガンが現れた。1998
年7月に『労働新聞』政論で2度にわたり，「強盛大国建設」が強調され，1999年
1月1日に『労働新聞』『朝鮮人民軍』『青年前衛』共同社説「今年を強盛大国建設の
偉大な転換の年として輝かせよう」において，「強盛大国」に「思想強国」「軍事強
国」「経済強国」といった内容が付加された（『労働新聞』1998年7月1日; 1998年7月

22日; 1999年1月1日）。「思想強国」の建設とは人民を金正日の政治思想に一本化
すること，「軍事強国」の建設とは人民軍を中心とした軍事力を強化すること，「経
済強国」の建設とは経済各部門で生産を正常化して人民生活を安定させることを
示している。そして，6月16日の『労働新聞』『勤労者』共同論説「我が党の先軍
政治は必勝不敗である」によって，この「強盛大国」を実現するための政治指導
が金正日による「先軍政治」であるとされた。これによって，金正日の政治指導
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の名称は「先軍政治」，その理念は「先軍思想」と名称が固定され，「先軍政治」
の目的は「強盛大国」の建設であるという図式が描かれた。

2000年に「南朝鮮の政治学者の文章」として先軍政治論の解説書『金正日将軍
の先軍政治』が，おもに在外同胞に向けた書籍を出版する平壌出版社から刊行さ
れた。この本が持って回ったような形をとって出版された理由は，金正日の政治
指導を「まったく新しい形の方式の政治」であると位置づけたことにあるようで
ある（金哲佑 2000, 30）。金正日の政治理念を解説するにあたって，これまで金日
成の政治思想を絶対的なものとして論じてきた平壌の研究者や党直営の出版社の
立場では，金正日の政治指導が先代のそれとは異なるということを言いづらかっ
たのであろう。

この解説書では金正日の政治思想のユニークな点として，軍隊を単に戦争遂行
のための組織ではなく，最高指導者および党に対する忠誠度，組織的規律，最高
指導者および党の命令に関する遂行能力で社会のすべての組織の模範とすること
が挙げられている。軍隊を「革命の柱」「革命の主力軍」といった表現は1997年の
段階でも『労働新聞』などの公式出版物に登場していたが，軍隊を社会の見本に
するという含意がこの本のようにはっきり述べられたことはなかった。平壌の研
究機関や党直営の出版物がこの見本論について明確に言及するようになるには数
年を要した。

2003〜2005年の間に，「先軍政治」の歴史の体系化に関する作業が進められ，
金正日の「まったく新しい形の政治」は金日成の政治思想を継承して時代に合わ
せて発展したものであるとの位置づけがなされた。新しく整理された先軍政治論
の歴史は以下のようなものである。

第1に，「先軍思想」の起源は，1930年6月30日に金日成が中国長春での卡倫会
議で，抗日武装闘争路線を提示したことである（朝鮮労働党出版社 2006, 41）。

第2に，金日成の「先軍革命領導」の開始は，1932年4月25日に金日成が中国
安図で反日人民遊撃隊を組織したことである（朝鮮労働党出版社 1998a, 178-179; 

2006, 41）。
第3に，金正日の「先軍革命領導」の開始は，1960年8月25日に金正日が金日

成の人民軍第105戦車師団に対する現地指導に同行したことである（『労働新聞』

2005年8月25日）。
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第4に，先軍政治の開始は，1995年1月1日に金正日が平壌市東大院区域に駐屯
する人民軍第214軍部隊を訪問したことである（『労働新聞』2001年12月15日）。

第5に，先軍政治の目的は強盛大国の建設である（『労働新聞』1999年6月16日）。
こうした歴史の整理によって，金正日の先軍政治が軍事を最優先するという点

で金日成と同じであることが強調され，軍隊を社会の模範にするという変化の部
分は時代に合わせた発展であると位置づけられた。

実際に人民軍を「革命の主力軍」にするためには強い政治教育と思想統制を実
施しなければならず，金正日は「呉仲洽7連隊称号争取運動」の展開を積極的に
推進し，また，部隊の現地指導に足しげく通った（表5-4）。金正日が訪問した部
隊で呉仲洽7連隊称号を授与された部隊は，運動の展開の指示があってから2年目
に入った1998年から現れるようになるが，それだけ称号授与の判定基準が厳しい
ものであることがうかがわれる。
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表5-4　金正日の人民軍部隊訪問（1995年1月～2011年12月）

1995年 1月1日 平壌高射砲司令部管下第214軍部隊訓練場（平壌市東大院区
域）

2月2日 第7歩兵師団（第595軍部隊）第291軍部隊3中隊
2月5日 第7歩兵師団（第595軍部隊）第291軍部隊3中隊
2月6日 東海艦隊第155軍部隊
4月25日 第1017軍部隊（空軍）
6月15日 第853軍部隊（海軍）
8月20日 第7歩兵師団
8月28日 第7歩兵師団（第595軍部隊）第291軍部隊3中隊
9月13日 第893軍部隊民警哨所（前線東部）
11月5日 第7歩兵師団（第595軍部隊）第291軍部隊3中隊

1996年 2月20日 護衛司令部（第963軍部隊）女性中隊
2月27日 前線東部351高地を守る軍部隊
2月29日 第436軍部隊（東部，空軍）
3月13日 第436軍部隊（東部，空軍）
3月18日 第2軍団（前線西部）
3月20日 第5軍団（前線中部）
4月25日 第2軍団（前線西部）指揮部

6月5日（報道日） 東海岸一帯を防御する軍部隊
6月11日 第853軍部隊（海軍）
10月14日 護衛司令部（第963軍部隊）
10月20日 第765軍部隊（西海岸前方）
11月1日 車光洙飛行軍官学校
11月18日 第185軍部隊

11月23日 第154軍部隊，第792軍部隊, 椒島防御隊（いずれも海軍, 西
海岸）

11月24日 板門店
12月1日 第105タンク師団
12月8日 姜健総合軍官学校
12月15日 金日成政治大学
12月31日 第938軍部隊

1997年 3月3日 第212軍部隊（西海岸最前方）
3月18日 第834軍部隊
4月15日 第2歩兵師団（前線東部）
4月24日 第969軍部隊

4月30日（報道日） 第3415軍部隊女性軍人軍事訓練
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6月5日 金正淑海軍大学, 第597軍部隊（東海艦隊）
6月10日 第4軍団指揮部（西海岸前方）
6月23日 第1106軍部隊島防御隊（熊島防御隊）
6月29日 第671軍部隊（第425機械化歩兵師団）
7月27日 第821軍部隊女性放射砲大隊
9月10日 金日成軍事総合大学

9月15日 第1地区司令部（第287軍部隊，東海岸）島防御隊（麗島防御
隊）

9月17日 第91首都防御軍団（第966軍部隊）指揮部

9月28日 工兵局（第576軍部隊,「呉仲洽7連隊称号争取運動」判定検閲
中

10月10日 空軍司令部（第564軍部隊）
11月2日 第4軍団（第233軍部隊）前方指揮所
11月10日 東海最前線の無人島防御隊
11月24日 第7歩兵師団（第595軍部隊）第291軍部隊3中隊
11月28日 第163軍部隊女性海岸砲中隊
11月29日 第9軍団（第264軍部隊, 北部）指揮部
11月30日 金策空軍大学

1998年 1月1日 第815機械化歩兵師団（第337軍部隊）
1月20日 第12軍団（第380軍部隊, 白頭山地帯）指揮部
1月28日 第2軍団（第567軍部隊, 前線西部）前方指揮所

2月2日（報道日） 第443軍部隊（東部最前線）
2月4日（報道日） 第806機械化歩兵師団（第757軍部隊）

2月6日 東海艦隊第155軍部隊
2月24日 第224軍部隊（西海最前線）, 第230軍部隊
3月10日 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）管下海岸砲中隊
3月12日 第406軍部隊（海軍）
4月15日 第1軍団（第313軍部隊）
4月25日 第108機械化歩兵師団（第604軍部隊）
5月3日 第806機械化歩兵師団（第757軍部隊）
5月4日 第681軍部隊管下砲兵中隊, 第937軍部隊（前線東部）
5月10日 金哲柱砲兵軍官学校

5月13日（報道日） 第860軍部隊（空軍）
5月22日 第1軍団（東部）第171軍部隊
5月31日 第845軍部隊, 第169軍部隊
6月7日 第622軍部隊前方指揮所

6月22日（報道日） 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）管下砲中隊
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7月26日 第425機械化歩兵師団（第671軍部隊）
8月3日 第5軍団（第549軍部隊, 前線中部）
10月6日 金日成軍事総合大学, 美林飛行場
10月25日 第465軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月2日 第8軍団（第593軍部隊, 朝中国境）指揮部
11月9日 第1202軍部隊島防御隊（熊島防御隊）
11月10日 第5軍団（第549軍部隊, 前線中部）
11月13日 金亨権通信兵軍官学校
11月18日 第3421軍部隊（女性軍部隊）
12月17日 第7歩兵師団

12月19日（報道日） 教導指導局（第570軍部隊）指揮部
12月24日 第969軍部隊女性高射砲中隊

1999年 1月20日 崔賢軍官学校
2月 第12軍団（第380軍部隊, 白頭山地帯）指揮部

2月9日（報道日） 第5歩兵師団（第615軍部隊）

2月16日 第991軍部隊管下女性高射銃中隊, 金日成軍事総合大学冬季
訓練

3月13日（報道日） 智慧山一帯を防御する人民軍軍部隊（前線東部）, 第720軍部
隊

3月26日 第9軍団（第264軍部隊, 北部）
3月29日 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）指揮部
4月5日 第2軍団（第567軍部隊, 前線西部）
4月15日 開豊郡一帯を防御する軍部隊

4月25日 第690軍部隊と第946軍部隊の軍事訓練, 護衛司令部（第
963軍部隊）管下区分隊

5月5日 第1地区司令部（第287軍部隊, 東海岸）前方指揮所
5月10日 第959軍部隊（高射砲兵, 平壌市龍城区域）
5月18日 タンク自動車兵軍官学校
5月28日 第4歩兵師団
5月31日 第12歩兵師団12砲連隊（第833軍部隊）

6月29日（報道日） 第409軍部隊
7月27日 東海艦隊第155軍部隊
8月30日 第635軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
9月8日 護衛司令部（第963軍部隊）
10月5日 第806機械化歩兵師団
10月6日 第63歩兵師団（第507軍部隊, 東部最前線）
10月12日 第1130軍部隊島防御隊（郡花島防御隊）
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10月17日 第1224軍部隊
11月18日（報道日） 第715軍部隊

11月29日 第15歩兵師団（第775軍部隊）
12月6日 第776軍部隊
12月23日 第820訓練所（第488軍部隊）

2000年 1月26日 第1158軍部隊
1月31日（報道日） 第667軍部隊

2月10日 第7歩兵師団
2月12日（報道日） 第440軍部隊女性海岸砲中隊

2月18日 第894軍部隊
4月2日 自動化大学

4月9日 第1311軍部隊, 人民軍第3995軍部隊管下中隊, 第1973軍部
隊管下2大隊

4月15日 海軍司令部
4月25日 人民軍第1321軍部隊（前線東部）
7月4日 第3971軍部隊（東海岸）
7月5日 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）

11月22日 第12歩兵師団12砲連隊（第833軍部隊）
12月5日 第350軍部隊
12月24日 第2752軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月27日 第3歩兵師団（第395軍部隊）

2001年 1月1日 第932軍部隊
2月7日 第6歩兵師団（第655軍部隊）
4月10日 第884軍部隊（空軍）
4月15日 第2629軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月16日 第3427軍部隊砲大隊
4月17日 第841軍部隊, 第998軍部隊
4月25日 第425機械化歩兵師団（第671軍部隊）
5月7日 第2軍団（前線西部）管下第415軍部隊
5月8日 第688軍部隊
5月10日 第224軍部隊管下砲中隊, 第230軍部隊砲中隊
5月13日 第4軍団28師団（第243軍部隊）]管下砲中隊
5月18日 第1129軍部隊, 第8歩兵師団（第851軍部隊）
5月19日 第863軍部隊管下大隊
5月20日 第256軍部隊（海軍）
5月24日 第173軍部隊
5月25日 第826軍部隊
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6月15日 東海艦隊（第597軍部隊）, 第288軍部隊（空軍）
6月21日 第983軍部隊
6月25日 第1歩兵師団（「呉仲洽7連隊称号」授与）
8月19日 第696軍部隊
8月28日 第2796軍部隊管下前線哨所（前線東部）
9月11日 第821軍部隊, 第368軍部隊
9月16日 第194軍部隊

9月18日 第535軍部隊管下区分隊, 人民軍第211軍部隊（「呉仲洽7連
隊」称号授与）

11月9日 第165軍部隊
11月12日 第15歩兵師団砲連隊（第397軍部隊）
12月21日 第529軍部隊
12月22日 第2833軍部隊
12月27日 第646軍部隊

2002年 1月6日 第942軍部隊
2月1日 第1200軍部隊
2月2日 第179軍部隊, 第15歩兵師団49連隊（第779軍部隊）
2月5日 第138軍部隊
3月1日 第891軍部隊
3月11日 第319軍部隊
3月13日 戦略ロケット司令部（第639軍部隊）
4月3日 空軍司令部傘下西海航空倶楽部
4月11日 第834軍部隊
5月1日 海軍司令部
5月19日 第858軍部隊（空軍）
6月1日 第823軍部隊（東部）
6月6日 第156軍部隊
6月15日 第105タンク師団第109タンク部隊（第478軍部隊）
7月5日 高射砲兵軍官学校
7月6日 第744軍部隊（「呉仲洽７連隊」称号授与）

10月14日 第8歩兵師団（第851軍部隊, 前線東部）
10月14日 第368軍部隊
10月18日 第863軍部隊
10月22日 第63歩兵師団（第507軍部隊）
12月3日 第1106軍部隊島防御隊（麗島防御隊）
12月11日 第1歩兵師団（第115軍部隊, 「呉仲洽７連隊」称号授与）
12月18日 第323軍部隊（航空陸戦兵）
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2003年 1月17日 第860軍部隊（空軍）
1月23日 第230軍部隊
1月24日 第301軍部隊
1月31日 第4軍団28師団（第243軍部隊）
2月1日 第2774軍部隊（「呉仲洽7連隊称号」授与）
2月3日 西海艦隊（第587軍部隊）
2月10日 後方軍官学校
4月3日 金亨稷軍医大学
4月4日 第2287軍部隊, 第240軍部隊
4月10日 第887軍部隊（空軍）
4月11日 第205軍部隊
4月27日 第409軍部隊
4月28日 第318軍部隊
5月1日 第824軍部隊
5月16日 第841軍部隊
5月19日 第292軍部隊管下区分隊（前線）
5月23日 人民軍第1973軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月28日 第388軍部隊（海軍）
5月29日 第1174軍部隊（最前線）
5月30日 第934軍部隊
6月1日 第716軍部隊
6月9日 第855軍部隊（空軍）
6月18日 第2軍団（第567軍部隊, 前線西部）直属中隊
6月20日 第763軍部隊
7月7日 第654軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
7月16日 第9軍団（第264軍部隊, 北部）直属中隊
7月17日 第581軍部隊
7月22日 第292軍部隊（前線）

7月29日（報道日） 第675軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
7月31日（報道日） 第669軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
8月1日（報道日） 第821軍部隊直属中隊

8月2日（報道日） 第806機械化歩兵師団（第757軍部隊）, 第1地区司令部（第
287軍部隊, 東海岸）直属中隊

10月24日（報道日） 第821軍部隊管下パク・ジョンシク英雄中隊, 第894軍部隊
（「呉仲洽7連隊」称号授与）

10月26日（報道日） 第370軍部隊
10月28日（報道日） 第802軍部隊
10月29日（報道日） 第4歩兵師団（第485軍部隊）
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12月9日（報道日） 第350軍部隊
12月10日（報道日） 第1312軍部隊

12月10日 第1314軍部隊

12月12日（報道日） 第1292軍部隊, 第776軍部隊直属中隊（「呉仲洽7連隊」称号
授与）

12月14日（報道日） 第3993軍部隊, 第138軍部隊管下中隊
12月16日（報道日） 第1925軍部隊
12月26日（報道日） 第2106軍部隊

2004年 1月14日（報道日） 第4428軍部隊
1月15日（報道日） 第943軍部隊
1月29日（報道日） 第844軍部隊
1月30日（報道日） 第493軍部隊
2月3日（報道日） 第614軍部隊
2月10日（報道日） 第1128軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

2月12日 第162軍部隊（航空陸戦旅団）
2月13日 第1549軍部隊
2月24日 第131軍部隊指揮部

3月2日（報道日） 第252軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
3月6日 第272軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

3月26日（報道日） 第916軍部隊
3月27日（報道日） 第979軍部隊

4月1日 第1056軍部隊直属女性中隊
4月11日（報道日） 第205軍部隊管下中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月12日（報道日） 第980軍部隊管下区分隊
4月13日（報道日） 第156軍部隊管下区分隊
4月15日（報道日） 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）, 第297軍部隊管下中隊
4月16日（報道日） 第344軍部隊（空軍）
5月3日（報道日） 第4302軍部隊
5月8日（報道日） 第12歩兵師団12砲連隊（第833軍部隊）直属中隊

6月1日 第458軍部隊（空軍）
6月9日（報道日） 第952軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
6月12日（報道日） 通信局（第573軍部隊,「呉仲洽7連隊」称号授与）
6月22日（報道日） 前線西部に位置する大連合部隊指揮部
7月28日（報道日） 第163軍部隊, 第8歩兵師団（第851軍部隊）管下中隊

7月29日 第821軍部隊管下区分隊
8月12日（報道日） 第3882軍部隊管下区分隊
8月15日（報道日） 第258軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
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8月28日 東海艦隊第155軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
9月3日（報道日） 第363軍部隊
9月4日（報道日） 第12歩兵師団12砲連隊（第833軍部隊）新入兵士訓練区分隊
10月5日（報道日） 第2734軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
10月12日（報道日） 第2623軍部隊（空軍）

10月12日 第60追撃機連隊（第447軍部隊, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月17日（報道日） 第754軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月20日（報道日） 第1226運輸区分隊

11月22日（報道日） 第109タンク部隊（第109軍部隊）直属中隊（「呉仲洽7連隊」
称号授与）

11月30日（報道日） 第3875軍部隊
12月10日（報道日） 第5848軍部隊管下中隊

12月10日 第153軍部隊（咸鏡北道）
12月11日（報道日） 第854軍部隊（空軍）
12月17日（報道日） 第448軍部隊
12月23日（報道日） 第541軍部隊
12月30日（報道日） 第563軍部隊

12月31日 第11軍団（特殊作戦軍）第2625軍部隊（女性落下傘部隊, 「呉
仲洽7連隊」称号授与）

2005年 1月22日（報道日） 第929軍部隊
1月28日（報道日） 第347軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月7日（報道日） 第487軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月9日（報道日） 第837軍部隊（平壌高射砲司令部）指揮部
4月20日（報道日） 第2040軍部隊管下中隊
4月22日（報道日） 第720軍部隊直属中隊
4月23日（報道日） 第2183軍部隊
4月24日（報道日） 第2015軍部隊
4月25日（報道日） 第4313軍部隊管下区分隊

4月27日 第1軍団（第313軍部隊）指揮部
5月25日（報道日） 第370軍部隊管下女性中隊
5月29日（報道日） 第4349軍部隊
5月30日（報道日） 第205軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月31日（報道日） 第3407軍部隊

6月1日（報道日） 第471軍部隊管下中隊, 第578軍部隊管下女性中隊（「呉仲洽
7連隊」称号授与）

6月2日（報道日） 第992軍部隊
7月20日（報道日） 第937軍部隊（前線東部）
7月21日（報道日） 第118軍部隊指揮部
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7月22日（報道日） 第2653軍部隊
7月22日 第1地区司令部（第287軍部隊, 東海岸）新島防御中隊

7月25日（報道日） 第503軍部隊
8月3日（報道日） 第5軍団司令部（前線中部）, 第5歩兵師団（第615軍部隊）
8月4日（報道日） 第228軍部隊直属中隊
9月3日（報道日） 第292軍部隊管下区分隊
9月4日（報道日） 第1652軍部隊
9月22日（報道日） 第916軍部隊直属中隊
10月22日（報道日） 第3軍団（第526軍部隊）指揮部
11月10日（報道日） 第847軍部隊
11月11日（報道日） 第802軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月12日（報道日） 第1337軍部隊管下中隊（前線）
11月13日（報道日） 第1188軍部隊管下中隊
11月14日（報道日） 第4302軍部隊管下女性中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月15日（報道日） 第1地区司令部（第287軍部隊, 東海岸）直属中隊
11月20日（報道日） 第2023軍部隊管下女性中隊
11月21日（報道日） 第338軍部隊

11月23日 第2歩兵師団（第235軍部隊）
11月25日（報道日） 第456軍部隊管下中隊（前線）
11月26日（報道日） 第715軍部隊直属中隊（前線）
11月27日（報道日） 第15師団50連隊（第781軍部隊）
11月28日（報道日） 第638軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月8日（報道日） 第744軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月9日（報道日） 第5883軍部隊管下女性中隊, 第2191軍部隊管下中隊
12月10日（報道日） 第667軍部隊
12月19日（報道日） 第946軍部隊管下区分隊
12月20日（報道日） 砲兵司令部（第531軍部隊）直属区分隊
12月30日（報道日） 第2651軍部隊
12月31日（報道日） 第953軍部隊

2006年 1月28日（報道日） 第932軍部隊
2月7日（報道日） 第1687軍部隊
2月23日（報道日） 第120軍部隊
2月24日（報道日） 第226軍部隊
3月2日（報道日） 第1522軍部隊

3月2日 第991軍部隊（空軍）
3月19日（報道日） 第8歩兵師団（第851軍部隊）前方指揮所
3月21日（報道日） 第824軍部隊管下女性区分隊
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3月22日（報道日） 第108機械化歩兵師団（第604軍部隊）管下区分隊
3月23日（報道日） 第435軍部隊指揮部
3月24日（報道日） 第236軍部隊新入兵士養成軍部隊
3月25日（報道日） 第3406軍部隊
4月5日（報道日） 第821軍部隊管下砲兵中隊
4月6日（報道日） 第292軍部隊管下女性中隊（前線）

4月9日（報道日） 108機械化歩兵師団（第604軍部隊）管下タンク装甲車運転
員養成区分隊

4月10日（報道日） 第205軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月12日（報道日） 第814軍部隊（空軍）
4月13日（報道日） 第406軍部隊（海軍, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月16日（報道日） 第760軍部隊直属中隊
4月22日（報道日） 第196軍部隊
4月25日（報道日） 第3240軍部隊
5月11日（報道日） 第838軍部隊管下女性中隊
5月15日（報道日） 東海艦隊第155軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月16日（報道日） 第1891軍部隊
5月17日（報道日） 第1464軍部隊
5月21日（報道日） 第5軍団（第549軍部隊）管下指揮官養成軍部隊
5月24日（報道日） 第194軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月27日（報道日） 第797軍部隊（空軍, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月29日（報道日） 第9軍団（第264軍部隊, 北部）指揮部
5月30日（報道日） 第215軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月31日（報道日） 第4318軍部隊管下区分隊
6月1日（報道日） 第294軍部隊
6月2日（報道日） 第269軍部隊（海軍）

6月3日（報道日） 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）管下青年活動家養成区分
隊

6月5日（報道日） 第2725軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
6月7日（報道日） 第970軍部隊（空軍）

6月12日 第91首都防御軍団（第966軍部隊）
6月13日（報道日） 第147軍部隊
6月13日（報道日） 第6歩兵師団13連隊（第657軍部隊）

6月19日 第790軍部隊駆潜艇233号
6月20日（報道日） 第401軍部隊（海軍）
6月22日（報道日） 第715軍部隊直属区分隊（前線）
6月27日（報道日） 第292軍部隊管下区分隊（前線）
6月28日（報道日） 第823軍部隊管下区分隊
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8月28日（報道日） 第1643軍部隊, 第8歩兵師団（第851軍部隊）直属中隊
9月9日（報道日） 第1824軍部隊
9月12日（報道日） 第8211軍部隊
11月3日（報道日） 第1112軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

11月4日 第7歩兵師団（第595軍部隊）管下女性海岸砲中隊
11月29日（報道日） 第1324軍部隊

11月29日 第1174軍部隊管下女性中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月3日（報道日） 第132軍部隊訓練場

12月5日（報道日） 第1313軍部隊管下チョ・ヨンホ英雄中隊（「呉仲洽7連隊」称
号授与）

12月6日（報道日） 第109タンク部隊（第109軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月7日（報道日） 第3993軍部隊管下女性大隊
12月8日（報道日） 第105タンク師団直属区分隊
12月9日（報道日） 第946軍部隊指揮部（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月24日（報道日） 第934軍部隊指揮部
12月25日（報道日） 第109タンク部隊（第109軍部隊, 呉仲洽7連隊」称号授与）
12月26日（報道日） 第3993軍部隊管下区分隊

2007年 1月15日（報道日） 第8軍団（第593軍部隊, 朝中国境））指揮部
1月16日（報道日） 第398軍部隊指揮部

2月 第581軍部隊
3月16日（報道日） 第105タンク師団指揮部

3月19日 第350軍部隊指揮部
4月21日（報道日） 第1637軍部隊

4月21日 東海艦隊第790軍部隊（海軍, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
5月4日（報道日） 第967軍部隊管下区分隊
5月5日（報道日） 第977軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
7月31日（報道日） 第4318軍部隊管下区分隊
8月1日（報道日） 第9軍団（第264軍部隊, 北部）指揮部
8月2日（報道日） 第136軍部隊
8月3日（報道日） 第273軍部隊
8月10日（報道日） 第156軍部隊管下区分隊
8月13日（報道日） 第1286軍部隊
11月8日（報道日） 第479軍部隊管下区分隊
11月9日（報道日） 第627軍部隊指揮部
11月11日（報道日） 第291軍部隊管下区分隊（海軍）
11月21日（報道日） 第297軍部隊管下中隊
11月22日（報道日） 第874軍部隊（空軍）
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12月1日（報道日） 第1159軍部隊
12月4日 第378軍部隊（空軍）

12月14日（報道日） 第255軍部隊指揮部
12月16日（報道日） 第1971軍部隊指揮部
12月17日（報道日） 第1925軍部隊管下区分隊

12月18日 第1701軍部隊
12月19日 第776軍部隊直属輸送中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

12月21日（報道日） 第1315軍部隊
12月22日 第189軍部隊（海軍, 「呉仲洽7連隊」称号授与）

2008年 1月7日（報道日） 第776軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
1月31日（報道日） 第375軍部隊指揮部
2月14日（報道日） 第776軍部隊管下大隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月5日（報道日） 第350軍部隊

4月6日（報道日） 第776軍部隊管下新入兵士訓練区分隊（「呉仲洽7連隊」称号
授与）

4月7日（報道日） 第493軍部隊直属中隊
4月9日（報道日） 第152軍部隊指揮部（海軍）

4月10日（報道日） 第815機械化師団（第337軍部隊）指揮部, 第109タンク部隊
（第109軍部隊, 「呉仲洽7連隊」称号授与）

5月3日（報道日） 第720軍部隊直属部隊, 第409軍部隊管下中隊
5月5日（報道日） 第1105軍部隊
5月8日（報道日） 第351軍部隊指揮部, 第927軍部隊指揮部
5月10日（報道日） 第745軍部隊指揮部
5月25日（報道日） 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）直属輸送大隊
5月26日（報道日） 第836軍部隊管下区分隊, 第1727士官養成軍部隊
6月9日（報道日） 第176軍部隊管下区分隊
6月10日（報道日） 第958軍部隊
6月11日（報道日） 第10歩兵師団（第756軍部隊）管下区分隊
7月10日（報道日） 第895軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
7月11日（報道日） 第289軍部隊

7月19日（報道日） 第205軍部隊管下砲中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）, 第
3898新入兵士訓練軍部隊

8月1日（報道日） 第1622軍部隊
8月2日（報道日） 東海艦隊第155軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
8月4日（報道日） 第1353軍部隊, 第1366軍部隊
8月5日（報道日） 第3704軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
8月6日（報道日） 第891軍部隊偵察中隊
8月9日（報道日） 第3407軍部隊管下女性中隊
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8月11日（報道日） 第669軍部隊直属中隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）, 第1374
軍部隊女性中隊

8月14日（報道日） 第1319軍部隊
10月10日（報道日） 第821軍部隊管下女性砲中隊
11月4日（報道日） 第2200軍部隊

11月4日 後方総局（第534軍部隊）直属騎馬訓練場
11月16日 第7歩兵師団

12月19日（報道日） 第955軍部隊指揮部
12月27日（報道日） 第1017軍部隊（空軍）, 航空陸戦旅団（第323軍部隊）指揮部

2009年 1月2日（報道日） 第105タンク師団（「呉仲洽7連隊」称号授与）
1月4日（報道日） 砲兵司令部管下第1489軍部隊
1月17日（報道日） 第2752軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
1月31日（報道日） 第131軍部隊管下区分隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
2月6日（報道日） 第7軍団（第324軍部隊, 咸鏡南道）
2月11日（報道日） 砲兵司令部管下第681軍部隊

3月8日 金日成政治大学
3月14日（報道日） 砲兵司令部管下第1811軍部隊

3月14日 第7歩兵師団
4月25日 第8歩兵師団（第851軍部隊）

5月21日（報道日） 第814軍部隊（空軍）
6月13日（報道日） 第7歩兵師団指揮部
7月17日（報道日） 東海艦隊（第597軍部隊）
8月12日（報道日） 金正淑海軍大学

9月12日 第9軍団（第264軍部隊, 北部）指揮部
9月13日（報道日） 東海艦隊（第597軍部隊）
11月8日（報道日） 第1224軍部隊
11月27日（報道日） 西海艦隊（第587軍部隊）指揮部
11月29日（報道日） 第109タンク部隊（第109軍部隊）管下大隊

2010年 1月5日 第105タンク師団管下区分隊
1月16日 陸海空軍協同訓練
1月31日 第11軍団（第630軍部隊, 特殊作戦軍）指揮部

4月13日（報道日） 第2軍団（第567軍部隊, 前線西部）総合訓練
4月24日（報道日） 第1歩兵師団（第115軍部隊,「呉仲洽7連隊」称号授与）
4月25日（報道日） 偵察局（第586軍部隊）指揮部
6月19日（報道日） 第8軍団（第593軍部隊）指揮官講習所
10月5日（報道日） 第8歩兵師団（第851軍部隊）
10月25日（報道日） 国家安全保衛部（第10215軍部隊）
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11月12日 第3875軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月16日（報道日） 第2670軍部隊
12月31日（報道日） 第105タンク師団

2011年 2月2日 第6556軍部隊指揮部
7月24日 海軍司令部
10月19日 第4304軍部隊
10月22日 護衛司令部管下第985軍部隊指揮部
10月31日 第789軍部隊
11月2日 空軍師団（管下に第60追撃機連隊, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月3日 第322軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月7日 第813軍部隊（空軍, 「呉仲洽7連隊」称号授与）
11月25日 第4軍団（第233軍部隊）指揮部
11月26日 第1016軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

11月30日 第11軍団（第630軍部隊, 特殊作戦軍）, 第169軍部隊管下中
隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）

12月3日 第378軍部隊（「呉仲洽7連隊」称号授与）
12月13日 第91首都防御軍団（第966軍部隊）火力打撃訓練場

（出所）『労働新聞』などにより筆者作成。
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まとめ

金正日は金日成の息子であることで革命第1世代の人脈もあり，金日成が軍隊
訪問に同行させたことで軍隊を身近にみてきた。党中央委員会に就職してからも
金日成の軍隊訪問への同行のみならず，単独で部隊を訪問するようになり，後継
者に決定するときにはすでに金日成の代理人として軍事部門に影響力を及ぼすよ
うになっていた。後継者に決定してからも，金正日は宣伝煽動事業を中心に人民
軍に対する影響力を拡大していったことから，人民軍で指揮官を監視している政
治委員も宣伝煽動事業に責任をもたせるようにさせた。1979年からは金正日の影
響力は作戦指揮や訓練の領域に拡大し，1991年に人民軍最高司令官に地位に就い
た時には，すでに人民軍内での金正日の権威は確立していた。

金日成の死後の大きな変化は金正日が軍隊を政治教育や指導統制に関して社会
の見本にしようとする活動を開始したことである。具体的には，その活動は呉仲
洽7連隊称号争取運動の展開であり，金正日自身の頻繁な現地指導であった。そ
して，本書第3章でみたように，1998年の最高人民会議代議員選挙で軍隊選挙区
を設置するなどして軍人の議席数を増加させたことは，これに関連して軍隊の社
会的地位を向上させるものであった。

党が金正日の「先軍政治」を金日成時代からの連続として説明するようになる
まで数年を要したことは，我々のような外部からの観察者のみならず朝鮮の人々
にとっても，変化をわかりにくくした原因であろう。金正日は軍隊を恐れたがた
めに頻繁に部隊を訪れてご機嫌伺いをしていたわけではなく，自ら現場に出向い
てその現場の軍人たちを政治教育と思想統制の模範に作り上げるべく指導し，一
方で軍隊の社会的地位を向上させて，軍隊を見本とすることが社会的に受け入れ
られるための素地を作ろうとしていたのである。
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金正恩の軍隊改革
第 6 章

金正日時代，最高指導者の軍隊に対するおもな関心は軍隊を社会の見本にする
ことにあり，軍隊の作戦指揮の領域については権限をもっていたものの，具体的
に踏み込んだことはほとんどなく，軍隊の人事を大きく変更したこともなかった。
朝鮮は，2003年4月30日に核武装化に入ることを発表し，2006年10月9日に最初
の核爆発実験を実施したが，各種・各級部隊の戦略，戦術，訓練などに関して大
きな変化はみられなかった。

これに対して，2011年12月17日の金正日の死去により，30日に人民軍最高司
令官の地位に就いた3代目最高指導者の金正恩は軍事に関して，作戦指揮の領域
に強い関心を示した。金正恩は金日成軍事総合大学を2006年12月24日に卒業し
た軍人であった（『朝鮮新報（日本語版）』2012年11月5日）。2013年2月2日発の朝
鮮中央通信は，党中央軍事委員会拡大会議が開催され，「軍事力の強化で一大転換
を起こすことについての問題と組織問題」が討議され，金正恩が「綱領的な指針
となる重要な結論」を述べたと報道した。この報道は，金正恩がこの会議で自身
の核戦略と軍事政策を示し，2代目金正日とは大きく異なる方向に動き出したこ
とを示しているものの，金正恩の発言の具体的な内容は公表されていない。

これまでの日本の研究では，金正恩時代の軍事に関しておもに核兵器およびミ
サイルの開発の対外政策上の意義を論じることが行われたが（道下 2013; 朴正鎮 

2015），先代の軍事政策からの連続と変化にはほとんど注意が向けられなかった。
そこで，本章では公式に報道された金正恩の行動から軍事に関する先代の最高

指導者との政策の違い，変化を見出すことを試みる。
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 1 抑止戦略の確立と軍事力の可視化

2003年3月20日に米軍の空爆によってイラク戦争が始まると，翌21日に朝鮮外
務省は，この戦争がアメリカなどによる「重大な主権侵害行為」であるとし，そ
れはすでに1990年代の大量破壊兵器に関する査察に始まっていたと位置づけた
（『朝鮮中央通信』2003年3月21日発）。これは，朝鮮では大量破壊兵器に関する査
察そのものが，アメリカが他国を武装解除するための手段であると認識されたこ
とを示していた。さらに，朝鮮外務省は，4月30日，「必要な抑止力」をもたざる
を得なくなったと発表し，核兵器の開発に乗り出す意思を示した（『朝鮮中央通信』

2003年4月30日発）。これは，実際に朝鮮で核兵器の開発が進められていたか否か
には関係なく，朝鮮労働党は，核兵器開発疑惑そのものの継続がアメリカにとっ
て自国を攻撃する名目になると認識したこととともに，むしろ公に核兵器を保有
すればアメリカが攻撃に躊躇するであろうと判断したことを示していた。

ただし，当時の党と政府は，核兵器の開発と保有自体が抑止力になると認識し
ていた。2003年6月9日に，党と政府を代弁する朝鮮中央通信社は論評という形
で，「我々が核抑止力をもとうというのは，誰かを威嚇あるいは恐喝するためのも
のではなく，将来的な展望として通常兵器を縮小して人的資本と資金を経済建設
と人民生活に回そうとするところにある」と述べていた。すなわち，核保有は社
会の軍事的負担を減らしてその分，経済部門の投資が増えることになるという認
識が社会的に受け入れられていた。

当時の最高指導者金正日は核保有を実現した後もこの認識を変えなかった。
2006年10月9日に原子爆弾の爆発実験が成功すると，翌2007年4月4日に金正日
は党と国家の経済機関の責任幹部たちに対して，核保有国になったことで防衛力
が整ったという認識を示し，「今からは経済建設に力を入れて人民生活をはやく向
上させなければなりません」と述べた（『金正日選集23（増補版）』2014, 103-104）。
そこでは，核抑止には，核兵器を保有するに至った次の段階として，敵側が攻撃
を躊躇するに足るまでその核兵器の存在を印象づける工程が必要になるというこ
とは，ほとんど認識されていなかったといえる。

実際に抑止の対象であるアメリカは，朝鮮の核兵器およびミサイルの能力に関
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して，北東アジア地域の不安定要因であり，核不拡散体制に対する脅威であると
しか認識していなかった。ホワイトハウスが2015年2月に発表した国家安全保障
戦略報告書でも，この認識が示され，アメリカに対して直接的な攻撃の可能性に
ついては言及されなかった（United States. President 2015）。したがって，朝鮮
の核兵器はアメリカに対する抑止力として機能していなかったといえる。

2011年12月30日に人民軍最高司令官に就任した金正恩は先代と違い，中途半
端な抑止力に満足していなかった。それはすぐに抑止の論理を追求する動きに出
たことが示している。2012年4月14日に開館した人民軍武装装備館には長距離ミ
サイルが展示された。そして，翌15日に実施された軍事パレードでは，長距離ミ
サイルとみられるものを含む各種ミサイルを積んだ移動式車輛たちが行進した。
2013年からはミサイルの試験発射や訓練を頻繁に実施し，長距離ミサイル開発の
意思と能力を内外に印象づけるようになった。また，2015年5月8日には潜水艦
発射ミサイルの試験発射が実施され，翌日の『労働新聞』に「北極星－1」と表
示されたミサイルの写真が公表された。この発表によって，ミサイル開発の種類
が多岐に及ぶものであることが知られるようになった。アメリカ側もようやく朝
鮮によるこうした核打撃能力の増強を意識するようになった。2016年5月26日に
オバマ大統領は朝鮮の核打撃能力について，アメリカに対する脅威でもあると述
べるに至った（『朝日新聞』2016年5月27日）。

そして，2016年にはアメリカに対する核打撃能力が完成する段階に入った。6
月22日にはグアムに対する打撃が可能だと推定される中長距離ミサイルの高角
度試験発射が実施された。このミサイルは「火星－10」であると発表され，ミサ
イルのシリーズが「火星」であることが明らかになった。9月9日には核弾頭用原
子爆弾の実験が実施された。2017年7月4日にはアラスカに到達するとみられる
大陸間弾道ミサイル「火星－14」の発射試験，9月3日にはミサイルに装着する水
素爆弾の実験，11月29日にはアメリカ全土を射程に収めた大陸間弾道ミサイル
「火星－15」の試験発射が行われ，「国家核武力の完成」とされた（『労働新聞』

2017年12月1日）。アメリカ側は，2017年12月に発表された国家安全保障戦略報
告書で，朝鮮が「アメリカ人を数百万人殺すほどの能力を追求している」と記し
たように，朝鮮の核およびミサイルの開発を脅威として真剣に受け止めるように
なった（United States. President 2017）。なお，これら「火星」シリーズは2022
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年3月から「火星砲」と呼ばれるようになった。
核戦力の可視化と並行して，さまざまな戦闘の種類に対応する能力の可視化も

進められた。従来，軍隊の状況に関する公式の報道は最高指導者の軍部隊への訪
問がそのおもなものであり，せいぜい当該軍部隊内での訓練に言及されるくらい
であった。金正恩時代に入ると，伝えられる訓練の様子に広がりが出るようにな
り，これまで登場しなかった種類の訓練が報道されるようになった。表6-1は最
高司令官に就任してから2020年までの金正恩の軍部隊に対する現地指導と訓練
の指導の動向を示したものである。そこでは金正日時代と違い，金正恩は訓練そ
のものを指導していることが目立つ。
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表6-1　金正恩の軍部隊訪問および訓練指導（2012年1月～2020年4月）

2012年 1月1日 第105タンク師団
1月18日 第169軍部隊（呉仲洽7連隊称号授与）

1月20日 第354軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）, 第3870軍部隊
（呉仲洽7連隊称号授与）

1月21日 第425機械化歩兵師団（第671軍部隊）
1月27日 第378軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）
1月30日 第1017軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）

2月6日 東海艦隊（第597軍部隊）指揮部および管下第790軍部隊, 第
158軍部隊, 魚雷艇1307号

2月7日 第7軍団（第324軍部隊）指揮部
2月21日 第842軍部隊
2月25日 第4軍団司令部管下軍部隊（前線西南部）
3月2日 戦略ロケット司令部
3月3日 板門店
3月9日 第123軍部隊, 椒島防御隊（西海岸）
3月14日 陸海空軍合同打撃訓練
4月4日 第155軍部麗島防御隊（東海岸）
4月5日 第155軍部隊（海軍）
4月27日 第6歩兵師団（現：第655軍部隊）
5月3日 航空・反航空軍（空軍司令部）指揮部
5月23日 第1501軍部隊

8月5日 第552軍部隊管下区分隊, 第1017軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊
称号授与）

8月23日 第4302軍部隊管下柿の木中隊（東海岸）

8月27日 第1軍団第894軍部隊（呉仲洽7連隊称号授与）, 軍団指揮部（前
線東部）

8月28日 第318軍部隊（前線東部）
10月6日 国家安全保衛部
10月29日 金日成軍事総合大学

11月18日 後方総局（第534軍部隊） 直属騎馬中隊訓練場（現：美林乗馬
倶楽部）

11月19日 国家安全保衛部
2013年 2月20日 第323軍部隊（航空陸戦旅団, 呉仲恰7連隊称号を授与）

2月21日 第3軍団（第526軍部隊）管下区分隊攻撃戦術演習（首都周辺）

2月22日 航空・反航空軍（空軍）および第11軍団（第630軍部隊）飛行訓
練

2月25日 砲兵火力打撃訓練
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3月7日 長在島・茂島防御軍部隊（西海岸）

3月11日 月乃島防御隊, 第4軍団管下第641軍部隊管下長距離砲兵区分
隊（前線西南部）

3月13日 第4軍団砲兵区分隊たちの実弾射撃訓練

3月20日 超精密無人打撃機の対象物打撃および自走高射ロケット射撃
訓練

3月22日 第11軍団管下軍部隊（呉仲恰7連隊称号授与）

3月23日 第11軍団管下第1973軍部隊管下2大隊（呉仲恰7連隊称号授
与）

3月24日 第1501軍部隊
5月20日 第405軍部隊
5月26日 第291軍部隊（海軍, 東海岸）

6月2日 第5軍団（第549軍部隊）管下五城山哨所と第63歩兵師団（第
507軍部隊）, 第785軍部隊監視所（前線中部）

6月18日 第1017軍部隊飛行訓練
6月30日 第8歩兵師団（第851軍部隊） 砲射撃訓練
8月1日 航空陸戦兵強化訓練

8月17日（報道日） 第3404軍部隊
8月24日 新たに建造された戦闘艦船の機動訓練
9月2日 長在島防御隊, 茂島英雄防御隊（西海岸）
9月3日 月乃島防御隊（西海岸）

10月11日（報道日） 新たに建造された戦闘艦艇機動訓練
11月20日（報道日） 金正日軍事研究院

11月30日 軍第991軍部隊訪問（空軍）
2014年 1月12日 後方総局（第534軍部隊）指揮部

1月18日 第323軍部隊（航空陸戦旅団）戦術訓練
3月7日 第2620軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）
3月9日 金日成政治大学

3月12日（報道日） 軍事学校教職員射撃競技
3月17日（報道日） 軍種・軍団級単位指揮成員たちの射撃競技
3月17日（報道日） 第188軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）
3月19日（報道日） 金正淑海軍大学と金策航空軍大学教職員の射撃競技

4月1日 三池淵で白頭地区革命戦跡地踏査行軍に参加した人民軍連合
部隊指揮官を鼓舞激励

4月15日 人民軍第1次飛行士大会
4月21日 第188軍部隊（空軍）

4月24日（報道日） 第8歩兵師団（第851軍部隊） 管下女性放射砲兵区分隊砲射撃
訓練
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4月25日 第1軍団管下第681軍部隊管下砲兵区分隊砲射撃訓練
4月26日 主要敵対象物打撃任務担当長距離砲射撃区分隊訓練

5月9日 人民軍航空・反航空軍飛行指揮成員たちの戦闘飛行術競技大
会

6月13日 麗島防御隊（東海岸）
6月14日（報道日） 東海艦隊第863軍部隊
6月16日（報道日） 東海艦隊第167軍部隊

6月30日 花島防御隊（東海岸）
7月2日（報道日） 海軍指揮成員たちの水泳能力判定訓練
7月5日（報道日） 陸海空軍島上陸戦闘訓練
7月7日（報道日） 熊島防御隊（東海岸）

7月9日 西部前線打撃部隊の戦術ロケット発射実験

7月14日 第171軍部隊直属民警哨所と軍部隊管下2大隊3中隊哨所砲実
弾射撃訓練

7月26日 戦略軍ロケット発射訓練
8月14日 戦術ロケット弾試験発射（東海岸）

8月27日〜29日
人民軍第323軍部隊（航空陸戦旅団）, 第162軍部隊（航空陸戦
旅団）, 第252軍部隊（海軍陸戦兵）管下区分隊, 第858軍部隊

（空軍）の降下・対象物打撃実動訓練
10月19日（報道日） 第1017軍部隊, 第458軍部隊の離着陸飛行訓練

10月24日（報道日） 第3軍団（第526軍部隊）と第109タンク部隊（第478軍部隊）の
双方実動訓練

10月30日（報道日） 第1017軍部隊, 第60追撃機連隊（第447軍部隊）, 第458軍部
隊の検閲飛行訓練

11月21日（報道日） 第991軍部隊（空軍, 両江道）

11月23日（報道日） 海軍司令部（第572軍部隊）と第11軍団（第630軍部隊）の連合
協同訓練

11月28日（報道日） 女性追撃機飛行士飛行訓練
12月1日 護衛司令部（第963軍部隊）直属砲兵中隊

12月5日（報道日） 第1313軍部隊（呉仲洽7連隊称号授与）
12月8日（報道日） 第458軍部隊（空軍）
12月13日（報道日） 第189軍部隊（海軍, 西海）

12月30日（報道日） 第8歩兵師団（第851軍部隊）管下女性放射砲区分隊砲射撃訓
練

2015年 1月7日（報道日） 第1軍団, 第2軍団, 第5軍団の第1梯隊歩兵師団直属区分隊の
無反動砲射撃競技大会

1月13日（報道日） 航空・反航空軍指揮部（空軍指揮部）

1月24日（報道日） 第1航空・反航空師団管下追撃機・爆撃機連隊の飛行戦闘訓
練
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1月27日（報道日） 西部前線機械化打撃集団装甲歩兵区分隊の冬季渡河攻撃演習

1月31日（報道日） 空軍戦闘飛行連隊と海軍潜水艦連合部隊による敵海上目標に
対する軍種打撃訓練

2月6日 東海艦隊第155軍部隊による新型艦対艦ミサイル試験発射

2月20日 第4軍団管下砲兵部隊, 区分隊による島火力打撃・占領のため
の演習

3月2日 第60追撃機連隊（第447軍部隊, 呉仲洽7連隊称号授与）
3月9日（報道日） 第1016軍部隊（空軍, 呉仲洽7連隊称号授与）
3月12日（報道日） 第10軍団（前・第1地区司令部）新島防御中隊（東海岸）

3月20日（報道日） 第1航空・反航空師団と第5飛行師団管下追撃機, 襲撃機, 爆
撃機連隊による飛行場打撃・復旧訓練視察

4月4日（報道日） 第164軍部隊（海軍）
5月8日 戦略潜水艦弾道弾水中試験発射

5月24日（報道日） 第9軍団（第264軍部隊）指揮部
6月13日（報道日） 高射砲兵軍官学校

6月14日 東海艦隊（第597軍部隊）による新型艦対艦ミサイル発射訓練

6月16日（報道日） 第10軍団（前：第1地区司令部）管下地上砲兵区分隊と海軍東
海艦隊の各種艦船による夜間海上火力打撃訓練

6月18日（報道日）
航空・反航空軍（空軍）, 護衛司令部（第963軍部隊）, 第3軍団

（第526軍部隊）管下高射砲兵中隊と高射砲兵軍官学校中隊に
よる高射砲兵射撃競技

6月21日 女性超音速戦闘機42号飛行士の飛行訓練
7月28日 人民軍航空・反航空軍指揮成員戦闘飛行競技大会2015

10月16日（報道日） 第350軍部隊
11月3日（報道日） 西部前線反航空部隊の高射ロケット射撃訓練

12月21日 新浦港付近で潜水艦弾道弾水中試験

12月24日（報道日） 第3軍団（第526軍部隊）と第425機械化師団（第671軍部隊）間
の双方実動訓練

2016年 1月4日

第91首都防御軍団（第966軍部隊）, 第1軍団（第313軍部隊），
第2軍団（第567軍部隊）, 第3軍団（第526軍部隊）, 第4軍団（第
233軍部隊）, 第5軍団（第549軍部隊）, 第7軍団（第324軍部
隊）, 第8軍団（第593軍部隊）, 第10軍団（第287軍部隊, 前：第
1地区司令部）管下の砲兵区分隊による砲射撃競技

1月10日（報道日） 人民武力部

2月21日（報道日） 第91首都防御軍団, 第105タンク師団, 第425機械化歩兵師
団, 第815機械化歩兵師団管下部隊による双方実動訓練

2月21日（報道日） 第1017軍部隊, 第60追撃機連隊（第447軍部隊）, 第458軍部
隊の検閲飛行訓練

2月27日（報道日） 新たに開発された反タンク誘導武器試験射撃
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3月3日 新型大口径放射砲試験射撃
3月9日 核弾頭搭載事業
3月10日 戦略軍弾道ロケット発射訓練

3月11日（報道日） 人民軍タンク兵競技大会―2016
3月15日（報道日） 弾道ロケット大気圏再突入環境試験

3月20日（報道日）
東海艦隊の水上艦船と狙撃兵, 第2航空師団管下追撃機, 第7
軍団砲兵区分隊, 第108機械化歩兵師団の一部による上陸・
反上陸防御演習

3月21日 新型大口径放射砲射撃
3月24日（報道日） 大出力固体ロケット発動機地上噴出および階段分離試験

3月24日 前線大連合部隊長距離砲兵隊集中火力打撃演習
4月1日 新型反航空邀撃誘導武器体系戦闘性能判定試験射撃

4月9日（報道日） 西海衛星発射場で大陸間弾道ロケット大出力発動機地上噴出
試験

4月12日（報道） 第3軍団（第526軍部隊）と第10軍団（第287軍部隊, 前：第1地
区司令部）による対夜間奇襲上陸撃破実弾射撃訓練

4月23日 戦略潜水艦弾道弾水中試験発射
6月13日（報道日） 国防総合大学

6月22日 地対地中長距離戦略弾道弾「火星―10」試験発射（咸鏡南道金
野郡虎島里付近）

7月19日 戦略軍火星砲兵部隊たちの弾道ロケット発射訓練
8月24日 戦略潜水艦弾道弾水中試験発射

9月5日 戦略軍火星砲兵部隊たちの弾道ロケット発射訓練（黄海南道
銀泉郡両潭里付近）

11月4日（報道日） 作戦総局（第525軍部隊）直属特殊作戦大隊
11月9日（報道日） 第1344軍部隊管下区分隊
11月11日（報道日） 第4軍団麻蛤島防御隊（前線西南部）

11月12日 第4軍団葛利島前哨基地, 長在島防御隊（前線西南部）
11月16日（報道日） 大連合部隊別女性放射砲兵射撃訓練競技
11月25日（報道日） 第12軍団（第380軍部隊）指揮部
11月26日（報道日） 第1045軍部隊管下山岳歩兵大隊スキー訓練

12月1日 前線砲兵部隊の砲兵隊集中火力打撃演習
12月4日（報道日） 航空・反航空軍飛行指揮成員戦闘飛行術競技大会2016
12月11日（報道日） 作戦総局（第525軍部隊）直属特殊作戦大隊の戦闘訓練
12月21日（報道日） 大連合部隊別放射砲中隊射撃競技
12月21日（報道日） キル・ヨンジョ英雄追撃機連隊の夜間襲撃戦闘訓練

2017年 1月19日（報道日） 第4軍団（第233軍部隊）直属区分隊（前線西南部）
1月22日（報道日） 第1314軍部隊（前線西南部）
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1月28日（報道日） タンク装甲歩兵連隊冬季渡河攻撃演習

2月12日 中長距離弾道弾「北極星－2」型試験発射（平安北道鉄山郡起峰
里）

3月1日 第91首都防御軍団（第966軍部隊）指揮部

3月6日 戦略軍火星砲兵部隊の弾道ロケット発射訓練（平安北道鉄山
郡東林里）

3月18日 新たに開発された大出力発動機地上噴出試験
4月1日（報道日） タンク兵競技大会2017

4月13日（報道日）

作戦総局（第525軍部隊）直属特殊作戦大隊, 第11軍団（第630
軍部隊）第2625軍部隊管下5支隊4打撃隊, 第252軍部隊（海軍
陸戦兵）管下1支隊2打撃隊, 航空・反航空軍第323軍部隊（航
空陸戦旅団）管下1支隊1打撃隊などによる特殊作戦部隊江河・
対象物打撃大会2017

4月25日 建軍85周年慶祝軍種合同打撃示威（前線東部）
5月5日（報道日） 第4軍団管下長在島防御隊, 茂島英雄防御隊（前線西南部）

5月14日 新型の地対地中長距離戦略弾道ロケット「火星－12」型試験発
射（平安北道東林郡保聖里付近）

5月21日 地対地中長距離戦略弾道弾「北極星－2」型試験発射（平安南道
安州市延豊里付近）

5月27日 新型反航空邀撃誘導武器体系試験発射（北倉飛行場）

5月29日 精密操縦誘導体系を導入した弾道ロケット試験発射（元山市
明沙十里洞）

6月5日（報道日） 航空・反航空軍飛行指揮成員の戦闘飛行術競技大会2017

6月8日 新型地対艦巡航ミサイル試験発射（江原道文川市参洞里柳九
未里付近）

7月4日 大陸間弾道弾「火星－14」型試験発射（平安北道泰川郡来賀里
付近）

7月28日 大陸間弾道弾「火星－14」型2次試験発射（西北部地帯）
8月14日 戦略軍司令部

8月26日（報道日） 島占領のための人民軍特殊作戦部隊対象物打撃競技
8月29日 戦略軍中長距離戦略弾道ロケット試験発射訓練（順安飛行場）

9月3日（報道日） 核武器兵器化事業

9月15日 中長距離戦略弾道ロケット「火星－12」型発射訓練（順安飛行
場）

11月29日 大陸間弾道弾「火星－15」号発射（平壌郊外）
2018年 6月30日 第1524軍部隊

11月16日（報道日） 新たに開発された尖端戦術武器試験
2019年 2月8日 人民武力省

4月16日 第1017軍部隊（空軍）飛行訓練（順安飛行場）
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（出所）『労働新聞』などにより筆者作成。

4月17日 新型戦術誘導武器射撃試験

5月4日 東海岸前線および東部前線防御部隊の火力打撃訓練（咸鏡南
道金野郡虎島半島）

5月9日 西海岸前線および西部前線防御部隊の火力打撃訓練
7月25日 新型戦術誘導武器威力示威射撃
7月31日 新型大口径操縦放射砲試験射撃
8月2日 新型大口径操縦放射砲試験射撃
8月6日 新型戦術誘導弾威力示威発射
8月10日 新武器試験射撃（咸鏡南道楽園郡呂湖里付近）
8月16日 新武器試験射撃（江原道通川郡洞庭湖付近）
8月24日 新たに研究開発された超大型放射砲試験射撃（宣徳飛行場）
9月10日 超大型放射砲試験射撃（价川飛行場）

11月16日（報道日） 航空・反航空軍飛行指揮成員戦闘飛行術競技大会2019
11月18日（報道日） 航空・反航空軍狙撃兵区分隊の降下訓練
11月25日（報道日） 昌麒島防御隊（前線西南部）
11月25日（報道日） 第5492軍部隊管下女性中隊（前線西南部）

11月28日 超大型放射砲試験射撃（塩浦飛行場）
2020年 3月2日 前線長距離砲兵区分隊の砲撃訓練

3月9日 前線長距離砲兵区分隊の砲撃訓練
3月12日 第7軍団と第9軍団管下砲兵部隊の砲射撃対抗競技

3月20日 第3軍団, 第4軍団, 第8軍団管下の砲兵部隊による砲射撃対抗
競技

3月21日 戦術誘導兵器の師範射撃
4月10日（報道日） 軍団別迫撃砲兵区分隊の砲射撃訓練

4月12日（報道日） 西部地区航空・反航空軍師団傘下追撃襲撃機連隊（第1017軍
部隊）
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そのひとつが空挺部隊の降下作戦である。落下傘に関しては，すでに各地に飛
行機の操縦や落下傘訓練を行う航空クラブが組織されていることが知られており，
軍隊でも降下訓練は行われていたはずであるが，それが公開されることはなかっ
た。金正恩は2013年2月20日に第323軍部隊（航空陸戦旅団）を視察し，翌2014
年1月18日にこの軍部隊の夜間訓練を指導したのを皮切りに，降下作戦の指導に
積極的になった。2014年8月27日〜29日に，人民軍第323軍部隊（航空陸戦旅団），
第162軍部隊（航空陸戦旅団），第252軍部隊（海軍陸戦兵）管下の区分隊と区分隊
の陸戦兵たちと第858軍部隊（飛行部隊）による降下・対象物打撃実動訓練を指導
した（『労働新聞』2014年8月23日; 2014年8月30日）。『労働新聞』2016年11月4日
は金正恩が作戦総局（第525軍部隊）直属特殊作戦大隊による障害物克服訓練およ
び打撃術総合訓練，射撃訓練，超低空降下訓練，ヘリ・ロープ降下訓練，襲撃訓
練を指導したこと，『労働新聞』2016年12月11日は金正恩がその大隊による韓国
大統領府を模した建物を襲撃する訓練を指導したことを報じた。そして，『労働新
聞』2019年11月18日は金正恩が航空陸戦旅団（第162軍部隊）をはじめとする空
軍の狙撃兵区分隊の降下訓練を指導したことを報じた。

もうひとつは上陸作戦である。これまで朝鮮は韓米合同演習で実施される上陸
訓練を強く非難する一方で，自己の上陸訓練について報じたことはなかった。
2013年3月25日には第7軍団（第324軍部隊），第1地区司令部（第287軍部隊），東
海艦隊（第597軍部隊）による上陸・反上陸訓練が金正恩の指導のもとに実施され
た（『労働新聞』2013年3月26日）。そして『労働新聞』2014年7月5日は金正恩が
陸海空軍による島嶼部上陸訓練を指導したことを報じ，『労働新聞』2014年11月
23日は金正恩が海軍司令部（第572軍部隊）と特殊作戦軍の第11軍団（第630軍部

隊）による上陸・反上陸訓練を指導したことを報じ，さらに『労働新聞』2016年
3月20日は金正恩が第7軍団砲兵区分隊，第108機械化歩兵師団の一部，東海艦隊
の水上艦船，第2航空師団追撃機による上陸・反上陸訓練を指導したことを報じ
た。

これらの攻撃性の強い作戦訓練に関する報道は，金正恩時代に入ってから，抑
止という考え方が核戦力のみならず，通常兵器による戦闘に関しても適用されて
いることを示している。そして，2021年1月5日〜12日に開かれた第8次党大会で
は，「国防科学技術発展および武器体系開発5カ年計画」が採択され，核技術の高
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度化，核兵器の小型・軽量化，戦術核兵器化，大陸間弾道弾の命中率向上，原子
力潜水艦の保有，軍事偵察衛星の運営などの目標に向かって進むことになった
（『労働新聞』2021年9月13日）。

2021年には金正恩の動静に関する公式報道のなかに部隊訪問がみられなかっ
た。しかし，これは金正恩の関心が個々の軍部隊の状況に関することよりも，各
種のミサイル開発と配備に移ってきたことによるものであった。実際に，2021年
から2022年にかけて各種ミサイルの発射が実施され，2022年3月24日には新た
な大陸間弾道弾「火星砲－17」が発射された。それとともに2022年から金正恩
はミサイル試験発射の参観または指導や発射訓練の指導に乗り出すようになり，
空軍の訓練の指導など現地での活動を復活した。さらに2023年からはこれに偵察
衛星の開発や水中で核爆発を起こしてそこで発生する津波で目標を攻撃する水中
攻撃型兵器の開発に関する金正恩の現地指導が加わった（表6-2）。
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表6-2　ミサイル発射と金正恩の核およびミサイル関連訓練指導（2021～2023年）
2021年 3月25日 新型戦術誘導弾試験発射

9月11日 新型長距離巡航ミサイル試験発射
9月12日 新型長距離巡航ミサイル試験発射
9月15日 鉄道軌道ミサイル連隊による検閲射撃訓練
9月28日 新たに開発された極超音速ミサイル「火星－8」試験発射

2022年 1月5日 極超音速ミサイル試験発射
1月11日 金正恩, 極超音速ミサイル試験発射を参観

1月14日 平安北道鉄道機動ミサイル連隊の実践能力判定のための検閲射撃
訓練

1月17日 戦術誘導弾検収射撃試験
1月25日 長距離巡航ミサイル体系更新のための試験発射
1月27日 地上対地上戦術誘導弾の常用戦闘部威力確証のための試験発射
1月30日 地上対地上中長距離弾道ミサイル「火星－12」検収射撃試験
2月27日 偵察衛星開発のための「重要試験」
3月5日 偵察衛星開発のための「重要試験」

3月24日 金正恩, 試験発射場を訪問して大陸間弾道ミサイル「火星砲－17」
試験発射の全過程を直接指導

4月16日 金正恩, 新型戦術誘導武器試験発射を参観
8月17日 巡航ミサイル発射

9月25日
金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 西北部貯水池水中発射場で戦術核弾頭搭載を模した弾
道ミサイル発射訓練

9月28日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 戦術核弾頭搭載を模した弾道ミサイル発射訓練

9月29日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 各種の戦術弾道ミサイル発射訓練

10月1日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 各種の戦術弾道ミサイル発射訓練

10月4日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 新型地上対地上中長距離弾道ミサイル発射訓練

10月6日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 超大型放射砲と戦術弾道ミサイルの命中打撃訓練

10月6日 金正恩の現地指導のもと, 西部前線長距離砲兵区分隊たちと西部
地区空軍飛行隊たちの合同打撃訓練

10月8日 金正恩の現地指導のもと, 史上初の150余機の各種戦闘機の同時
出撃による大規模航空攻撃総合訓練

10月9日 金正恩が指導する人民軍戦術核運用部隊たちの軍事訓練実施の一
環として, 超大型放射砲射撃訓練
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10月12日 金正恩, 長距離戦略巡航ミサイル試験発射を現地で指導

11月2日

韓米連合空中訓練「ヴィジラントストーム」に対する対応軍事訓練
の一環として, 平安北道地域のミサイル部隊が戦術弾道ミサイル
発射, 西海岸沿線の空軍反航空ミサイル兵部隊が地上対空中ミサ
イルを発射, 咸鏡北道地域から戦略巡航ミサイルを発射

11月3日
韓米連合空中訓練「ヴィジラントストーム」に対する対応軍事訓練
の一環として, 「重要な弾道ミサイル」試験発射, 超大型放射砲弾
と各種戦術弾道ミサイル, 長距離放射砲弾を発射

11月4日
韓米連合空中訓練「ヴィジラントストーム」に対する対応軍事訓練
の一環として, 500機の各種戦闘機を動員して空軍の大規模な総
戦闘出動作戦

11月5日 韓米連合空中訓練「ヴィジラントストーム」に対する対応軍事訓練
の一環として, 戦術弾道ミサイルと超大型放射砲弾を発射

11月18日 金正恩, 平壌国際空港で新型大陸間弾道ミサイル「火星砲－17」の
試験発射を現地指導

12月15日 金正恩, 西海衛星発射場で朝鮮初となる推進力140トンフォース
の大出力固体燃料発動機の地上噴出試験を現地指導

12月18日 西海衛星発射場で偵察衛星開発のための最終段階の重要試験
2023年 2月18日 大陸間弾道ミサイル「火星砲－15」発射訓練

2月23日 東部地区戦略巡航ミサイル部隊該当火力区分隊による戦略巡航ミ
サイル「ファサル－2」発射訓練

3月9日 金正恩, 人民軍西部前線の軍部隊管下第8火力襲撃中隊を現地指
導

3月12日 潜水艦「8・24英雄艦」による戦略巡航ミサイル水中発射訓練

3月14日 西部前線の人民軍ミサイル部隊管下第11火力襲撃中隊による地
上対地上戦術弾道ミサイル示範発射訓練

3月16日 金正恩, 大陸間弾道ミサイル「火星砲－17」発射訓練を指導
3月18日〜19日 金正恩, 核反撃仮想総合訓練を指導
3月21日〜23日 金正恩, 新たな水中攻撃型兵器システム「ヘイル－1」試験を指導

3月22日 金正恩, 戦略巡航ミサイル部隊の戦略巡航ミサイル「ファサル－
1」と「ファサル－2」の発射訓練を指導

3月25日〜27日 水中攻撃型兵器システム「ヘイル－1」試験

3月27日 中部前線のミサイル部隊管下区分隊の地上対地上戦術弾道ミサイ
ル核空中爆発の示範教育射撃訓練

4月4日〜7日 水中攻撃型兵器システム「ヘイル－2」試験

4月13日 金正恩, 新型大陸間弾道ミサイル「火星砲－18」型の初の試験発射
を現地指導

4月18日 金正恩, 偵察衛星開発に関して国家宇宙開発局（現：国家航空宇宙
技術総局）を現地指導
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5月16日 金正恩, 偵察衛星発射準備委員会事業を現地指導

5月31日
平安北道鉄山郡西海衛星発射場で軍事偵察衛星「万里鏡－1」号を
新型衛星運搬ロケット「千里馬－1」に搭載して発射, 発射体は墜
落

7月12日 金正恩, 新型大陸間弾道ミサイル「火星砲－18」試験発射を指導

8月21日（報道日） 金正恩, 人民軍海軍東海艦隊近衛第2水上艦戦隊を視察, 戦略巡航
ミサイル発射訓練を参観

8月27日 金正恩, 海軍司令部を訪問
8月2日 金正恩, 人民軍総参謀部訓練指揮所を訪問

8月30日 人民軍西部地区戦術核運用部隊, 韓米連合攻撃編隊訓練に対応し
て, 仮想の戦術核打撃訓練, 戦術弾道ミサイルを発射

9月2日 人民軍西部地区戦略巡航ミサイル運用部隊, 長距離戦略巡航ミサ
イルを発射

9月6日〜7日 金正恩, 烽台潜水艦工場で新たに建造された戦術核潜水艦進水式
に参加

11月11日 中距離弾道ミサイル用大出力固体燃料発動機開発の第1階段発動
機の地上噴出試験

11月14日 中距離弾道ミサイル用大出力固体燃料発動機開発の第2階段発動
機の地上噴出試験

11月21日
金正恩, 平安北道鉄山郡西海衛星発射場で新型衛星運搬ロケット

「千里馬－1」号に搭載された偵察衛星「万里鏡－1」号の発射を参
観, 国家航空宇宙技術総局平壌総合管制所を訪問

11月24日 金正恩, 国家航空宇宙技術総局平壌総合管制所を訪問
11月25日 金正恩, 国家航空宇宙技術総局平壌総合管制所を訪問
11月30日 金正恩, 空軍司令部と第1空軍師団を訪問
12月18日 金正恩, 大陸間弾道ミサイル「火星砲－18」型発射訓練を参観

（注） 韓国や日本で「ミサイル発射」として捕捉されたものであっても，朝鮮側で公式発表されて
いないものは除く。

（出所）『労働新聞』などにより筆者作成。
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 2 指揮官に対する統制の強化

2代目最高指導者の金正日は軍隊首脳部の人事を動かすことを避けていた。
1995年10月に人民軍総参謀長に就任した金永春は2007年3月まで11年5カ月の
間その職位にあった。同じく1995年10月に総政治局長に就任した趙明禄も2009
年2月まで13年4カ月の間その職位にあった。1998年9月に人民武力相に就任した
金一哲も2009年2月まで10年5カ月の間その職にあった。

これに対して，金正恩時代に入ると，軍隊首脳部の頻繁な交代が行われるよう
になった。表6-3〜表6-5はそれぞれ軍隊全般の作戦指揮を担当する人民軍総参謀
長，軍隊内の政治統制を担当する人民軍総政治局長，軍隊の行政を担当する人民
武力部長（2016年7月に人民武力部が人民武力省に改編されたのに伴って人民武力相に

改称，2021年1月に人民武力省が国防省に改編されたのに伴って国防相に改称）の在任
期間と前職および異動先を示したものである。

人民軍総参謀長の場合，李英浩が約3年5カ月間，玄永哲は約9カ月間，金格植
は約2カ月間，李永吉は約2年4カ月間，李明洙は約2年2カ月間，李永吉は復帰し
て約1年2カ月間，朴正天は約1年10カ月間，林光日は約8カ月間，李泰燮は約７
カ月，朴秀一は約8カ月間であった（表6-3）。人民軍総政治局長の場合，崔龍海が
約2年間，黄炳瑞が約3年5カ月間，金正閣が約2カ月間，金秀吉が約2年5カ月間，
権英進が1年3カ月間であった（表6-4）。人民武力部長（人民武力相，国防相）も，
それぞれの在任期間をみると，金永春が約3年2カ月間，金正閣が約6カ月間，金
格植が約6カ月間，張正南が約1年1カ月間，玄永哲が約10カ月間，朴英植が約2
年9カ月間，努光哲が約1年6カ月間，金正官が約1年8カ月間，李永吉は約1年間
であった（表6-5）。

うち3年間以上の在任期間であった李英浩と金永春はいずれも金正日時代に就
任しており，金正恩時代に限ってみると，在任期間はそれぞれ7カ月，4カ月にと
どまる。そのため金正恩が指導者に就任してから軍首脳部のポストに3年以上在
任していた者は黄炳瑞1人にとどまる。そして，懲罰的な解任とみられる李英浩
人民軍総参謀長と玄永哲人民武力部長のケースや健康状態による引退と思われる
金格植人民軍総参謀長と金正閣人民軍総政治局長のケース，異動先が不明な林光
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在任期間
（在職が確認される期間） 前職 異動先

李英浩 2009年2月〜2012年7月 平壌防御司令官 すべての職務から解任

玄永哲 2012年7月〜2013年4月 第8軍団長 第5軍団長, 人民武力部長, 
2015年4月失脚

金格植 2013年5月〜2013年7月 人民武力部長 引退推定（2015年5月死去）
李永吉 2013年8月〜2016年1月 第5軍団長 第1副総参謀長兼作戦総局長
李明洙 2016年2月〜2018年4月 人民保安部長 最高司令部第1副司令官

李永吉 2018年6月〜2019年8月 第1副総参謀長兼作
戦総局長 党中央委員会第1副部長

朴正天 2019年9月〜2021年7月 副総参謀長兼火力指
揮局長

党中央委員会政治局常務委員
兼秘書

林光日 2021年9月〜2022年4月 総参謀部偵察総局長 不明
李泰燮 2022年6月〜2022年12月 社会安全相 社会安全相
朴秀一 2022年12月〜2023年8月 社会安全相 不明

李永吉 2023年8月〜 党中央軍事委員会副
委員長 現職

表6-3　金正恩時代の歴代人民軍総参謀長

（出所）『労働新聞』などにより，筆者作成。

表6-4　金正恩時代の人民軍総政治局長

（出所）『労働新聞』などにより，筆者作成。

在任期間
（在職が確認される期間） 前職 異動先

崔龍海 2012年4月〜2014年4月 党中央委員会秘書 党中央委員会秘書

黄炳瑞 2014年5月〜2017年10月 党中央委員会組織指
導部副部長

党中央委員会組織指導部第1
副部長

金正閣 2018年2月〜18年4月

総政治局第1副局長
（〜2012年3月），人
民武力部長（〜2012
年10月）, 以後未詳

引退推定

金秀吉 2018年5月〜2020年10月

総政治局組織副局長
（〜2014年10月）

平壌市党委員長 
（〜2018年4月）

江原道党責任秘書

権英進 2021年1月〜2022年4月 不明 不明
鄭京沢 2022年6月〜 国家保衛相 現職
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在任期間 
（在職が確認される期間） 前職 異動先

金永春 2009年2月〜2012年4月

総参謀長（〜2007年2
月）, 国防委員会副委員長

（2007年4月〜，2009年
2月から人民武力部長兼

任）

党中央委員会部長

金正閣 2012年4月〜2012年10月 総政治局第1副局長 18年2月まで未詳。以後, 
総政治局長

金格植 2012年10月〜2013年4月 第4軍団長 総参謀長
張正南 2013年5月〜2014年6月 第1軍団長 第5軍団長

玄永哲 2014年6月〜2015年4月 総参謀長（〜13年4月）， 
第5軍団長 失脚

朴英植 2015年7月〜2018年4月 総政治局組織副局長 不明
努光哲 2018年6月〜2019年12月 人民武力部第1副部長 不明
金正官 2020年1月〜2021年9月 人民武力省副相 国防省第1副相
李永吉 2021年12月〜2022年12月 党第1副部長 党秘書

姜順南 2022年12月〜

第415機械化歩兵師団長
（2015年12月）, 人民武
力省副相（〜2018年10

月），党民防部長

現職

表6-5　金正恩時代の人民武力部長（人民武力相,�国防相）

（出所）『労働新聞』などにより，筆者作成。

日人民軍総参謀長，朴秀一人民軍総参謀長，朴英植人民武力部長（人民武力相），努
光哲人民武力相，権英進人民軍総政治局長を除くと，異動先は軍団長または同等
の職務になっており，人民軍総参謀長のポストを一度離れて2年5カ月後に舞い戻
り，1年2カ月間務めてから離れてまた3度目に戻ってきた李永吉のケースもある。
李永吉はその後国防相にも就いた。これは多くの異動が，1人の人物を同じポス
トに長くおかないようにすることや他の部署を経験させることを意図的にねらっ
たものであることを示している。

前職および異動先に関しては，総政治局長のポストに関して，崔龍海と黄炳瑞
は党中央委員会から来て党中央委員会に戻っている。これは，人民軍総政治局が
党中央委員会の直属機関という位置づけにあることと関連しており，党による軍
隊での政治教育，思想統制および指揮官の監視の機能が健在であることを意味し
ている。また，呉仲洽7連隊称号争取運動などの軍隊内での大衆運動は金正恩時
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代に入ってからも『労働新聞』の記事のなかにみられることから，党中央委員会
の組織指導部や宣伝煽動部の影響力も健在であることが確認される（『労働新聞』

2016年9月22日）。
軍隊首脳部の頻繁な異動と並行して，金正恩による指揮官たちへの直接的な影

響力の行使も行われている。金正恩は，2014年3月に自身の目の前で軍種および
軍団級や師団級の指揮官たちに射撃競技をさせ，4月には管下砲大隊が抜き打ち
訓練にうまく対応できなかった前線東部の第1軍団に対して，軍団長の降格など
の処分を下した（『労働新聞』2014年3月17日; 2014年4月26日）。さらに，金正恩は
7月に西海艦隊と東海艦隊のすべての指揮官たちに，高齢者を含めて隊列をなし
て5キロメートルの距離を往復する遠泳競技をさせたりもした（『労働新聞』2014

年7月2日）。

まとめ

2代目最高指導者の金正日と3代目最高指導者の金正恩との軍事に関する政策
および軍隊に対する影響力の及ぼし方は大きく異なる。

核武装化は金正日時代の選択であったが，当時は核兵器がアメリカの攻撃に対
する抑止力として機能するためのプロセスにはほとんど関心が払われなかった。
この点では金正恩は軍隊の生活と教育を経たこともあり，その必要性を認識して
いたことは間違いない。3代目就任直後から核爆弾を武器化することや運搬手段
の開発を可視化することが進められるようになった。それとともに降下作戦や上
陸作戦など通常兵器による戦闘能力も可視化するようになってきた。

2代目と3代目のまたひとつの違いは軍隊に対する影響力の及ぼし方にある。金
正日が軍隊に関してはおもに政治教育や政治思想，大衆運動を通じて影響力を及
ぼしてきたのに対して，3代目最高指導者の金正恩は主として軍隊の作戦指揮の
ラインから直接，指揮官に影響力を及ぼしている。

これまで知られているところの金正恩の軍事に関連する行動を観察した限りで
は，金正恩の関心はおもに，抑止力を強化するために軍事力を可視化することと，
見栄えのする装備や能力を構築することにあるようである。軍隊首脳部の頻繁な
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人事異動がみられることについては，一部には単に気に入らない幹部の首をすげ
かえているために起こっていることもあろうが，基本的には指揮官に同一部署に
長く就くことによるマンネリ化を防止すること，他部署での経験を積ませること
にあると判断される。とくに野戦歩兵での経験しかない幹部にとっては，核武装
化の時代に入って可視化するに足る軍事力をいかに構築していくかという課題が
あるはずである。

一方で，金正恩は金正日時代に進められた軍隊と軍人を革命の模範，社会の模
範にすることに関しては，さほど高い関心を示していないようにみえる。しかし
このことは，これまでに形成された軍隊に対する政治統制の仕組みと機能が軽視
されていることを意味しない。党のいうことをよく聞く軍隊を維持することや軍
隊を見栄えのするものにしていくことに，金日成と金正日の時代を経て形成され
た政治統制制度が必要であることは3代目も十分理解しているはずである。
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